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NEWS RELEASE 
23-D-0115 

2023 年 4 月 28 日 

 
株式会社日本格付研究所（JCR）は、以下のとおりクライメート・トランジション・ファイナンス・フレームワーク評価、

グリーンファイナンス・フレームワーク評価およびトランジション・リンク・ファイナンス・フレームワーク評価結果を

公表します。 

 

中国電力株式会社 

サステナブル・ファイナンス・フレームワーク 

（グリーンファイナンス、トランジション・ファイナンス、 

トランジション・リンク・ファイナンス） 

新 規  

＜サステナビリティ・リンク・ボンド原則およびサステナビリティ・リンク・ローン原則への 
適合性確認結果＞ 

本フレームワークはサステナビリティ・リンク・ボンド原則およびサステナビリティ・
リンク・ローン原則に適合する。 

 
 

＜クライメート・トランジション・ボンド・フレームワーク評価結果＞ 
 

 

 

 

発行体/借入人 中国電力株式会社 （証券コード：9504） 
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評価 の概 要  

▶▶▶1.  中国電力株式会社の概要 

中国電力株式会社は、1951 年に設立された電力会社である。旧一般電気事業者として中国 5 県
（広島、山口、岡山、鳥取、島根）を主な供給地域とし、2022 年 3 月期の小売販売電力量は 471 億
kWh（前期比+1.5％増）である。 

中国電力の供給域内には鉄鋼・化学・石油などの素材型産業が多く立地しており、販売電力量に
占める産業用のウエートが高い。これらの工場が保有する大規模自家発電設備との競合が激しいこ
とから、過去の設備形成はコスト競争力に優れる石炭火力が中心であった。こうした経緯の中で、
特定燃種への依存度が高い電源構成のバランスを図るべく、原子力の開発に取り組んできたほか、
高効率 LNG 火力の開発も進めてきた。現在も石炭火力の構成比は相対的に高く、他社に比べて環境
適合面での対応や環境政策の動向に左右されやすいことには留意が必要である。 

▶▶▶2. 中国電力のトランジション戦略の概要について 

中国電力は、2020 年 1 月に新たな経営方針としてグループ経営ビジョン「エネルギアチェンジ
2030」を掲げ、その中で 2030 年度における非財務目標として再生可能エネルギー新規導入量を 30
万～70 万 kW と置くことを発表した。また、2021 年 2 月には中国電力グループとして「『2050 年カ
ーボンニュートラル』への挑戦」を公表している。 

「『2050 年カーボンニュートラル』への挑戦」に向けて、2022 年 3 月、「2030 年度までに 2013
年度比で小売電気事業における CO2 排出量半減」など「中国電力グループ環境行動計画」の「地球
温暖化対策の推進」に関する目標のうち 5 つの項目について新規設定あるいは見直しを図ったほか、
2023 年 4 月には、「『2050 年カーボンニュートラル』への挑戦」をより具体化するべく「中国電力
グループ カーボンニュートラル戦略基本方針」を制定し、従来の小売電気事業のみならず、発電事
業における CO2 排出量目標の設定や、顧客や地域のカーボンニュートラルへの取組の支援について
も目標とすることを公表している。 

中国電力は、「『2050 年カーボンニュートラル』への挑戦」および 2030 年度までに 2013 年度比
で CO2 排出量半減に向けてロードマップを策定しており、特に 2030 年までは、再生可能エネルギ
ー新規導入量 30 万～70 万 kW に加えて、経年火力発電所の休廃止、2022 年 11 月に運転を開始し
た三隅発電所 2 号機の稼働およびバイオマス混焼、さらには現在原子力規制委員会にて審査が行わ
れている島根原子力発電所 2 号機の再稼働や 3 号機の稼働開始等によって、CO2 排出量半減に取り
組んでいく予定である。 

中国電力の「『2050 年カーボンニュートラル』への挑戦」に向けた投資は、原子力発電所の早期
稼働に向けた安全対策投資を中心に行われる。原子力の安全対策投資については、総額 6,800 億円
程度が見込まれており、2022 年 12 月末までに既に 3,800 億円が支出済である。 

また、金額としては未定ながらも、太陽光発電や風力発電、バイオマス発電、バイオマス燃料導
入拡大など、再生可能エネルギーの積極的な導入、非効率石炭火力発電のフェードアウト、カーボ
ンリサイクル技術に係る大崎クールジェンでの実証試験の成果の活用、アンモニアや水素の活用な
ど脱炭素技術の開発、および再生可能エネルギー導入拡大のためのネットワーク設備高度化など、
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2050 年カーボンニュートラルに向けたロードマップに示した施策に取り組んでゆくことを JCR は
確認した。 

▶▶▶3.  トランジション戦略に係る妥当性(CTFH 等との適合性評価の概要) 

中国電力のトランジション戦略ならびに具体的な方針は、クライメート・トランジション・ファ
イナンス・ハンドブックおよびクライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針（CTF
Ｈ等）の 4 要素を満たしている。また、中国電力のトランジション戦略は、自社のこれまでのトラ
ックレコードや政府の目標と比して野心度が高く、同業他社と比べても遜色ない水準であると JCR
は評価している。 

▶▶▶4.  SLLP 原則等との適合性評価 

中国電力は、サステナブル・ファイナンス・フレームワーク（本フレームワーク）に基づき実施
される個別のトランジション・リンク・ボンドおよびトランジション・リンク・ローン（総称して
トランジション・リンク・ファイナンス）において、以下の KPI、SPT を設定する。 

中国電力は、本フレームワークにおいて、「中国電力グループ環境行動計画」で目標とされている
CO2 排出量を KPI として設定し、2030 年度の小売電気事業における CO2 排出量の 2013 年度比半減
を、SPT として設定した。 

中国電力が設定した KPI は、CO2 の多排出産業である電力セクターに属し、化石燃料を用いる発
電設備を多く保有する同社が設定する KPI として有意義性を有していると JCR では判断している。 

また、中国電力が設定した KPI の過去のトラックレコード上は、2021 年度までの実績を見ると順
調に減少し、目標達成に近づいているものの、新型コロナウイルス感染拡大による経済活動の低迷
からの今後の販売電力量の回復ならびに発電時に CO2 を排出しない電源である原子力発電所の再稼
働に伴う不透明な状況が依然として存在する。以上を踏まえれば、今回中国電力が設定した SPT は、
従来通りの事業(Business As Usual)を超えた取り組みが必要であり野心度を有していると言える。 

また、他の旧一般電気事業者においても、「2013 年度比で 2030 年の小売電気事業における CO2

排出量を半減」や「2013 年度比で 2030 年の発電事業に伴う CO2 排出量を半減」といった方針が掲
げられており、業界および他社との比較においては中国電力の掲げた内容は同業他社と比較して遜
色はない。 

一方、政府の目標である「2030 年までに 2013 年比温室効果ガス 46％削減」と比較すれば、中国
電力の 2030 年度の小売電気事業における CO2 排出量を 2013 年度比半減という目標は野心的であ
ると言える。 

JCR は、ファイナンス条件におけるインセンティブ内容について、達成状況に応じて金利の変動
や環境保全を目的とする団体への寄付等を行う予定であることを確認した。また、小売電気事業に
おける CO2 排出量は年次で中国電力が公開予定であることを確認した。償還または返済期限到来年
には中国電力および JCR で本ファイナンスに係る振り返りを行い、SPT の達成状況に加え、中国電

KPI：CO2 排出量 
SPT：2030 年度の小売電気事業における CO2 排出量を 2013 年度比半減 
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力および社会に対するインパクトの発現状況を評価することとしている。なお、本フレームワーク
で定めた KPI である CO2 排出量については、第三者検証を毎年取得する体制となっていることも併
せて確認した。 

以上の考察から、JCR は、今回の第三者意見提供対象である中国電力に対する本フレームワーク
が、CTFH 等およびサステナビリティ・リンク・ボンド原則1およびサステナビリティ・リンク・ロ
ーン原則2、サステナビリティ・リンク・ボンドガイドライン3およびサステナビリティ・リンク・ロ
ーンガイドライン4（以上を総称して SLBP・SLLP 等）に適合していることを確認した。 

▶▶▶5.  クライメート・トランジション・ローン・フレームワーク評価の概要 

中国電力が本フレームワークに基づいて、グリーンボンドまたはグリーンローン（グリーンボン
ドとグリーンローンを総称して「グリーンファイナンス」）、トランジション・ローンまたはトラン
ジション・ボンド（トランジション・ローンとトランジション・ボンドを総称して「トランジショ
ン・ファイナンス」）を行う場合、調達する資金について、環境改善効果を有する使途に限定される。
JCR では、本フレームワークが「グリーンボンド原則5」、「グリーンローン原則6」、「グリーンボンド
ガイドライン7」および「グリーンローンガイドライン8」、および CTFH 等に適合しているか否かの
評価を行う。これらは原則またはガイドラインであって法的な裏付けを持つ規制ではないが、現時
点において国内外の統一された基準として当該原則およびガイドラインを参照して JCR では評価を
行う。 

中国電力は本フレームワーク内で、グリーンファイナンスおよびトランジション・ファイアンス
における資金使途を、適格クライテリアに定めるプロジェクト（再生可能エネルギー、原子力、火
力、電力ネットワーク、その他事業領域）に定めている。また、適格プロジェクトの実施に際して
は、環境や社会に対する負の影響を考慮し、適切な対応を行うことが定められている。以上より、
JCR は本フレームワークにおける資金使途について、環境改善効果が期待されるものであると評価
している。 

また、資金使途の選定基準・プロセスについても、経営陣の関与の下適切に定められているほか、
資金管理についても適切に管理が行われることで第三者の目による確認が行われている。加えて、

—————————————— 
1 ICMA “Sustainability Linked Bond Principle 2020” 

https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/the-principles-guidelines-and-handbooks/sustainability-linked-bond-principles-
slbp 

2 LMA、APLMA、LSTA  "Sustainability Linked Loan Principle 2023” 
https://www.lsta.org/content/sustainability-linked-loan-principles-sllp/ 
3 環境省「サステナビリティ・リンク・ボンドガイドライン 2022 年版」 
https://www.env.go.jp/content/000062495.pdf 
4 環境省「サステナビリティ・リンク・ローンガイドライン 2022 年版」 
https://www.env.go.jp/content/000062495.pdf 
5 International Capital Market Association (ICMA) "Green Bond Principles 2021" 

https://www.icmagroup.org/green-social-and-sustainability-bonds/green-bond-principles-gbp/ 
6 Loan Market Association (LMA)、Asia Pacific Loan Market Association(APLMA)、Loan Syndications and Trading Association 

(LSTA)  "Green Loan Principles 2023" 
https://www.lsta.org/content/guidance-on-green-loan-principles-glp/ 

7 環境省 「グリーンボンドガイドライン 2022 年版」 
https://www.env.go.jp/content/000062495.pdf 

8 環境省 「グリーンローンガイドライン 2022 年版」 
https://www.env.go.jp/content/000062495.pdf 



 

 
5/64 

Copyright © Japan Credit Rating Agency, Ltd. All Rights Reserved.  
 

レポーティングについても、資金使途に関するレポーティングおよびインパクト・レポーティング
に関する項目は適切であることを確認した。以上より、JCR は中国電力における管理運営体制が確
立されており、透明性を有すると評価している。 

この結果、本フレームワークの資金使途特定部分について、JCR グリーンファイナンス評価手法
に基づき、「グリーン・トランジション性評価（資金使途）」を“gt1(F)”、「管理・運営・透明性評価」
を“m1(F)”とし、「JCR グリーンファイナンス・フレームワーク評価」を“Green1(T)(F)”とした。また、
本フレームワークは「グリーンボンド原則」、「グリーンローン原則」、「グリーンボンドガイドライ
ン」「グリーンローンガイドライン」および CTFH 等において求められる項目について基準を満た
していると JCR は評価している。 
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第 1 章 ：評 価 対 象 の概 要  

今 般 の 評 価 対 象 は 、 中 国 電 力 が 作 成 し た サ ス テ ナ ブ ル ・ フ ァ イ ナ ン ス ・ フ レ ー ム
ワ ー ク （ 本 フ レ ー ム ワ ー ク ） で あ る 。 本 フ レ ー ム ワ ー ク で は 、 グ リ ー ン ボ ン ド お よ
び グ リ ー ン ロ ー ン の グ リ ー ン フ ァ イ ナ ン ス 、 ト ラ ン ジ シ ョ ン ボ ン ド お よ び ト ラ ン ジ
シ ョ ン ロ ー ン の ト ラ ン ジ シ ョ ン・フ ァ イ ナ ン ス 、な ら び に ト ラ ン ジ シ ョ ン・リ ン ク・
ボ ン ド お よ び ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ リ ン ク ・ ロ ー ン の ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ リ ン ク ・ フ ァ イ
ナ ン ス を 対 象 と し て い る 。  

ト ラ ン ジ シ ョ ン・フ ァ イ ナ ン ス お よ び ト ラ ン ジ シ ョ ン・リ ン ク・フ ァ イ ナ ン ス は 、
ど ち ら も ク ラ イ メ ー ト・ト ラ ン ジ シ ョ ン・フ ァ イ ナ ン ス（ CTF）に 則 し た フ ァ イ ナ ン
ス で あ る 。 CTF と は 、 気 候 変 動 へ の 対 策 を 検 討 し て い る 企 業 が 、 脱 炭 素 社 会 の 実 現
に 向 け て 、 長 期 的 な 戦 略 に 則 っ た 温 室 効 果 ガ ス 削 減 の 取 組 を 行 っ て い る 場 合 に そ の
取 組 を 支 援 す る こ と を 目 的 と し た 金 融 手 法 を 言 う 。 JCR は 、 ICMA の 策 定 し た CTFH
等 に 対 す る 本 フ レ ー ム ワ ー ク の 適 合 性 に つ い て 確 認 す る 。  

そ の う え で 、ト ラ ン ジ シ ョ ン・リ ン ク・フ ァ イ ナ ン ス に 係 る 部 分 に つ い て は 、SLLP
等 に 対 す る 本 フ レ ー ム ワ ー ク の 適 合 性 に つ い て 、 第 三 者 意 見 を 提 供 す る 。 グ リ ー ン
フ ァ イ ナ ン ス お よ び ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ フ ァ イ ナ ン ス に 該 当 す る 資 金 使 途 特 定 型 に つ
い て は 、 グ リ ー ン ボ ン ド 原 則 、 グ リ ー ン ロ ー ン 原 則 、 グ リ ー ン ボ ン ド ガ イ ド ラ イ ン
お よ び グ リ ー ン ロ ー ン ガ イ ド ラ イ ン お よ び ICMA の 策 定 し た CTFH 等 に 適 合 し て い
る か 否 か の 評 価 を 、 JCR グ リ ー ン フ ァ イ ナ ン ス 評 価 手 法 に 基 づ い て 行 う 。  

（ 図 1： 本 評 価 対 象 の 概 要 ）  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 出 所 ： JCR 作 成 ）  
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第 2 章 ： クライメ ート・トランジション ・ファイナンス・ハン ドブック 等 との 適 合

性 について 

2-1. 中国電力の中長期経営計画とトランジション戦略 

＜ 事 業 概 要 ＞  

中 国 電 力 株 式 会 社 は 、1951 年 に 設 立 さ れ た 電 力 会 社 で あ る 。旧 一 般 電 気 事 業 者 と
し て 中 国 5 県（ 広 島 、山 口 、岡 山 、鳥 取 、島 根 ）を 主 な 供 給 地 域 と し 、2022 年 3 月
期 の 小 売 販 売 電 力 量 は 471 億 kWh（ 前 期 比 +1.5％ 増 ） で あ る 。  

な お 、 2021 年 度 の 発 電 量 構 成 は 、 石 炭 火 力 36％ 、 LNG な ど の ガ ス 火 力 20％ 、 石
油 火 力 3%、 水 力 （ 3 万 kW 以 下 ） 4%、 FIT 電 力 お よ び 卸 電 力 取 引 30％ 等 で あ る 9。  

中 国 電 力 の 供 給 域 内 に は 鉄 鋼・化 学・石 油 な ど の 素 材 型 産 業 が 多 く 立 地 し て お り 、
販 売 電 力 量 に 占 め る 産 業 用 の ウ エ ー ト が 高 い 。 こ れ ら の 工 場 が 保 有 す る 大 規 模 自 家
発 電 設 備 と の 競 合 が 激 し い こ と か ら 、 過 去 の 設 備 形 成 は コ ス ト 競 争 力 に 優 れ る 石 炭
火 力 が 中 心 で あ っ た 。 こ う し た 経 緯 の 中 で 、 特 定 燃 種 へ の 依 存 度 が 高 い 電 源 構 成 の
バ ラ ン ス を 図 る べ く 、原 子 力 の 開 発 に 取 り 組 ん で き た ほ か 、高 効 率 LNG 火 力 の 開 発
も 進 め て き た 。 現 在 も 石 炭 火 力 の 構 成 比 は 相 対 的 に 高 く 、 他 社 に 比 べ て 環 境 適 合 面
で の 対 応 や 環 境 政 策 の 動 向 に 左 右 さ れ や す い こ と に は 留 意 が 必 要 で あ る 。  

＜ 中 国 電 力 グ ル ー プ 経 営 ビ ジ ョ ン ＞  

中 国 電 力 で は 、2020 年 1 月 に 新 た な 経 営 方 針 と し て グ ル ー プ 経 営 ビ ジ ョ ン「 エ ネ
ル ギ ア チ ェ ン ジ 2030」 を 掲 げ 、 そ の 中 で 2030 年 度 に お け る 非 財 務 目 標 と し て 再 生
可 能 エ ネ ル ギ ー 新 規 導 入 量 を 30 万 ～ 70 万 kW と 置 く こ と を 発 表 し た 。 ま た 、 2021
年 2 月 に は 中 国 電 力 グ ル ー プ と し て 「『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 』 へ の 挑 戦 」
を 公 表 し て い る 。 こ れ は 、 2020 年 10 月 に 菅 総 理 大 臣 （ 当 時 ） が 所 信 表 明 演 説 の 中
で「 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 」を 目 指 す こ と を 宣 言 し た こ と や 、ス テ ー ク ホ ル
ダ ー か ら カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け た 取 り 組 み の 「 見 え る 化 」 に 対 す る 要 望 が 高
ま っ て き た こ と を 受 け 、グ ル ー プ 一 体 と な っ て 取 り 組 ん で い く こ と が 重 要 と 考 え て 、
策 定 さ れ た も の で あ る 。  

ま た 、「『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 』へ の 挑 戦 」に 向 け て 、2022 年 3 月 、「 2030
年 度 ま で に 2013 年 度 比 で 小 売 電 気 事 業 に お け る CO2 排 出 量 半 減 」な ど「 中 国 電 力 グ
ル ー プ 環 境 行 動 計 画 」 の 「 地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進 」 に 関 す る 目 標 の う ち ５ つ の 項 目
に つ い て 、 新 規 設 定 あ る い は 見 直 し を 図 っ た 。  

2023 年 4 月 に は 、「『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 』 へ の 挑 戦 」 を よ り 具 体 化 す
る べ く「 中 国 電 力 グ ル ー プ  カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 戦 略 基 本 方 針 」を 制 定 し 、従 来 の
小 売 電 気 事 業 の み な ら ず 、 発 電 事 業 に お け る CO2 排 出 量 目 標 の 設 定 や 、 顧 客 や 地 域
の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル へ の 取 組 の 支 援 に つ い て も 目 標 と す る こ と を 公 表 し て い る 。 

中 国 電 力 は 、「『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 』 へ の 挑 戦 」 お よ び 2030 年 度 ま で
に 2013 年 度 比 で CO2 排 出 量 半 減 を 達 成 す る た め の ロ ー ド マ ッ プ を 策 定 し て い る 。

—————————————— 
9 https://www.energia .co.jp/elec/free/co2/index.html 
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同 ロ ー ド マ ッ プ で は 2030 年 度 ま で の CO2 排 出 量 削 減 の 取 り 組 み と し て 、 再 生 可 能
エ ネ ル ギ ー 新 規 導 入 量 30 万 ～ 70 万 kW に 加 え て 、 経 年 火 力 発 電 所 の 休 廃 止 、 2022
年 11 月 に 運 転 を 開 始 し た 三 隅 発 電 所 2 号 機 の 稼 働 お よ び バ イ オ マ ス 混 焼 、さ ら に は
現 在 原 子 力 規 制 委 員 会 に て 審 査 が 行 わ れ て い る 島 根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 の 再 稼 働 や
3 号 機 の 稼 働 開 始 等 に 取 り 組 ん で い く 予 定 で あ る 。  

（ 図 2 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル へ 向 け た ロ ー ド マ ッ プ （ 重 点 施 策 ） ）  

 

（ 引 用 元 ： 本 フ レ ー ム ワ ー ク 資 料 ）  
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（ 図 3 中 国 電 力 グ ル ー プ  カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 戦 略 基 本 方 針 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 引 用 元 ： 中 国 電 力  Energia Change Action Plan 2023、 本 フ レ ー ム ワ ー ク 資 料 ）  

中 国 電 力 は 、 エ ネ ル ギ ー の 安 定 供 給 が 電 気 事 業 者 に 課 せ ら れ る 最 も 重 要 な 責 務 の
一 つ と 考 え て お り 、 安 全 確 保 を 大 前 提 と し た 安 定 供 給 、 経 済 性 、 環 境 へ の 適 合 と い
っ た い わ ゆ る 「 S＋ 3E」 を 基 本 と し て い る 。  

そ れ ら を 前 提 と し な が ら 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 挑 戦 す る 2050 年 に 向 け て は 、
再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 最 大 限 の 拡 大 を 行 っ て い く と と も に 、原 子 力 発 電 に つ い て も 、
脱 炭 素 電 源 の 一 つ と し て 、 早 期 稼 働 ・ 安 定 的 な 運 転 を 行 う こ と を 目 指 し て い る 。  

現 在 主 力 と な っ て い る 火 力 発 電 に お い て も 、 水 素 ・ ア ン モ ニ ア 発 電 や 、 既 存 の 発
電 設 備 と CCUS10や カ ー ボ ン リ サ イ ク ル 等 を 組 み 合 わ せ る な ど 、現 在 よ り CO2 を 排 出
し な い 技 術 の 導 入 に よ り 脱 炭 素 を 進 め て い く 方 針 で あ る 。  

【 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け た 取 り 組 み の 詳 細 に つ い て 】  

 (i) 火 力 発 電  

2022 年 11 月 に 運 転 を 開 始 し た 三 隅 発 電 所 2 号 機 で は 、 三 隅 発 電 所 1 号 機 で も 用
い ら れ て い る 超 々 臨 界 圧（ USC）式 11の 発 電 方 式 を 採 用 し て い る 。三 隅 発 電 所 2 号 機
の 設 計 発 電 効 率 は 43.3％ と 一 般 的 な USC 式 の 発 電 所 の 発 電 効 率 で あ る 約 40%よ り
高 い 水 準 を 達 成 し て い る 。 三 隅 発 電 所 2 号 機 で は 、 新 小 野 田 発 電 所 1 号 機 、 2 号 機

—————————————— 
1 0  「 Carbon dioxide Capture,  Ut i l i zat ion and Storage」 の 略 で あ り 、 分 離 ・ 貯 留 し た CO2 を 利 用 す る 技 術 。  
https://www.enecho.meti .go. jp/about/special/johoteikyo/ccus.html 
1 1  石 炭 を 燃 焼 さ せ て 作 る 蒸 気 を 、 従 来 よ り も さ ら に 高 温 ・ 高 圧 に し て 発 電 す る 方 式 。 従 来 の 発 電 方 式 と 比
較 し て 熱 効 率 が 高 い た め 、 燃 料 使 用 量 が 少 な く 、 CO2 排 出 量 も 削 減 さ れ る 。  
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お よ び 三 隅 発 電 所 1 号 機 と 同 様 に バ イ オ マ ス 混 焼 を 行 っ て お り 、混 焼 割 合 は 10％ 程
度 が 目 標 と さ れ 、 年 間 50 万 ト ン の CO2 排 出 削 減 が 見 込 ま れ て い る 。  

ま た 、 三 隅 発 電 所 2 号 機 の 運 転 開 始 に 伴 っ て 、 導 入 か ら 長 期 間 が 経 過 し て い る 火
力 設 備 の 代 替 も 予 定 さ れ て お り 、2022 年 5 月 に 公 表 12を 行 っ た 4 基 の 火 力 発 電 所（ 水
島 発 電 所 2 号 機 （ 1963 年 運 転 開 始 （ 以 下 同 じ ）、 石 炭 ）、 下 松 発 電 所 3 号 機 （ 1979
年 、 石 油 ）、 下 関 発 電 所 1 号 機 （ 1967 年 、 石 炭 ）、 2 号 機 （ 1977 年 、 石 油 ）） の 廃 止
に よ っ て 、 CO2 排 出 量 の 削 減 が 図 ら れ る 予 定 で あ る 。 な お 、 水 島 発 電 所 2 号 機 お よ
び 下 関 発 電 所 1 号 機 は 非 効 率 石 炭 火 力 で あ り 、 国 が 定 め た 第 6 次 エ ネ ル ギ ー 基 本 計
画 で 求 め ら れ て い る 、 非 効 率 石 炭 フ ェ ー ド ア ウ ト に 該 当 す る 取 り 組 み で あ る 。  

さ ら に 、 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け て 、 中 国 電 力 が 2022 年 4 月 に 公 表
し た 火 力 発 電 の ト ラ ン ジ シ ョ ン 計 画 に 沿 っ て 、 水 素 ・ ア ン モ ニ ア の 混 焼 実 現 を 見 据
え 検 討 を 加 速 さ せ る と と も に 、 経 済 合 理 性 の 確 保 を 前 提 に 技 術 的 課 題 等 の 解 決 後 に
遅 滞 な く 導 入 で き る よ う に 実 装 準 備 を 進 め る こ と を 公 表 し て い る 。  

（ 図 4 三 隅 発 電 所 2 号 機  概 要 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(引 用 元 ： 中 国 電 力 「 経 営 効 率 化 へ の 取 り 組 み に つ い て 」 ) 

 

 

 

 

 

 

—————————————— 
12 https://www.energia.co.jp/assets/p20220523-1a_1.pdf  
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（ 図 5 火 力 発 電  ト ラ ン ジ シ ョ ン 計 画 ）  

 

（ 引 用 元 ： 中 国 電 力  Energia Change Action Plan 2023）  

（ 大 崎 ク ー ル ジ ェ ン プ ロ ジ ェ ク ト ）  

大 崎 ク ー ル ジ ェ ン プ ロ ジ ェ ク ト と は 、 中 国 電 力 と 電 源 開 発 株 式 会 社 に よ っ て 広 島
県 大 崎 上 島 町 で 2012 年 度 か ら 開 始 さ れ て い る 石 炭 ガ ス 化 発 電 の 実 証 プ ロ ジ ェ ク ト
で あ る 。 プ ロ ジ ェ ク ト は 3 段 階 で 構 成 さ れ 、 第 1 段 階 で は 、 高 効 率 発 電 技 術 で あ る
「 石 炭 ガ ス 化 燃 料 電 池 複 合 発 電（ IGFC）」の 基 盤 技 術 で あ る「 酸 素 吹 石 炭 ガ ス 化 複 合
発 電 （ 酸 素 吹 IGCC）」 の 大 型 設 備 実 証 試 験 が 2018 年 度 ま で 行 わ れ た 。 第 2 段 階 で
は 、 酸 素 吹 IGCC に CO2 分 離 回 収 設 備 を 付 設 し た 「 CO2 分 離 ・ 回 収 型 酸 素 吹 IGCC」、
第 3 段 階 で は さ ら に 燃 料 電 池 を 付 設 し た 「 CO2 分 離 ・ 回 収 型 IGFC」 の 実 証 実 験 が そ
れ ぞ れ 2022 年 度 ま で に 行 わ れ た 。  

石 炭 ガ ス 化 発 電 で は 、 従 来 の 石 炭 火 力 発 電 に は 不 向 き な 低 品 位 炭 （ 亜 瀝 青 炭 、 褐
炭 ） も 対 象 と 出 来 る た め 、 資 源 の 有 効 活 用 に つ な が る 。  

ま た 、上 記 プ ロ ジ ェ ク ト は 2022 年 度 ま で に 終 了 し た が 、そ の 後 継 プ ロ ジ ェ ク ト と
し て 、 新 た に 石 炭 に 木 質 バ イ オ マ ス を 混 ぜ 、 そ れ を ガ ス 化 す る 混 合 燃 料 ガ ス 化 技 術
開 発 を 行 い 、 そ れ を 燃 料 と し て 発 電 す る 試 験 を 行 う 予 定 で あ る 。 木 質 バ イ オ マ ス 発
電 は 、 燃 料 と な る 木 質 ペ レ ッ ト な ど の 原 材 料 で あ る 木 が 光 合 成 な ど に よ っ て 吸 収 し
た CO2 を 燃 焼 に よ っ て 排 出 す る た め 、 一 般 的 に カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル な 発 電 方 式 と
位 置 付 け ら れ て い る が 、 本 技 術 で は 、 木 質 バ イ オ マ ス か ら 排 出 さ れ る CO2 に つ い て
も 回 収 を 行 う こ と で 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル か ら 進 ん だ 、 ネ ガ テ ィ ブ ・ エ ミ ッ シ ョ
ン の 達 成 を 目 標 と し て お り 、 こ の 技 術 も 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル へ の 取 組 に
資 す る 技 術 で あ る と JCR で は 評 価 し て い る 。  

以 上 の よ う に 大 崎 ク ー ル ジ ェ ン プ ロ ジ ェ ク ト は 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 発 電 と 比 較
す る と CO2 排 出 量 が 多 い 石 炭 火 力 発 電 を 将 来 的 に ゼ ロ ・ エ ミ ッ シ ョ ン 化 、 ま た ネ ガ
テ ィ ブ ・ エ ミ ッ シ ョ ン 化 す る た め の 野 心 的 な プ ロ ジ ェ ク ト で あ り 、 本 プ ロ ジ ェ ク ト
の 進 捗 に よ り 、 将 来 的 に は 、 天 候 に よ っ て 発 電 量 が 左 右 さ れ る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
を ゼ ロ ・ エ ミ ッ シ ョ ン お よ び ネ ガ テ ィ ブ ・ エ ミ ッ シ ョ ン の 石 炭 火 力 発 電 に よ っ て 需
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給 調 整 す る 役 割 や 、 使 用 で き る 石 炭 の 種 類 が 広 が る こ と に よ る 経 済 性 の 向 上 が 期 待
さ れ て い る . 

（ 図 6 大 崎 ク ー ル ジ ェ ン プ ロ ジ ェ ク ト の 概 要 ）  

 
（ 引 用 元 ： 中 国 電 力 か ら の 受 領 資 料 ）  

（ 図 7 発 電 種 別 ご と の CO 2 排 出 量 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 引 用 元 ： 中 国 電 力 「 あ な た と 話 し た い エ ネ ル ギ ー の こ と 。 13」）  

  

 

—————————————— 
1 3  https://www.energia .co. jp/pr/pamph/pdf/anatatohanashi tai .pdf  
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(i i ) 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 発 電  

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 発 電 に つ い て は 、 既 存 水 力 の 出 力 増 、 海 外 で の 洋 上 風 力 開 発
や 、 木 質 バ イ オ マ ス 発 電 に よ り 、 中 国 電 力 は 2020 年 代 中 盤 に 、 約 30 万 kW の 新 規
導 入 が で き る 見 込 み で あ る こ と を JCR は 確 認 し て い る 。ま た 、目 標 で あ る「 30 万 ～
70 万 kw」の 達 成 に 向 け て は 、特 に 成 長 分 野 と 見 込 ま れ る 洋 上 風 力 の 開 発 を 積 極 的 に
進 め る こ と で 、 最 大 限 の 導 入 に 取 り 組 ん で い く こ と も JCR は 確 認 し た 。  

（ 図 7 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 状 況 ）  

 

（ 引 用 元 ： 中 国 電 力  Energia Change Action Plan 2023）  

 

(i i i ) 原 子 力 発 電  

中 国 電 力 で は 、 現 在 運 転 停 止 中 の 島 根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 お よ び 建 設 中 の 3 号 機
の 早 期 稼 働 に 取 り 組 ん で い る 。 中 国 電 力 は 、 原 子 力 発 電 に つ い て 、 脱 炭 素 電 源 で あ
り 化 石 燃 料 価 格 の 変 動 影 響 を 受 け な い 電 源 で あ る こ と か ら 、電 力 の 安 定 供 給 の 観 点 、
カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル へ の 取 り 組 み の 観 点 、 地 政 学 リ ス ク や 経 済 性 に お け る リ ス ク
ヘ ッ ジ の 観 点 か ら 今 後 も 一 定 の 比 率 で 原 子 力 を 維 持 し て い く 計 画 で あ る 。  

 

（ 島 根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 な ら び に 3 号 機 の 状 況 に つ い て ）  

島 根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 の 再 稼 働 や 3 号 機 の 稼 働 開 始 ま で の 概 略 に つ い て は 以 下
の と お り で あ る 。  

審 査 書 案 → パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト → 審 査 書 お よ び ① 原 子 炉 設 置 変 更 許 可 → ② 設 計 及
び 工 事 計 画 認 可 → 使 用 前 事 業 者 検 査 開 始 → ③ 保 安 規 定 認 可 （ 新 規 制 基 準 適 合 性 審 査
が 全 て 終 了 ）→ 燃 料 装 荷 → 原 子 炉 起 動 → 原 子 炉 臨 界 → 発 電 再 開 →（ 調 整 運 転 開 始 → ）
定 期 事 業 者 検 査 お よ び 使 用 前 事 業 者 検 査 終 了 → 通 常 運 転 （ 営 業 運 転 ） 再 開  
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現 在 、島 根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 で は 、原 子 炉 設 置 変 更 許 可 が な さ れ た 状 況 で あ り 、
上 記 フ ロ ー の 「 設 計 及 び 工 事 計 画 認 可 」 の 部 分 に あ た る 。 島 根 原 子 力 発 電 所 3 号 機
に つ い て も 、 現 在 審 査 が 行 わ れ て い る 。 ま た 、 安 全 対 策 工 事 に つ い て 、 中 国 電 力 で
は 、原 子 力 規 制 委 員 会 で の 指 摘 を 受 け て 耐 震 等 の 追 加 工 事 を 行 う た め 、2 号 機 は 2023
年 度 中 の で き る だ け 早 期 、3 号 機 に つ い て は 2024 年 度 上 期 の 安 全 対 策 工 事 完 了 を 予
定 し て い る 。  

（ 図 8 島 根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 お よ び 3 号 機 の 現 状 に つ い て ）  

 

 

 

 

 

 

 

（ 引 用 元 ： 中 国 電 力  統 合 報 告 書 2022）  

主 な 安 全 対 策 工 事 の 実 施 状 況 に つ い て は 以 下 の と お り で あ る 。  

・ 特 定 重 大 事 故 等 対 処 施 設 14 

・ 所 内 常 設 直 流 電 源 設 備 （ 3 系 統 目 ）  

・ 残 留 熱 代 替 除 去 系 設 備  

・ 防 波 壁 補 強 工 事  

・ 津 波 漂 流 物 対 策 工 事  

島 根 原 子 力 発 電 所 の 早 期 稼 働 及 び 継 続 的 な 安 定 稼 働 に は 、 立 地 し て い る 地 方 自 治
体 、 住 民 の 理 解 が 不 可 欠 で あ る 。 中 国 電 力 は こ れ ま で も 見 学 会 、 地 区 説 明 会 、 対 話
活 動 、 ウ ェ ブ サ イ ト 、 広 報 紙 な ど に 加 え 、 地 域 住 民 を 対 象 と し た 説 明 会 や 様 々 な メ
デ ィ ア を 活 用 し た 広 報 活 動 等 を 通 じ て 、 原 子 力 の 必 要 性 や 安 全 対 策 の 実 施 状 況 等 に
つ い て 理 解 活 動 を 進 め て き た 。  

2022 年 5 月 26 日 に 島 根 県 議 会 が 島 根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 の 再 稼 働 容 認 を 賛 成 多
数 で 可 決 し 、島 根 県 知 事 が 同 年 6 月 2 日 に 開 催 さ れ た 本 会 議 に て 再 稼 働 に つ い て「 同
意 」 を 表 明 し て い る 。  

—————————————— 
14 故 意 に よ る 航 空 機 衝 突 や そ の 他 の テ ロ リ ズ ム に よ り 、 炉 心 の 著 し い 損 傷 が 発 生 す る お そ れ が あ る 、 ま た

は 発 生 し た 場 合 に 、 原 子 炉 格 納 容 器 の 破 損 に よ る 放 射 性 物 質 の 放 出 を 抑 制 す る た め の 施 設
https://www.energia.co.jp/anzen_taisaku/taisaku/t_jiko.html 
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周 辺 自 治 体 か ら も 、原 子 力 に 否 定 的 な 意 向 は 示 さ れ て お ら ず 、再 稼 働 に つ い て は 、
い ず れ も 「 了 解 」 ま た は 「 容 認 」 す る 旨 の 意 思 表 示 が 行 わ れ て い る 。  

加 え て 、島 根 県 下 の 周 辺 自 治 体（ 出 雲 市 、安 来 市 、雲 南 市 ）に つ い て は 、2021 年
9 月 、 島 根 県 知 事 が 再 稼 働 の 判 断 に あ た り 市 長 の 意 見 を 直 接 聞 く 会 議 の 設 立 等 、 発
電 所 運 営 へ の 関 与 を 拡 充 す る こ と で 、 一 定 の 理 解 を 示 し て い る 。 ま た 、 鳥 取 県 お よ
び 鳥 取 県 下 の 周 辺 自 治 体（ 境 港 市 、米 子 市 ）に つ い て は 、2022 年 4 月 に 、安 全 協 定
お よ び 運 営 要 綱 を 改 定 し て い る 。  

こ の よ う に 、 原 子 力 発 電 所 の 再 稼 働 に つ い て は 周 辺 自 治 体 と の 協 議 を 続 け て 理 解
を 得 て き て い る が 、 今 後 も 、 様 々 な 機 会 を 通 じ て 取 り 組 み を 分 か り や す く 丁 寧 に 説
明 す る こ と で よ り 多 く の 地 域 住 民 の 理 解 を 得 る よ う に 努 め て い く 旨 を JCR は 確 認 し
た 。  

ま た 、 中 国 電 力 で は 、 放 射 性 廃 棄 物 の 発 生 者 と し て 、 放 射 性 廃 棄 物 の 最 終 処 分 に
関 し 、NUMO15や 国 の 取 り 組 み に 協 力 す る と と も に 、引 き 続 き 日 常 の 対 話 活 動 等 に お
い て 最 終 処 分 事 業 の 必 要 性 に つ い て 、 地 域 住 民 の 理 解 を 得 る こ と を 進 め て い る 。  

原 子 力 発 電 に つ い て は 、 第 6 次 エ ネ ル ギ ー 基 本 計 画 で 明 確 に 脱 炭 素 電 源 と し て 位
置 付 け ら れ て い る こ と や 、 電 力 分 野 の ロ ー ド マ ッ プ に お い て も 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト
ラ ル に は 安 全 対 策 を 講 じ た 原 子 力 発 電 の 重 要 性 が 組 み 込 ま れ て い る 。JCR は「 S＋ 3E」
に お い て 原 子 力 発 電 は 必 要 で あ る と 評 価 し て い る 。  

 

（ 図 9 島 根 原 子 力 発 電 所 の 状 況 に つ い て ）  

 

（ 引 用 元 ： 中 国 電 力  Energia Change Action Plan 2023）  

(iv) 送 配 電 事 業  

中 国 電 力 グ ル ー プ に お い て 送 配 電 事 業 を 行 っ て い る 中 国 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク で は 、
「 中 国 電 力 グ ル ー プ  カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 戦 略 基 本 方 針 」で 掲 げ る グ ル ー プ の 目 標
を 達 成 す る た め に 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 実 現 す る 次 世 代 ネ ッ ト ワ ー ク の 構 築 や

—————————————— 
15 原 子 力 発 電 環 境 整 備 機 構 https://www.numo.or.jp/ 
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再 エ ネ 出 力 の 最 大 限 利 用 に 資 す る 電 化 推 進 の サ ポ ー ト お よ び カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル
が 実 現 す る 社 会 を 支 え る 新 規 事 業 の 展 開 と い っ た 取 り 組 み 方 針 を 掲 げ て い る 。  

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 実 現 す る 次 世 代 ネ ッ ト ワ ー ク の 構 築 で は 、 再 生 可 能 エ ネ
ル ギ ー 発 電 の 早 期 か つ 着 実 な 連 系 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 発 電 の 増 加 に 備 え て 、 送 電
容 量 確 保 の た め の 系 統 増 強 や 系 統 制 御 技 術 の 開 発 な ど を 行 う 計 画 で あ る 。  

ま た 、 現 在 の ス マ ー ト メ ー タ ー と 比 較 し て よ り 詳 細 な デ ー タ 取 得 が 可 能 な 次 世 代
ス マ ー ト メ ー タ ー の 設 置 推 進 に よ っ て 、 よ り き め 細 か な 配 電 系 統 の 電 圧 管 理 や 、 次
世 代 ス マ ー ト メ ー タ ー で 取 得 し た デ ー タ の 活 用 等 に よ る 、 再 エ ネ 導 入 量 拡 大 ・ 脱 炭
素 化 ・ 系 統 全 体 の 需 給 安 定 化 な ど を 目 標 と し て い る 。 ま た 、 離 島 に お け る カ ー ボ ン
ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 の た め に 、 回 転 エ ネ ル ギ ー に よ る 同 期 電 源 （ 火 力 ・ 水 力 ） の 減 少
を 補 う 目 的 で 疑 似 慣 性 力 機 能 を 持 っ た PCS や 蓄 電 池 の 導 入 な ど も 進 め て ゆ く 方 針 で
あ る 。  

 

（ 図 10 中 国 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク  カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 計 画 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 中 国 電 力  統 合 報 告 書 2022）  
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＜中国電力グループ 企業理念および企業行動憲章＞ 

中 国 電 力 グ ル ー プ で は 、「 ENERGIA エ ネ ル ギ ア  - あ な た と と も に 、地 球 と と も に  
- 」を 企 業 理 念（ キ ー コ ン セ プ ト ）と し て 掲 げ て い る 。当 該 企 業 理 念 は 、持 続 可 能 な
社 会 の 実 現 を 求 め る 社 会 ニ ー ズ に 結 び つ い て お り 、 中 国 電 力 グ ル ー プ の 事 業 活 動 は
そ の 実 現 に 向 け た 取 り 組 み で あ る と 位 置 づ け ら れ て い る 。  

＜キーコンセプト＞ 

Ｅ Ｎ Ｅ Ｒ Ｇ Ｉ Ａ  

－  あ な た と と も に 、 地 球 と と も に  －  

＜経営理念＞ 

信 頼 。 創 造 。 成 長 。  

お 客 さ ま の 信 頼 を 喜 び と し ま す 。  

エ ネ ル ギ ー を 通 じ て 豊 か な 未 来 を 創 造 し ま す 。  

地 球 と と も に 成 長 し ま す 。  

ま た 、前 述 の グ ル ー プ 経 営 ビ ジ ョ ン の 策 定 と 同 時 に 2020 年 1 月 に 改 訂 さ れ た「 エ
ネ ル ギ ア グ ル ー プ 企 業 行 動 憲 章 」に お い て も 、 持 続 可 能 な 社 会 の 実 現 に 向 け た 貢 献
が 使 命 で あ る こ と を 明 記 し て お り 、 事 業 活 動 を 通 じ て 様 々 な 社 会 的 課 題 の 解 決 に 取
り 組 ん で い る 。  
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＜エネ ルギ アグル ー プ企業 行動 憲章＞  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（ 引 用 元 ： 中 国 電 力  統 合 報 告 書 2022）  

 

 

＜中国電力グループ環境行動計画＞ 

中 国 電 力 は 、 エ ネ ル ギ ー の 安 定 供 給 と と も に 、 事 業 活 動 に 伴 う 環 境 負 荷 低 減 に 取
り 組 ん で お り 、そ の 実 現 の た め に 、「 中 国 電 力 グ ル ー プ 環 境 行 動 計 画 」を 策 定 し 、地
球 温 暖 化 問 題 へ の 対 応 や 循 環 型 社 会 の 形 成 な ど の 環 境 問 題 の 解 決 に 向 け た 取 り 組 み
を 行 っ て い る 。  

中国電力グループ 環境行動計画 

基本方針 

中 国 電 力 グ ル ー プ は 、  
・エ ネ ル ギ ー に 携 わ る 企 業 グ ル ー プ と し て 、安 全 の 確 保 を 大 前 提 と し た 、環 境
へ の 適 合 、安 定 供 給 、経 済 性 の 同 時 達 成 に よ る 持 続 的 発 展 が 可 能 な 社 会 の 実 現
に 貢 献 し ま す 。  

・「 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 」 へ の 挑 戦 を 通 じ て 気 候 変 動 の 緩 和 に 貢 献
し ま す 。  

・ 常 に 環 境 を 大 切 に す る 心 を 持 っ て 以 下 の ３ 方 針 に 基 づ き 行 動 し 、 お 客 さ ま
か ら 信 頼 さ れ る 企 業 グ ル ー プ を 目 指 し ま す 。  
１ ．地 球 温 暖 化 対 策 を は じ め 、循 環 型 社 会 形 成 の 推 進 、地 域 環 境 保 全 の 推 進 な
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ど の 課 題 に 、 自 ら 積 極 的 に 取 り 組 み ま す 。  
２ ．環 境 に 優 し い 製 品・サ ー ビ ス を お 客 さ ま へ 提 供 す る こ と に よ り 、環 境 と 調
和 し た 社 会 づ く り に 貢 献 し ま す 。  
３ ．環 境 保 全 に 関 す る 対 話 や 活 動 な ど 、地 域・社 会 と の 双 方 向 コ ミ ュ ニ ケ ー シ
ョ ン を 積 極 的 に 展 開 し ま す 。  

 ＜重点課題＞ 

中 国 電 力 で は 、グ ル ー プ 経 営 ビ ジ ョ ン「 エ ネ ル ギ ア チ ェ ン ジ 2030」に お い て 、SDGs
を 参 照 し て 2030 年 度 に 向 け て 中 国 電 力 グ ル ー プ と し て 取 り 組 む 4 つ の 「 重 点 課 題 」
を 設 定 し て い る 。  

（ 図 11 重 点 課 題 の 選 定 過 程 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 引 用 元 ： 中 国 電 力  統 合 報 告 書 2022）  
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上 記 の 重 点 課 題 の う ち「 気 候 変 動 の 緩 和 」は 、そ の 後 の「『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー
ト ラ ル 』へ の 挑 戦 」お よ び 中 国 電 力 グ ル ー プ の 環 境 行 動 計 画 に お け る「 2030 年 度 ま
で に 2013 年 度 比 で CO2 排 出 量 を 半 減 」に も つ な が っ て い る こ と か ら 、気 候 変 動 の 緩
和 に 資 す る 取 り 組 み を 推 進 す る こ と は 、 中 国 電 力 の 環 境 に 関 す る 戦 略 で も 中 核 に 位
置 付 け ら れ る 。  

こ れ ら 重 点 課 題 を 解 決 す る た め の 具 体 的 な 取 り 組 み と し て 、 毎 年 「 環 境 目 標 」 が
定 め ら れ て お り 、 全 社 環 境 委 員 会 で の 審 議 を 経 て 経 営 会 議 に 付 議 ・ 決 定 し 、 取 締 役
会 に 報 告 さ れ 、 重 要 な 見 直 し に つ い て は 取 締 役 会 で 決 定 さ れ る 。  

＜グループ環境行動計画における目標＞ 

中 国 電 力 で は 、「 中 国 電 力 グ ル ー プ 環 境 行 動 計 画 」 に お い て 、「『 2050 年 カ ー ボ ン
ニ ュ ー ト ラ ル 』 へ の 挑 戦 」 を 通 じ て 気 候 変 動 の 緩 和 に 貢 献 す る こ と お よ び 「 地 球 温
暖 化 対 策 の 推 進 」 と し て 10 の 目 標 を 定 め て い る 。 前 述 の 通 り 、「『 2050 年 カ ー ボ ン
ニ ュ ー ト ラ ル 』 へ の 挑 戦 」 を 2021 年 2 月 に 宣 言 し た こ と を 受 け て 2022 年 3 月 に
2030 年 度 ま で に 小 売 電 気 事 業 に お け る CO2 排 出 量 を 半 減 （ 2013 年 度 比 ） さ せ る こ
と を 目 標 と し て 新 た に 設 定 し 、 2023 年 4 月 に は 2030 年 度 ま で に 発 電 事 業 に お け る
CO2 排 出 量 を 半 減 （ 2013 年 度 比 ） さ せ る こ と を 公 表 し て い る 。 上 記 目 標 お よ び カ ー
ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け た ロ ー ド マ ッ プ は 、 電 気 事 業 低 炭 素 社 会 協 議 会（ ELCS）に
お け る「 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 実 現 に 向 け た 我 が 国 の 電 気 事 業 者 の 貢 献 に
つ い て 」（ 2019 年 10 月 公 表 、2021 年 10 月 見 直 し ）に 整 合 さ せ て い る ほ か 、前 述 の
通 り 、日 本 政 府 の「 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 宣 言 」を 踏 ま え て 公 表 さ れ て い る 。  

【 ELCS に お け る「 低 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け た 我 が 国 の 電 気 事 業 者 の 貢 献 に つ い て 」】 

電 気 事 業 低 炭 素 社 会 協 議 会（ ELCS）は 、電 力 業 界 全 体 に お い て 実 効 性 あ る 地 球 温
暖 化 対 策 を 推 進 す る こ と を 目 的 と し て 、 国 内 の 電 気 事 業 者 の 有 志 に よ り  2016 年  2 
月 に 設 立 さ れ た 団 体 で あ り 、「 低 炭 素 社 会 実 行 計 画 」の 目 標 の 達 成 に 向 け 、取 り 組 み
を 推 進 す る こ と が 目 的 で あ る 。  

地 球 温 暖 化 対 策 に 係 る 長 期 ビ ジ ョ ン「 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 実 現 に 向 け
た 我 が 国 の 電 気 事 業 者 の 貢 献 に つ い て 」 は 、 前 述 の 安 全 の 確 保 を 大 前 提 と し た う え
で「 S＋ 3E」を 達 成 す る 最 適 な エ ネ ル ギ ー ミ ッ ク ス を 追 求 し 、供 給 側 に お い て は「 電
気 の 低・脱 炭 素 化 」、需 要 側 に お い て は「 電 化 の 促 進 」を 進 め る こ と で CO2 排 出 削 減 、
2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 目 指 し て ゆ く と い う 内 容 で あ る 。  

こ の ビ ジ ョ ン 内 で は 、2018 年 10 月 に IPCC が 取 り ま と め た IPCC1.5℃ 特 別 報 告 書
の Above 2℃ か ら Below1.5℃ ま で の 各 シ ナ リ オ に お け る 発 電 設 備 の CO2 排 出 原 単 位
と 電 化 率 の 中 央 値 を プ ロ ッ ト し て お り 、「 電 気 の 低・脱 炭 素 化 」が「 電 化 の 促 進 」（ 電
化 率 の 上 昇 ） を も た ら す と い う 示 唆 も 与 え て い る 16。  

中 国 電 力 で は 、 原 子 力 発 電 に お い て は 規 制 基 準 へ の 適 合 に よ る 原 子 力 発 電 所 の 再
稼 働 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 拡 大 、 石 炭 火 力 に お け る バ イ オ マ ス 混 焼 な ど 、 上
記 ビ ジ ョ ン に お け る 取 組 を 進 め て 、CO2 排 出 削 減 お よ び 2050 年 ま で の カ ー ボ ン ニ ュ
ー ト ラ ル を 進 め て い る 。  

—————————————— 
16 https://e-lcs.jp/news/32b9ad4be3fe035115f823f1fcba827baf20398e.pdf  
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 ＜中国電力のカーボンニュートラル推進体制＞ 

中 国 電 力 で は 、 社 長 を 環 境 マ ネ ジ メ ン ト 推 進 体 制 の 最 高 責 任 者 と し て い る 。 中 国
電 力 で は カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 長 を 委 員 長 と す る 、 全 社 環 境 委 員 会 を 有 し
て お り 、 気 候 変 動 問 題 、 有 害 物 質 対 策 、 環 境 マ ネ ジ メ ン ト な ど を は じ め と す る 全 社
的 な 環 境 問 題 に 関 す る 方 針 ・ 計 画 や 、 取 り 組 み に 関 す る 重 要 事 項 の 審 議 を 原 則 年 2
回 開 催 し て い る 。ま た 、そ の 実 施 状 況 は 社 長 に 報 告 さ れ る 。ま た 、取 締 役 会 は 、社 長
か ら「 中 国 電 力 グ ル ー プ 環 境 行 動 計 画 」の 実 施 状 況 な ど に つ い て 年 2 回 報 告 を 受 け 、
環 境 マ ネ ジ メ ン ト の 推 進 体 を 監 督 す る 役 割 を 有 し て い る 。  

ま た 、2022 年 6 月 、中 国 電 力 グ ル ー プ 事 業 の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 強 力 に 推 進
す る と と も に 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け た お 客 さ ま ・ 地 域 社 会 と の 連 携 の よ り
一 層 の 強 化 を 図 っ て い く た め 、 社 長 直 属 の 専 任 組 織 「 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本
部 」 を 設 置 し た 。 さ ら に 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 と 親 和 性 の 高 い 環 境 全 般 に わ
た る 取 り 組 み に つ い て 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル と 一 体 的 に 進 め る た め 、 地 域 共 創 本
部 内 の 環 境 関 連 業 務 を カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 に 移 管 し た 。 カ ー ボ ン ニ ュ ー
ト ラ ル 推 進 本 部 の ト ッ プ で あ る カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 長 は 、 社 長 が 設 定 す
る 責 任 と 権 限 の も と 、 グ ル ー プ と し て カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 強 力 に 推 進 し て い く
こ と が 職 責 で あ り 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 等 を 通 じ て 、 事 業 本 部 等 に 対 し
て 施 策 の 内 容 や 実 施 状 況 等 に つ い て 必 要 な 指 示 ・ 指 導 を 行 う 。  

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 も 、2022 年 6 月 の 組 織 改 正 で 新 た に 発 足 し た 会 議
体 で あ り 、 原 則 と し て 四 半 期 に 1 度 の 頻 度 で 開 催 す る 定 期 開 催 の 他 、 議 長 が 必 要 と
認 め る 時 に 適 宜 開 催 さ れ て い る 。  

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 は カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 長 が 議 長 と な り 、
会 議 事 務 局 は 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 内 グ ル ー プ が 担 当 し て い る 。 カ ー ボ
ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 で は 、 中 国 電 力 グ ル ー プ に お け る カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に
関 す る 取 り 組 み 状 況 を 一 元 的 に 把 握 ・ 評 価 し 、 推 進 し て い く た め の 議 事 が 議 論 さ れ
る 予 定 で あ る 。  

な お 、2022 年 度 は 、推 進 会 議 設 立 後 2 月 ま で に 6 回 の 会 議 が 行 わ れ た 。そ の 内 容
と し て は 、 中 国 電 力 グ ル ー プ の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 係 る 取 り 組 み の 基 本 方 針 ・
目 標 設 定 や 、 電 源 の 低 ・ 脱 炭 素 化 に 資 す る 今 後 の 取 り 組 み に 関 す る 議 論 の ほ か 、 カ
ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 資 す る 技 術 開 発 動 向 の 報 告 等 で あ る 。  

な お 、カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 の 審 議 結 果 の う ち 、「 中 国 電 力 グ ル ー プ 環 境
行 動 計 画 」 に 反 映 す べ き 事 項 が 全 社 環 境 委 員 会 に 指 示 ・ 通 知 さ れ る 。  

さ ら に そ の 実 務 を 担 う 部 署 と し て 、 供 給 サ イ ド で は 、 電 源 事 業 本 部 内 に カ ー ボ ン
ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 グ ル ー プ を 、 需 要 サ イ ド で は 、 顧 客 の 脱 炭 素 化 ニ ー ズ に 応 え る た
め 、 販 売 事 業 本 部 内 に 脱 炭 素 ソ リ ュ ー シ ョ ン 推 進 室 を 設 置 し て い る 。  
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（ 図 12 組 織 改 編 の 概 要 （ 2022 年 6 月 ） ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 出 所 ： 中 国 電 力  2021 年 度 決 算 説 明 会 資 料 ）  

 

（ 図 13 環 境 マ ネ ジ メ ン ト ・ カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 体 制 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 出 所 ： 本 フ レ ー ム ワ ー ク ）   
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2-2.クライメート・トランジション・ファイナンス・ハンドブックで求められる項目との整合性 

要 素 1： 発 行 体 の 移 行 戦 略 と ガ バ ナ ン ス  

(1) 資 金 調 達 を 行 う 発 行 体 等 は 、気 候 変 動 緩 和 の た め の 移 行 に 関 す る 戦 略 を 有 し て い
る か 。  

中 国 電 力 で は 、「『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 』へ の 挑 戦 」を 掲 げ て 、2050 年 ま
で の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 、ま た 、「 中 国 電 力 グ ル ー プ 環 境 行 動 計 画 」に お い て 2030
年 度 ま で に 2013 年 度 比 で 小 売 電 気 事 業 に お け る CO2 排 出 量 を 半 減 さ せ る こ と を 目
標 と し て 設 定 し た 。  

2023 年 4 月 に は 、「 中 国 電 力 グ ル ー プ  カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 戦 略 基 本 方 針 」 を
策 定 し 、 既 に 掲 げ て い る 小 売 電 気 事 業 に お け る CO2 排 出 量 半 減 に 加 え て 、 発 電 事 業
に 関 し て も 2030 年 度 の CO2 排 出 量 半 減 （ 2013 年 度 比 ） を 掲 げ る と と も に 、「 2030
年 度 に お け る エ ネ ル ギ ー 需 給 の 見 通 し に 基 づ く 国 全 体 の 排 出 係 数 の 実 現 に 向 け て 挑
戦 す る 17こ と 等 を 表 明 し た 。  

上 記 の 中 国 電 力 の 2030 年 の CO2 排 出 量 半 減 に 向 け た 具 体 的 な 取 り 組 み は 以 下 の
通 り で あ る 。  

・ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 新 規 導 入 量 30 万 ～ 70 万 kW 

・ 経 年 火 力 発 電 所 の 休 廃 止  

・ 最 新 鋭 の 三 隅 発 電 所 2 号 機 の 稼 働 開 始 お よ び 火 力 発 電 所 に お け る バ イ オ マ ス 混
焼  

・ 現 在 原 子 力 規 制 委 員 会 に て 審 査 が 行 わ れ て い る 島 根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 の  
再 稼 働 や 3 号 機 の 稼 働 開 始  

2050 年 の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け て は 、上 記 に 加 え て 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の
更 な る 導 入 、水 素・ア ン モ ニ ア 発 電 に 加 え て IGFC＋ CCUS/カ ー ボ ン リ サ イ ク ル 等 の
脱 炭 素 電 源 の 活 用 を 見 込 ん で い る 。  

上 記 の 戦 略 基 本 方 針 で は 、 自 社 エ ネ ル ギ ー の 脱 炭 素 化 の み な ら ず 、 顧 客 や 地 域 の
脱 炭 素 化 に も 取 り 組 む こ と を 謳 っ て お り 、 自 社 の み な ら ず 、 自 社 の 顧 客 お よ び 営 業
エ リ ア 全 体 で の 脱 炭 素 化 に 向 け た 取 組 み を 推 進 す る 予 定 で あ る 。  

 

 

 

 

 

 

—————————————— 
1 7  本 目 標 は 、 ELCS （ 電 気 事 業 低 炭 素 社 会 協 議 会 ） に お け る 目 標 で あ り 、 政 府 が 掲 げ る CO2 排 出 46％ 削
減 目 標 に 向 け 、 需 給 両 面 に お け る 様 々 な 課 題 の 克 服 を 想 定 し た 場 合 の 見 通 し 。 こ の 見 通 し が 実 現 し た 場 合
の 国 全 体 で の 排 出 係 数 は 、 0.25kg-CO2/kWh 程 度 (使 用 端 ) 
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（ 図 14 中 国 電 力  カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け た 取 組 み ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 引 用 元 ： 本 フ レ ー ム ワ ー ク ）  

(2) 資 金 調 達 に あ た っ て 「 ト ラ ン ジ シ ョ ン 」 の ラ ベ ル を 使 う こ と が 、 発 行 体 等 が 気 候
変 動 関 連 の リ ス ク に 効 果 的 に 対 処 し 、パ リ 協 定 の 目 標 達 成 に 貢 献 で き る よ う な ビ ジ ネ
ス モ デ ル に 移 行 す る た め の 企 業 戦 略 の 実 現 に 資 す る こ と を 目 的 と し て い る か 。   

中 国 電 力 は 、「『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 』 へ の 挑 戦 」 な ら び に 2030 年 度 ま
で に 2013 年 度 比 で 小 売 電 気 事 業 お よ び 発 電 事 業 に お け る CO2 排 出 量 を 半 減 さ せ る
こ と を カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け た ト ラ ン ジ シ ョ ン 戦 略 と し て 設 定 し て い る 。 パ
リ 協 定 は 、 長 期 的 な 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 に 関 す る 戦 略 の 策 定 を 求 め て お り 、 そ
れ を 受 け て 2019 年 に 6 月 に 作 成 し 、2021 年 10 月 に 改 定 し た「 パ リ 協 定 に 基 づ く 成
長 戦 略 と し て の 長 期 戦 略 」に お け る「 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 」と 中 国 電 力 の
長 期 的 な 目 標 は 整 合 し て い る 。 ま た 、 2030 年 度 ま で に 2013 年 度 比 で 小 売 電 気 事 業
お よ び 発 電 事 業 に お け る CO2 排 出 量 半 減 と い う 目 標 は 、 上 記 の 2050 年 カ ー ボ ン ニ
ュ ー ト ラ ル の 目 標 と 整 合 的 で 野 心 的 な 目 標 と し て 日 本 政 府 が 定 め た「 2030 年 度 に 温
室 効 果 ガ ス を 2013 年 度 か ら 46％ 削 減 す る こ と を 目 指 す こ と 、 さ ら に 50%の 高 み に
向 け 挑 戦 を 続 け る こ と 」 と い う 目 標 と 整 合 的 で あ る 。  

(3) 移 行 戦 略 の 実 効 性 を 担 保 す る た め の ガ バ ナ ン ス 体 制 が 構 築 さ れ て い る か 。  
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中 国 電 力 で は 、 前 記 の 通 り 環 境 マ ネ ジ メ ン ト 推 進 体 制 を 整 え 、 全 社 環 境 委 員 会 、
カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 お よ び カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 等 が カ ー ボ ン
ニ ュ ー ト ラ ル「『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 』へ の 挑 戦 」な ら び に 2030 年 度 ま で
に 2013 年 度 比 で 小 売 電 気 事 業 お よ び 発 電 事 業 に お け る CO2 排 出 量 の 半 減 に 向 け た
取 り 組 み お よ び 顧 客 や 地 域 の 脱 炭 素 化 へ の 取 り 組 み を 行 っ て い る 。  

JCR は 、 中 国 電 力 が ト ラ ン ジ シ ョ ン 戦 略 を 着 実 に 実 行 す る た め の 体 制 を 整 備 し て
い る と 評 価 し て い る 。  
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要 素 2： 企 業 の ビ ジ ネ ス モ デ ル に お け る 環 境 面 の 重 要 課 題 で あ る こ と  

電 力 は 、国 民 生 活 や 経 済 生 活 に 欠 か せ な い も の で あ る 。日 本 で は 1960 年 代 の 高 度
経 済 成 長 期 以 降 、石 炭 、石 油 お よ び LNG を 燃 料 と し た 火 力 発 電 が 発 電 種 別 の 半 分 以
上 を 占 め て お り 、2011 年 の 東 日 本 大 震 災 の 影 響 に よ っ て 原 子 力 発 電 所 が 順 次 停 止 し
た の ち は 、日 本 の 発 電 の 大 宗 が 火 力 発 電 と な っ た 。経 済 産 業 省 に よ れ ば 、2019 年 度
の 最 終 エ ネ ル ギ ー 消 費 あ た り の CO2 排 出 量 の う ち 電 力 由 来 の 間 接 排 出 は 4.0 億 ト ン 、
38％ を 占 め て い る 。一 方 で 、電 力 の CO2 排 出 係 数 は 、電 力 を 使 用 す る 産 業 の Scope2
や 家 庭 部 門 の CO2 排 出 量 の 増 減 に 直 結 す る こ と か ら 、 他 部 門 へ の 波 及 効 果 が 他 の 業
種 に 比 し て 大 き い 。  

電 力 部 門 に お け る CO2 排 出 削 減 の 取 り 組 み に つ い て は 、2022 年 2 月 に 経 済 産 業 省
か ら カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け た ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ ロ ー ド マ ッ プ が 示 さ れ 、 今 後
2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 実 現 に 向 け た CO2 排 出 量 削 減 の 取 り 組 み の 加 速 が 期
待 さ れ る 。  

中 国 電 力 の 2021 年 度 の 国 内 販 売 電 力 量 シ ェ ア は 5.6％ で あ り 、 旧 一 般 電 気 事 業 者
と し て 中 国 地 域 で は 大 き な シ ェ ア を 占 め て い る 。 ま た 、 そ の 電 源 構 成 は 火 力 発 電 に
比 重 が 置 か れ て い る 。 こ の よ う な 状 況 を 踏 ま え て 、「 S＋ 3E」 を 前 提 と し て 環 境 負 荷
の 低 減 の 取 り 組 み を 推 進 し 、 中 国 電 力 グ ル ー プ と し て カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 取 り
組 む こ と に よ り 、 持 続 的 な 未 来 社 会 の 実 現 と 地 域 の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル へ の 貢 献
を 宣 言 し て い る 。中 国 電 力 で は 、そ の 具 体 的 な 取 り 組 み と し て 2030 年 度 ま で に 2013
年 度 比 で 小 売 電 気 事 業 お よ び 発 電 事 業 に お け る CO2 排 出 量 半 減 お よ び 「 中 国 電 力 グ
ル ー プ  カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 戦 略 基 本 方 針 」 を 掲 げ 、「 エ ネ ル ギ ア チ ェ ン ジ 2030」
の 年 度 ご と の 取 り 組 み で あ る「 Action Plan 」に お い て も 脱 炭 素 化 に 向 け た 取 り 組 み
を 取 り 上 げ る な ど 取 り 組 み を 加 速 し て い る 。  

以 上 か ら 、 中 国 電 力 に お い て カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 取 り 組 み は 、 同 社 の ビ ジ ネ
ス モ デ ル に お け る 環 境 面 の 重 要 課 題 で あ る と JCR は 評 価 し て い る 。  
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（ 図 15 CO2 排 出 の 削 減 イ メ ー ジ ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 引 用 元 ： 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 「 電 力 分 野 の ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ ロ ー ド マ ッ プ 」）  

（ 図 16 最 終 エ ネ ル ギ ー 消 費 当 た り CO2 排 出 量 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 引 用 元 ： 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 「 電 力 分 野 の ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ ロ ー ド マ ッ プ 」）  
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要 素 3： 科 学 的 根 拠 に 基 づ い て い る こ と  

ト ラ ン ジ シ ョ ン の ロ ー ド マ ッ プ は 、 以 下 を 満 た し て い る か 。  

(1) 定 量 的 に 測 定 可 能 で 、対 象 は SCOPE1、2 を カ バ ー し て い る 。（ SCOPE 3 が 実 現 可 能 な
範 囲 で 目 標 設 定 さ れ て い る こ と が 望 ま し い ）  

 中 国 電 力 で は 、温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 第 三 者 認 証 を 得 て い る 。対 象 と し て は 、Scope1、
Scope2 な ら び に Scope3 （ カ テ ゴ リ ー 3） の 必 要 項 目 を カ バ ー し て い る 。 CO2 の 排 出
削 減 対 象 は 、小 売 電 気 事 業 お よ び 発 電 事 業 に お け る CO2 排 出 量 で あ る た め 、Scope1 お
よ び Scope3（ カ テ ゴ リ ー 3）が 対 象 で あ り 、Scope2 は 対 象 で は な い が 、中 国 電 力 の CO2

排 出 量 の う ち Scope2 の 占 め る 割 合 は 、Scope1 お よ び Scope3 と 比 し て 僅 少 で あ る こ
と か ら 、 適 切 で あ る 。  

(2) 一 般 に 認 知 さ れ て い る 科 学 的 根 拠 に 基 づ い た 目 標 設 定 に 整 合  

『 中 国 電 力 グ ル ー プ  カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 戦 略 基 本 方 針 』 の 目 標 に つ い て は 、 前
記 の ELCS の 長 期 ビ ジ ョ ン 「 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 実 現 に 向 け た 我 が 国 の
電 気 事 業 者 の 貢 献 に つ い て 」に 整 合 し て い る 。こ の 長 期 ビ ジ ョ ン は 、2021 年 10 月 に
見 直 し が 行 わ れ た「 パ リ 協 定 に 基 づ く 成 長 戦 略 と し て の 長 期 戦 略 」な ど を 踏 ま え て 策
定 さ れ て い る 。 ま た 、 政 府 に お い て 2021 年 10 月 に 策 定 さ れ た 「 第 6 次 エ ネ ル ギ ー
基 本 計 画 」 お よ び 経 済 産 業 省 に お い て 2022 年 2 月 に 策 定 ・ 公 表 さ れ た 「 電 力 分 野 の
ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ ロ ー ド マ ッ プ 」 に お け る 2050 年 ま で の 電 力 分 野 の 脱 炭 素 化 に 向 け
た ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ ロ ー ド マ ッ プ に も 整 合 し て い る と JCR で は 評 価 し て い る 。  

2030 年 度 ま で の 小 売 電 気 事 業 お よ び 発 電 事 業 に お け る CO2 排 出 量 を 2013 年 度 比 半
減 と い う 中 国 電 力 の 目 標 に つ い て も 、「 パ リ 協 定 に 基 づ く 成 長 戦 略 と し て の 長 期 戦 略 」、
「 第 6 次 エ ネ ル ギ ー 基 本 計 画 」 お よ び 「 電 力 分 野 の ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ ロ ー ド マ ッ プ 」
に 整 合 し て い る と JCR で は 評 価 し て い る 。ま た 、IPCC の 1.5℃ 目 標 に 関 す る レ ポ ー ト
に お い て も 、 2030 年 に お け る CO2 排 出 削 減 量 の 半 減 は 1.5℃ 目 標 を 達 成 す る た め の
CO2 削 減 に 対 す る 経 路 と も 整 合 的 で あ る 。  

(3) 公 表 さ れ て い る こ と （ 中 間 点 の マ イ ル ス ト ー ン 含 め ）  

中 国 電 力 の 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け た ロ ー ド マ ッ プ お よ び 2030 年 度
ま で に 小 売 電 気 事 業 お よ び 発 電 事 業 に お け る CO2 排 出 量 を 2013 年 度 比 半 減 と い う 目
標 は 、 中 国 電 力 の ウ ェ ブ サ イ ト に お い て 公 表 さ れ て い る 。  

(4)  独 立 し た 第 三 者 か ら の 認 証 ・ 検 証 を 受 け て い る こ と  

・ パ リ 協 定 を 踏 ま え て 科 学 的 根 拠 を 踏 ま え て 設 定 さ れ た 日 本 の 温 室 効 果 ガ ス 削 減
目 標 と 整 合 的 で あ る 。  

・ CO2 排 出 量 実 績 値 に つ い て 第 三 者 認 証 を 取 得 し て い る 。  
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要 素 4： ト ラ ン ジ シ ョ ン に 係 る 投 資 計 画 に つ い て 透 明 性 が 担 保 さ れ て い る こ と  

中 国 電 力 の「 中 国 電 力 グ ル ー プ  カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 戦 略 基 本 方 針 」に 向 け た 投
資 は 、「 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル へ 向 け た ロ ー ド マ ッ プ （ 重 点 施 策 ）」 に 従 い 、
再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 拡 大 、 安 全 確 保 を 大 前 提 と し た 原 子 力 発 電 の 稼 働 、 バ イ
オ マ ス の 混 焼 率 拡 大 、 大 崎 ク ー ル ジ ェ ン プ ロ ジ ェ ク ト の 推 進 、 お よ び 再 生 可 能 エ ネ
ル ギ ー の 導 入 拡 大 に 伴 う 系 統 面 で の 設 備 対 策 な ど 各 事 業 領 域 を 中 心 に 行 わ れ る 。 特
に 、 原 子 力 発 電 所 の 早 期 稼 働 に 向 け た 安 全 対 策 投 資 に つ い て は 、 総 額 6,800 億 円 程
度 が 見 込 ま れ て い る 。  

ま た 、 金 額 と し て は 未 定 な が ら も 、 太 陽 光 発 電 や 風 力 発 電 、 バ イ オ マ ス 発 電 、 バ
イ オ マ ス 燃 料 導 入 拡 大 な ど 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 積 極 的 な 導 入 、 非 効 率 火 力 フ ェ
ー ド ア ウ ト 、 大 崎 ク ー ル ジ ェ ン で の 実 証 試 験 の 成 果 の 活 用 、 ア ン モ ニ ア や 水 素 の 活
用 な ど 脱 炭 素 技 術 の 開 発 、 お よ び 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 導 入 拡 大 の た め の ネ ッ ト ワ ー
ク 設 備 高 度 化 な ど 、2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け た ロ ー ド マ ッ プ に 示 し た 施
策 に 取 り 組 ん で ゆ く こ と を 確 認 し て い る 。  

送 配 電 網 に お い て も 、中 国 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク で は 2027 年 ま で の 第 一 規 制 期 間 に お
け る 設 備 投 資 計 画 を 公 表 し て お り 、 送 配 電 設 備 の 高 経 年 化 対 策 、 脱 炭 素 化 に 向 け た
再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 拡 大 や レ ジ リ エ ン ス の 強 化 、 送 配 電 ネ ッ ト ワ ー ク の 次 世
代 化 の 構 築 な ど の 実 施 を 予 定 し て い る 。  

上 記 の 通 り 、 中 国 電 力 で は 、 グ ル ー プ 全 体 と し て 日 本 政 府 の 定 め る 温 室 効 果 ガ ス
削 減 目 標 を 踏 ま え た 2030 年 に お け る 目 標 な ら び に 2050 年 の 目 標 を 設 定 す る と と も
に 、 そ れ ら の 達 成 の た め の 具 体 的 な 投 資 計 画 に つ い て も 可 能 な 限 り 開 示 を 行 っ て お
り 、 透 明 性 が 高 い と JCR は 評 価 し て い る 。 ま た 、 大 崎 ク ー ル ジ ェ ン や ア ン モ ニ ア ・
水 素 と い っ た 低 炭 素 ・ 脱 炭 素 技 術 に つ い て も 研 究 開 発 を 進 め て お り 、 特 に 大 崎 ク ー
ル ジ ェ ン に つ い て は 、 石 炭 火 力 発 電 に お け る CO2 排 出 量 を 大 幅 に 削 減 で き る 可 能 性
を 秘 め た 先 進 的 な 取 り 組 み と JCR で は 評 価 し て い る 。  

ま た 、 中 国 電 力 は 循 環 型 社 会 形 成 の 推 進 、 地 域 環 境 の 保 全 な ど を 経 営 の 重 要 課 題
と し て 位 置 づ け 、積 極 的 に 取 り 組 ん で い る 。前 者 に つ い て は 、廃 棄 物 の 発 生 抑 制（ リ
デ ュ ー ス ）を 第 一 に 、再 利 用（ リ ユ ー ス ）、再 生 利 用（ リ サ イ ク ル ）を 推 進 し 、廃 棄
物 の 再 資 源 化 に 積 極 的 に 取 り 組 ん で い る 。 特 に 火 力 発 電 所 か ら 排 出 さ れ る 石 炭 灰 の
再 資 源 化 率 は 地 盤 改 良 や 海 域 沿 岸 ・ 河 口 の 底 質 の 環 境 改 善 に 利 用 さ れ る Hi ビ ー ズ 18

な ど の 石 炭 灰 製 品 の 開 発 ・ 利 用 等 に よ っ て 高 い 水 準 が 維 持 さ れ て い る 。  

島 根 原 子 力 発 電 所 の 稼 働 に 向 け た 安 全 対 策 工 事 に つ い て は 、 防 災 面 に お い て は 、
原 子 力 災 害 の 発 生 を 未 然 に 防 止 す る た め の 安 全 対 策 を 進 め る と 共 に 、 原 子 力 災 害 発
生 時 の 対 応 能 力 の 向 上 を 目 的 と し た 訓 練 等 の 継 続 的 な 実 施 や 関 係 自 治 体 と の 連 携 強
化 に 取 り 組 ん で い る 。  

中 国 電 力 で は 、S+3E を 前 提 と し つ つ 、再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 量 を 最 大 限 拡 大
す る と と も に 、安 全 性 の 確 保 を 大 前 提 と し た 原 子 力 発 電 所 の 早 期 稼 働 、CCUS に よ る
CO2 の 回 収 や 水 素 ・ ア ン モ ニ ア 発 電 な ど の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル な 火 力 発 電 の 活 用

—————————————— 
18 https://www.energia.co.jp/business/sekitanbai/hi.html  
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等 に よ り 、 脱 炭 素 化 を 目 指 し て い る こ と か ら 、 化 石 燃 料 へ の ロ ッ ク イ ン の 可 能 性 は
小 さ い と 評 価 し て い る 。  

以 上 よ り 、本 フ レ ー ム ワ ー ク は ク ラ イ メ ー ト・ト ラ ン ジ シ ョ ン・フ ァ イ ナ ン ス・ハ
ン ド ブ ッ ク で 求 め ら れ る 4 要 素 を 充 足 し て い る と JCR は 評 価 し て い る 。   
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第 3 章 ：サステナビリティ・リンク・ボンド原 則 等 との整 合 性 :   

3-1. 原則 1  KPI 選定の妥 当性 につい て  

1. 評 価 の 視 点  

本 項 で は 、 発 行 体 ・ 借 入 人 の 選 定 し た KPI に つ い て 、 SLBP・ SLLP 等 で 例 示 さ れ て い る
以 下 の 要 素 を 含 ん で い る か を 中 心 と し て 、 そ の 有 意 義 性 を 評 価 す る 。  

1) 発 行 体・借 入 人 の ビ ジ ネ ス 全 体 に 関 連 性 が あ り 、中 核 的 で 重 要 で あ り 、か つ 、借 入
人 の 現 在 お よ び /ま た は 将 来 的 な ビ ジ ネ ス に お い て 戦 略 的 に 大 き な 意 義 の あ る も の
か 。  

2) 一 貫 し た 方 法 に 基 づ き 測 定 可 能 、ま た は 定 量 的 な も の で 、外 部 か ら の 検 証 が 可 能 な
も の か 。  

3) ベ ン チ マ ー ク 化 （ 例 え ば 、 SPTs の 野 心 度 合 を 評 価 す る た め に 、 外 部 指 標 ・ 定 義 を
活 用 す る 等 ） が 可 能 か 。  

2. 評 価 対 象 の 現 状 と JCR の 評 価  

（ 評 価 結 果 ）  

本 フ レ ー ム ワ ー ク で 定 め た KPI は 、SLBP・SLLP 等 で 求 め ら れ て い る 要 素 を 全 て 含 ん
で お り 、中 国 電 力 の「『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 』へ の 挑 戦 」お よ び「 中 国 電 力
グ ル ー プ 環 境 行 動 計 画 」 で 定 め た 目 標 の 達 成 に 資 す る 有 意 義 な KPI が 選 定 さ れ て い
る 。  

本 フ レ ー ム ワ ー ク で 選 定 さ れ た KPI は CO2 排 出 量 で あ る 。  

中 国 電 力 は 2050 年 ま で の 長 期 目 標 と し て 「 中 国 電 力 グ ル ー プ  カ ー ボ ン ニ ュ ー ト
ラ ル 戦 略 基 本 方 針 」を 掲 げ て お り 、中 間 地 点 の 目 標 と し て「 2030 年 度 ま で に 小 売 電
気 事 業 お よ び 発 電 事 業 に お け る CO2 排 出 量 を 2013 年 度 比 半 減 」 が 設 定 さ れ て い る 。
こ れ ら の 達 成 の た め に 中 国 電 力 で は 、 グ ル ー プ 経 営 ビ ジ ョ ン で あ る 「 エ ネ ル ギ ア チ
ェ ン ジ 2030」 の 年 度 ご と の 取 り 組 み で あ る 「 Action Plan」 に お い て 、 脱 炭 素 化 に 向
け た 具 体 的 な 方 針 を 立 て 、 取 り 組 み を 行 う と と も に 、 組 織 面 で も 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー
ト ラ ル 推 進 本 部 や カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 を 設 置 す る な ど 、 急 速 に 整 備 を 進
め て い る 。  

以 上 の よ う に 、 中 国 電 力 で は 本 フ レ ー ム ワ ー ク で 定 め た KPI が 自 社 の ビ ジ ネ ス を
継 続 し て い く う え で 重 要 で あ る と 捉 え て 組 織 面 の 整 備 、 長 期 戦 略 、 中 間 目 標 等 を 整
備 し て 具 体 的 な 取 り 組 み を 行 っ て い る 。  

ま た 、 KPI と し て 選 定 さ れ た CO2 排 出 量 は 定 量 的 で あ り 毎 年 第 三 者 の 検 証 を 受 け
て い る 。  

さ ら に 、前 述 の 通 り 、政 府 が 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル お よ び 2030 年 に 2013
年 度 比 で 温 室 効 果 ガ ス 46％ 削 減 を 掲 げ る な か 、最 終 エ ネ ル ギ ー 消 費 に お い て 電 力 由
来 の 間 接 排 出 が 38％ と 大 き な 割 合 を 占 め る 電 力 分 野 に お け る CO2 排 出 削 減 の 重 要 性
は 高 い 。 従 っ て 、 今 回 設 定 さ れ た KPI は 、 有 意 義 で あ る と JCR で は 評 価 し て い る 。  
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3-2. 原則 2  SPTs の 測定に つい て  

1. 評 価 の 視 点  

本 項 で は 、 発 行 体 ・ 借 入 人 の 設 定 し た SPTs に つ い て 、 SLBP・ SLLP 等 で 例 示 さ れ て い
る 以 下 の 要 素 を 含 ん で い る か を 中 心 と し て 、 そ の 野 心 度 お よ び 有 意 義 性 を 評 価 す る 。  

(1) な お 、SLB お よ び SLL は 経 済 的 な イ ン セ ン テ ィ ブ を 通 じ て SPT は 発 行 体・借 入 人 お
よ び 投 資 家 ・ 貸 付 人 双 方 の 誠 意 を 持 っ て 設 定 さ れ 、 そ の 全 期 間 を 通 じ て 設 定 さ れ る
必 要 が あ る 。 各 KPI 値 の 大 幅 な 改 善 に 結 び つ け ら れ て お り 、「 従 来 通 り の 事 業
（ Business as Usual）」 シ ナ リ オ を 超 え て い る か 。  

(2) （ 可 能 で あ れ ば ） ベ ン チ マ ー ク ま た は 参 照 可 能 な 外 部 指 標 と 比 較 で き る か 。  

(3) 事 前 に 設 定 さ れ た 発 行 体 ま た は 借 入 人 の 全 体 的 な サ ス テ ナ ビ リ テ ィ /ESG 戦 略 と 整
合 し て い る か 。  

(4) 社 債 発 行 ・ 融 資 実 行 前 （ ま た は 社 債 発 行 ・ 融 資 開 始 と 同 時 ） に 設 定 さ れ た 時 間 軸 に
基 づ き 決 定 さ れ て い る か 。  

次 に 、発 行 体・借 入 人 お よ び 投 資 家・貸 付 人 の SPTs 設 定 時 に 考 慮 さ れ た ベ ン チ マ
ー ク 等 を 確 認 す る 。 SLBP・ SLLP 等 で は 以 下 の 要 素 が 例 示 さ れ て い る 。  

 発 行 体・借 入 人 自 身 の 直 近 の パ フ ォ ー マ ン ス の 水 準（ 可 能 な 限 り 、最 低 過 去 3 年
分 の ト ラ ッ ク レ コ ー ド を 有 す る KPI を 選 定 ） に 基 づ き 、 定 量 的 な も の を 設 定 し 、
ま た KPI の 将 来 の 予 測 情 報 も 可 能 な 限 り 開 示 す る 。  

 同 業 他 社 と 比 較 し た 場 合 に お け る 、設 定 し た SPTs の 相 対 的 な 位 置 付 け に つ い て
（ 例 ： 平 均 的 な パ フ ォ ー マ ン ス 水 準 な の か 、 業 界 ト ッ プ ク ラ ス の 水 準 な の か 等 ） 

 科 学 的 根 拠 に 基 づ く シ ナ リ オ 分 析 や 絶 対 値 （ 炭 素 予 算 等 ）、 国 ・ 地 域 単 位 ま た は
国 際 的 な 目 標（ パ リ 協 定 、CO2 の 排 出 ゼ ロ 目 標 、SDGs 等 ）、認 定 さ れ た BAT（ 利
用 可 能 な 最 良 の 技 術 ） お よ び ESG の テ ー マ 全 体 で 関 連 す る 目 標 を 決 定 す る そ の
他 の 指 標  

2. 評 価 対 象 の 現 状 と JCR の 評 価  

（ 評 価 結 果 ）  

中 国 電 力 が 設 定 し た KPI お よ び SPT は 、 同 社 の 過 去 の 実 績 や 政 府 の 目 標 と 比 較 し て も 野
心 的 な 設 定 で あ り 、同 業 他 社 と 比 較 し て も 遜 色 は な い 。ま た 、中 国 電 力 の 環 境 へ の 取 り 組
み と 整 合 的 で あ る 。  

(1) 自 社 の 過 去 の ト ラ ッ ク レ コ ー ド と の 比 較  

以 下 の 表 は 、 中 国 電 力 の 過 去 の CO2 排 出 量 実 績 で あ る 。 至 近 年 の 数 値 は 減 少 し て
い る が 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 発 電 比 率 の 増 加 等 に よ る も の で あ る 。  
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（ 図 17 CO2 排 出 量 に 関 す る 各 年 実 績 値 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 出 所 ： 中 国 電 力  統 合 報 告 書 2022）  

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 拡 大 に よ る 経 済 活 動 の 低 迷 か ら の 回 復 な ど に よ り 、 2021
年 度 販 売 電 力 量 は 2020 年 度 か ら 増 加 し て お り 、CO2 排 出 量 に 今 後 影 響 す る 可 能 性 が
あ る こ と に 注 意 が 必 要 で あ る 。  

（ 図 18 2030 年 、 2050 年 ま で の CO2 削 減 イ メ ー ジ ）  

 

（ 出 所 ： 中 国 電 力  Energia Change Action Plan 2023）  

中 国 電 力 で は 、 CO2 排 出 量 削 減 に 当 た っ て 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 発 電 量 増 大 と
と も に 、 三 隅 発 電 所 2 号 機 の 稼 働 に よ る バ イ オ マ ス 混 焼 （ 約 ▲ 50 万 ト ン /年 ） や 島
根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 お よ び 3 号 機 の 稼 働（ 約 ▲ 660 万 ト ン /年 ）が 貢 献 す る と 考 え
て い る が 、 島 根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 お よ び 3 号 機 に つ い て は 、 原 子 力 発 電 所 の 稼 働
に 際 し て 、 原 子 力 規 制 委 員 会 が 求 め る 安 全 対 策 を 確 実 に 進 め て い く 必 要 が あ る 。 従
っ て 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 拡 大 に よ る 経 済 活 動 の 低 迷 か ら の 販 売 電 力 量 の 回 復
な ら び に 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 新 規 導 入 や 原 子 力 発 電 所 の 再 稼 働 に 伴 う 今 後 の 対 応
等 を 踏 ま え れ ば 、今 回 中 国 電 力 が 設 定 し た SPT は 従 来 通 り の 事 業 (Business As Usual)
を 超 え た 取 り 組 み が 必 要 で あ り SPT と し て 野 心 度 を 有 し て い る と 言 え る 。  
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(2) 業 界 ・ 他 社 ・ 日 本 国 の 目 標 と の 比 較  

中 国 電 力 は 旧 一 般 電 気 事 業 者 で あ り 、他 の 旧 一 般 電 気 事 業 者 に お い て も 、「 2013 年
度 比 で 2030 年 の 小 売 電 気 事 業 に お け る CO2 排 出 量 を 半 減 」 や 「 2013 年 度 比 で 発 電
事 業 に 伴 う CO2 排 出 量 を 半 減 」 と い っ た 方 針 が 掲 げ ら れ て お り 、 業 界 お よ び 他 社 と
の 比 較 に お い て は 中 国 電 力 の 掲 げ た 内 容 は 同 業 他 社 と 比 較 し て 遜 色 は な い 。  

ま た 、政 府 の 目 標 で あ る「 2030 年 ま で に 2013 年 比 温 室 効 果 ガ ス 46％ 削 減 」を 上
回 っ て い る こ と か ら 、 中 国 電 力 の 2030 年 度 の 小 売 電 気 事 業 に お け る CO2 排 出 量 を
2013 年 度 比 半 減 と い う 目 標 は 野 心 的 で あ る 。  

(3) 中 国 電 力 の CO2 削 減 に 関 す る 取 り 組 み に つ い て  

中 国 電 力 で は 、 2030 年 度 の CO2 排 出 量 を 2013 年 度 比 で 半 減 さ せ る た め に 、  

① 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 新 規 導 入 量 30 万 ～ 70 万 kW 

② 経 年 火 力 発 電 所 の 休 廃 止 、 最 新 鋭 の 三 隅 発 電 所 2 号 機 の 稼 働 お よ び バ イ オ マ ス
混 焼  

③ 島 根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 の 再 稼 働 や 3 号 機 の 稼 働 開 始  

等 、 排 出 削 減 に 資 す る 様 々 な 対 策 を 講 じ る 予 定 で あ る 。  

CO2 排 出 削 減 を 進 め て い く に あ た っ て は 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 長 を 委
員 長 と す る 全 社 環 境 委 員 会 が 、気 候 変 動 問 題 を は じ め と す る 環 境 問 題 に 関 す る 方 針・
計 画 や 、 取 り 組 み に 関 す る 重 要 事 項 の 審 議 を 行 っ て い る 。 ま た 、 そ の 実 施 状 況 は 社
長 に 報 告 が 行 わ れ る 。 取 締 役 会 は 、 社 長 か ら 「 中 国 電 力 グ ル ー プ 環 境 行 動 計 画 」 の
実 施 状 況 な ど に つ い て 年 2 回 報 告 を 受 け 、 環 境 管 理 の 職 務 執 行 を 監 督 し て い る 。  

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 関 す る 事 柄 は カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 を 通 じ て 、
事 業 本 部 等 に 対 し て 施 策 の 内 容 や 実 施 状 況 等 に つ い て 必 要 な 指 示・指 導 が 行 わ れ る 。 

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 は カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 長 が 議 長 と な り 、
中 国 電 力 グ ル ー プ に お け る カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 関 す る 取 り 組 み 状 況 を 一 元 的 に
把 握 ・ 評 価 し 、 推 進 し て い く た め の 議 事 が 議 論 さ れ る 。  

上 記 の 通 り 、中 国 電 力 で は 、2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け た 取 り 組 み に つ
い て 組 織 改 正 を 含 め て 積 極 的 に 対 応 を 行 っ て お り 、そ の 中 間 点 で あ る 2030 年 の CO2

削 減 目 標 に つ い て も 上 記 組 織 を 通 じ て 積 極 的 に 取 り 組 み を 行 っ て い る 。  

(4) SPT 設 定 に 関 す る 投 資 家 等 へ の 公 表 ま た は 合 意 に つ い て  

中 国 電 力 は 、 本 フ レ ー ム ワ ー ク の 下 で 行 わ れ る フ ァ イ ナ ン ス に つ い て は 、 社 債 投
資 家 ま た は 貸 付 人 に 対 し て 事 前 に SPT 設 定 に つ い て 公 表 ま た は 合 意 す る 予 定 で あ る
こ と を 確 認 し て い る 。  

 

(5) SPT の 判 定 時 期 に つ い て  

本 フ レ ー ム ワ ー ク で は 、 2030 年 時 点 で の 小 売 事 業 に お け る CO2 排 出 量 が SPT と
な っ て い る 。中 国 電 力 で は 、毎 年 の SPT 設 定 に つ い て 、電 力 需 要 の 動 向 や 原 子 力 の
稼 働 時 期 と い っ た 中 国 電 力 自 身 の 取 組 の 範 囲 を 超 え る 事 象 に よ っ て CO2 排 出 量 が 影
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響 を 受 け る た め 、 毎 年 の 目 標 を 設 定 す る よ り も 長 期 的 な 視 点 に 立 脚 し た 目 標 の 方 が
事 業 に お け る SPT の 設 定 に 適 し て い る と 考 え て 2030 年 に お け る 小 売 電 気 事 業 で の
CO2 排 出 量 と し た 。JCR で は 、上 記 事 情 を 踏 ま え た 本 フ レ ー ム ワ ー ク で の 目 標 設 定 お
よ び 判 定 タ イ ミ ン グ は 適 切 で あ る と 評 価 し て い る 。  

 

以 上 よ り 、中 国 電 力 に よ っ て 設 定 さ れ た SPT は 、達 成 の た め に は 自 社 の こ れ ま で
の ト ラ ッ ク レ コ ー ド と 比 較 し て 、 従 来 通 り の 取 り 組 み を 超 え た 取 り 組 み が 必 要 と な
る ほ か 、政 府 の 2030 年 の 温 室 効 果 ガ ス 削 減 目 標 を 上 回 る 野 心 的 な 目 標 で あ る と JCR
は 評 価 し て い る 。  

ま た 、本 フ レ ー ム ワ ー ク に お け る SPT は 、中 国 電 力 グ ル ー プ の 環 境 行 動 計 画 を 踏
ま え て 「 2030 年 度 の 小 売 電 気 事 業 に お け る CO2 排 出 量 を 2013 年 度 比 半 減 」 と し て
設 定 さ れ て い る こ と か ら 、 中 国 電 力 の 環 境 へ の 取 り 組 み と 整 合 的 で あ る 。  

 

3. JCR に よ る イ ン パ ク ト 評 価  

JCR は 、 本 フ レ ー ム ワ ー ク で 定 め ら れ た SPT が 野 心 的 か つ 有 意 義 な も の で あ り 、
中 国 電 力 の 持 続 可 能 な 成 長 お よ び 社 会 価 値 の 向 上 に 資 す る こ と 、 並 び に ポ ジ テ ィ ブ
な イ ン パ ク ト の 最 大 化 お よ び ネ ガ テ ィ ブ な イ ン パ ク ト の 回 避 ・ 管 理 ・ 低 減 の 度 合 い
を 確 認 す る た め 、 国 連 環 境 計 画 が 策 定 し た ポ ジ テ ィ ブ ・ イ ン パ ク ト ・ フ ァ イ ナ ン ス
（ PIF）原 則 の 第 4 原 則 で 例 示 さ れ て い る イ ン パ ク ト 評 価 基 準 の 5 要 素（ 多 様 性 、有
効 性 、 効 率 性 、 倍 率 性 、 追 加 性 ） に 沿 っ て 、 SPT の 影 響 度 （ イ ン パ ク ト の 度 合 い ）
を 検 討 し た 。  

① 多 様 性 ： 多 様 な ポ ジ テ ィ ブ ・ イ ン パ ク ト が も た ら さ れ て い る か  
（ バ リ ュ ー チ ェ ー ン 全 体 に お け る イ ン パ ク ト 、 事 業 セ グ メ ン ト 別 イ ン パ
ク ト 、 地 域 別 イ ン パ ク ト 等 ）  

中 国 電 力 の 2030 年 度 の 小 売 電 気 事 業 に お け る CO2 排 出 量 を 2013 年 度 比 半 減 さ せ
る と い う SPT は 、 エ ネ ル ギ ー 、 気 候 変 動 の 緩 和 、 大 気 汚 染 な ど の 多 様 な ポ ジ テ ィ
ブ ・ イ ン パ ク ト の 発 現 、 ネ ガ テ ィ ブ ・ イ ン パ ク ト の 抑 制 が 期 待 さ れ る 。  

ま た 、CO2 算 定 の 範 囲 は Scope1、2 お よ び Scope3 の 必 要 項 目 で あ り 、同 社 の サ プ
ラ イ チ ェ ー ン 全 体 が 対 象 と な っ て い る 。  

 

② 有 効 性 ： 大 き な イ ン パ ク ト が も た ら さ れ て い る か  
（ SPTsが 対 象 と す る 売 上 高 、 事 業 活 動 、 対 象 と な る 地 域 、 SPTs測 定 を
行 う 事 業  
  活 動 の 国 内 外 に お け る マ ー ケ ッ ト シ ェ ア 等 ）  

中 国 電 力 は 、国 内 の 販 売 電 力 量 シ ェ ア の 5.6％ を 占 め て お り 、旧 一 般 電 気 事 業 者 と
し て 中 国 地 域 で 大 き な シ ェ ア を 占 め て い る 。 中 国 電 力 は エ ネ ル ギ ー の 安 定 供 給 を
前 提 と し て 環 境 負 荷 の 低 減 の 取 り 組 み を 推 進 し て お り 、中 国 電 力 の 2030 年 度 の 小
売 電 気 事 業 に お け る CO2 排 出 量 を 2013 年 度 比 半 減 と い う SPT の 目 標 設 定 お よ び
そ の 取 り 組 み は 大 き な イ ン パ ク ト を も た ら す 。  
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（ 図 19 中 国 電 力 自 社 発 電 設 備 、 販 売 電 力 量 シ ェ ア ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 引 用 元 ： 中 国 電 力  統 合 報 告 書 2022）  

③ 効 率 性 ： 投 下 資 本 に 対 し 相 対 的 に 規 模 の 大 き い イ ン パ ク ト が 得 ら れ て い る か  

本 フ レ ー ム ワ ー ク の 下 で 行 わ れ る フ ァ イ ナ ン ス は 以 下 の 観 点 か ら 効 率 性 の 高 い 取
り 組 み で あ る 。  

中 国 電 力 で は 、 2030 年 度 の 小 売 電 気 事 業 に お け る CO2 排 出 量 を 2013 年 度 比 で 半
減 さ せ る た め に 、  

① 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 新 規 導 入 量 30 万 ～ 70 万 kW 

② 経 年 火 力 発 電 所 の 休 廃 止 、 最 新 鋭 の 三 隅 発 電 所 の 稼 働 お よ び バ イ オ マ ス 混 焼  

③ 島 根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 の 再 稼 働 や 3 号 機 の 稼 働 開 始  

等 、 排 出 削 減 に 資 す る 様 々 な 対 策 を 講 じ る 予 定 で あ る 。  

SPT は「 中 国 電 力 グ ル ー プ 環 境 行 動 計 画 」で 示 さ れ た 目 標 で あ る ほ か 、具 体 的 な 対
策 は す べ て 中 国 電 力 の グ ル ー プ 経 営 ビ ジ ョ ン の 「 エ ネ ル ギ ア チ ェ ン ジ 2030」 及 び
そ の 具 体 的 取 り 組 み で あ る 、「 Action Plan」 に 記 載 さ れ て い る 内 容 で あ り 、 い ず れ
も 中 国 電 力 が 経 営 の 重 点 課 題 と し て 取 り 組 ん で い る「 気 候 変 動 の 緩 和 」の 達 成 に つ
な が る 内 容 で あ る 。  
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ま た 、CO2 削 減 を 進 め て い く に あ た っ て は 、全 社 環 境 委 員 会 や 新 設 さ れ た カ ー ボ ン
ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 を 通 じ て 、 経 営 陣 の 適 切 な コ ミ ッ ト の 下 で 取 り 組 み が 進 め
ら れ る 予 定 で あ る 。  

以 上 か ら 、 投 下 資 本 に 対 し て 大 き な イ ン パ ク ト が 期 待 さ れ る 。  

 

④ 倍 率 性 ： 公 的 資 金 ま た は 寄 付 に 対 す る 民 間 資 金 活 用 の 度 合 い  

本 フ レ ー ム ワ ー ク で SPT と し て 設 定 さ れ た CO2 排 出 削 減 の た め の 取 り 組 み に 関 し
て は 、脱 炭 素 に 関 す る 技 術 開 発 で は 、大 崎 ク ー ル ジ ェ ン プ ロ ジ ェ ク ト の よ う に 一 部
で 国 か ら の 補 助 金 を 受 け た プ ロ ジ ェ ク ト も 存 在 し て い る が 、 多 く は 民 間 資 金 に よ
っ て 賄 わ れ て い る 。  

こ れ ら の 公 的 資 金 の バ ッ ク ア ッ プ に よ り 、 本 フ レ ー ム ワ ー ク を 通 じ た フ ァ イ ナ ン
ス を 含 み 、 電 力 分 野 に お け る CO2 削 減 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル へ の 取 り 組 み が 進
む こ と が 期 待 さ れ る 。  

⑤ 追 加 性 ： 追 加 的 な イ ン パ ク ト が も た ら さ れ て い る か  

SDGs が 未 達 或 い は 対 応 不 足 の 領 域 へ の 対 処 を 促 し て い る か  

SDGs 実 現 の た め の 大 き な 前 進 と な っ て い る か  

各 指 標 は SDGs の 17 目 標 お よ び 169 タ ー ゲ ッ ト の う ち 、以 下 の と お り 複 数 の 目 標
お よ び タ ー ゲ ッ ト に 追 加 的 イ ン パ ク ト を も た ら す も の と 考 え ら れ る 。  

 

目標 7：エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

ターゲット 7.2. 2030 年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生可能エネ
ルギーの割合を大幅に拡大させる。 

 

目標 8：働きがいも経済成長も 

ターゲット 8.4 2030 年までに、世界の消費と生産における資源効率を漸進的に改
善させ、先進国主導の下、持続可能な消費と生産に関する 10 年計画枠組みに従い、
経済成長と環境悪化の分断を図る。 

 

目標 9：産業と技術革新の基盤をつくろう 

ターゲット 9.1. 全ての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展と人
間の福祉を支援するために、地域・越境インフラを含む質の高い、信頼でき、持続
可能かつ強靱（レジリエント）なインフラを開発する。 

ターゲット 9.4. 2030 年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術および環境に
配慮した技術・産業プロセスの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善により、
持続可能性を向上させる。全ての国々は各国の能力に応じた取組を行う。 

 目標 12：つくる責任つかう責任  

ターゲット 12.4 2020 年までに、合意された国際的な枠組みに従い、製品ライフサ
イクルを通じ、環境上適正な化学物質や全ての廃棄物の管理を実現し、人の健康や
環境への悪影響を最小化するため、化学物質や廃棄物の大気、水、土壌への放出を
大幅に削減する。 
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目標 13：気候変動に具体的な対策を 

ターゲット 13.1. 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性
（レジリエンス）および適応の能力を強化する。 
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3-3. 原則 3  債券 お よびロ ーン の特性 （ 経済条 件） につい て  

1. 評 価 の 視 点  

本 項 で は 、 以 下 の 内 容 を 確 認 す る 。  

(1) 選 定 さ れ た KPI が 事 前 に 設 定 さ れ た SPTs を 達 成 す る か 否 か に 応 じ て 、 社 債 ・ ロ ー
ン の 財 務 的 ・ 構 造 的 特 性 が 変 化 す る 取 り 決 め と な っ て い る か 。  

(2) KPI の 定 義 と SPTs、ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ リ ン ク ・ ボ ン ド ま た は ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ リ ン
ク ・ ロ ー ン の 財 務 的 ・ 構 造 的 特 性 の 変 動 可 能 性 は 、 社 債 の 開 示 書 類 ま た は ロ ー ン の
契 約 書 類 に 含 ま れ て い る か 。  

(3) KPI の 測 定 方 法 、SPTs の 設 定 、前 提 条 件 や KPI の 対 象 範 囲 に 重 大 な 影 響 を 与 え る 可
能 性 の あ る 想 定 外 の 事 象 が 発 生 し た 場 合 の 対 応（ 重 要 な M&A 活 動 、規 制 等 の 制 度 面
の 大 幅 な 変 更 、 ま た は 異 常 事 象 の 発 生 等 ） に つ い て 、 社 債 の 開 示 書 類 、 ロ ー ン の 契
約 書 類 の 中 で 言 及 の 予 定 は あ る か 。  

 

2. 評 価 対 象 の 現 状 と JCR の 評 価  

（ 評 価 結 果 ）  

本 フ レ ー ム ワ ー ク の 下 で 行 わ れ る フ ァ イ ナ ン ス は 、選 定 さ れ た KPI に 関 し 事 前 に 設 定
さ れ た SPT を 達 成 す る か 否 か に 応 じ て 、財 務 的・構 造 的 特 性 が 変 化 す る 取 り 決 め と な
っ て い る 。当 該 変 動 可 能 性 は 、社 債 の 開 示 書 類 ま た は ロ ー ン の 契 約 書 類 に 含 ま れ る 予
定 で あ り 、 透 明 性 が 高 い 。 KPI の 測 定 方 法 、 SPT の 設 定 、 前 提 条 件 に つ い て 、 社 債 の
開 示 書 類 ま た は ロ ー ン の 契 約 書 類 の 中 で 言 及 さ れ る 予 定 で あ る 。  

 

JCR は 、 中 国 電 力 が 本 フ レ ー ム ワ ー ク に お い て 、 SPT を 達 成 し た 場 合 に 金 利 の ス
テ ッ プ ア ッ プ 、ス テ ッ プ ダ ウ ン 、環 境 保 全 活 動 等 を 目 的 と す る 団 体 等 へ の 寄 付 な ど 、
財 務 的・構 造 的 特 性 を 変 化 さ せ る 取 り 決 め を 行 う 予 定 で あ る こ と を 確 認 し た 。ま た 、
KPI の 定 義 、SPT の 設 定 、前 提 条 件 に つ い て も 、社 債 に 関 す る 開 示 書 類 ま た は 個 別 の
借 入 に 関 す る 契 約 書 類 に 記 載 さ れ る 予 定 で あ る 。  

な お 、 本 フ ァ イ ナ ン ス の 調 達 時 点 で 予 見 し 得 な い 状 況 に よ り 、 KPI の 定 義 や SPT
の 設 定 、 前 提 条 件 が 変 更 と な っ た 場 合 に は 、 変 更 内 容 の 説 明 に つ い て 中 国 電 力 か ら
社 債 の 投 資 家 ま た は 貸 付 人 に 開 示 す る 予 定 と し て い る 。  

ま た 、本 フ ァ イ ナ ン ス の 調 達 時 点 で は 想 定 外 で あ っ た 事 象 の 発 生 な ど の SPT の 設
定 等 に 重 大 な 変 更 が あ っ た 場 合 、ま た は SPT の 目 標 達 成 後 か ら 相 応 の 年 数 が 経 過 し 、
SPT の 有 意 義 性 が 失 わ れ る よ う な 場 合 、 中 国 電 力 は こ れ ら の 変 更 内 容 を 踏 ま え た 従
来 評 価 基 準 と 同 等 以 上 の 野 心 度 合 い の SPT を 設 定 す る こ と 等 に つ い て 関 係 者 と 協 議
し 、 必 要 に 応 じ て 外 部 レ ビ ュ ー 機 関 に よ る 評 価 を 取 得 す る 予 定 で あ る 。  
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以 上 よ り 、 フ ァ イ ナ ン ス の 条 件 等 と の 連 動 に つ い て 必 要 な 取 り 決 め ま た は 開 示 が
な さ れ る 予 定 で あ り 、 契 約 書 類 に お け る 記 載 事 項 ま た は 公 表 予 定 の 内 容 も 適 切 で あ
る こ と を JCR は 確 認 し た 。   
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3-4. 原則 4、5  レポ ーティ ング と検証 に ついて  

1. 評 価 の 視 点  

本 項 で は 、資 金 調 達 後 に 予 定 し て い る レ ポ ー テ ィ ン グ 内 容 と し て 以 下 の 項 目 が 含 ま れ る
予 定 か 、 開 示 方 法 お よ び 第 三 者 検 証 の 予 定 の 有 無 に つ い て 確 認 す る 。  

i. 開 示 予 定 項 目  

年 に 1 回 以 上 、 以 下 の 事 項 が 開 示 さ れ る 予 定 と な っ て い る か 。  

 選 定 KPI の パ フ ォ ー マ ン ス に 関 す る 最 新 情 報（ ベ ー ス ラ イ ン の 前 提 条 件 を 含 む ） 

 資 金 調 達 者 が SPTs の 野 心 度 合 い を 測 る た め に 有 用 な 情 報（ 発 行 体・借 入 人 の 最
新 の サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 戦 略 や 関 連 す る KPI/ESG ガ バ ナ ン ス に 関 す る 情 報 、ま た
KPI と SPTs の 分 析 に 関 す る 情 報 等 ）  

可 能 な 範 囲 で 以 下 の 情 報 に つ い て 開 示 ：  

 パ フ ォ ー マ ン ス /KPI の 改 善 に 寄 与 し た 主 な 要 因（ M&A 活 動 等 も 含 む ）に つ い て
の 定 性 的 ・ 定 量 的 な 説 明  

 パ フ ォ ー マ ン ス の 改 善 が 発 行 体 ・ 借 入 人 の サ ス テ ナ ビ リ テ ィ に ど の よ う な 影 響
を 与 え る か に つ い て の 説 明  

 KPI の 再 評 価 有 無 、 設 定 し た SPTs の 修 正 有 無 、 ベ ー ス ラ イ ン の 前 提 条 件 や KPI
の 対 象 範 囲 の 変 更 有 無  

ii. 検証 

検 証 内 容（ SPTs の 達 成 状 況 、財 務 的・構 造 的 特 性 の 変 更 に 対 す る 影 響 、そ の タ イ ミ ン グ
等 ） に つ い て 情 報 を 開 示 予 定 か 。  

 

2. 評 価 対 象 の 現 状 と JCR の 評 価  

（ 評 価 結 果 ）  

中 国 電 力 は 、資 金 調 達 後 の レ ポ ー テ ィ ン グ に お け る 開 示 内 容 、頻 度 、方 法 に つ い て 適
切 に 計 画 し て お り 、SPT の 進 捗 状 況 等 、原 則 で 必 要 と さ れ る 内 容 に つ い て 、第 三 者 検
証 を 受 け る 予 定 で あ る 。  

中 国 電 力 は 、 KPI の パ フ ォ ー マ ン ス に つ い て 、 中 国 電 力 の ウ ェ ブ サ イ ト 上 に お い
て 、 CO2 排 出 削 減 の 進 捗 に 関 す る 毎 年 の レ ポ ー テ ィ ン グ の 開 示 を 予 定 し て い る 。  

な お 、CO2 排 出 デ ー タ に つ い て は 、毎 年 第 三 者 機 関 に よ る 検 証 を 受 け て お り 、検 証
を 受 け た 数 値 を ウ ェ ブ サ イ ト に て 毎 年 報 告 す る 予 定 で あ る 。  

仮 に 期 中 に お い て SPT に か か る 重 大 な 変 更 が 発 生 し た 場 合 に は 、 JCR が レ ビ ュ ー
を 行 い 、引 き 続 き CTFH、SLBP、SLLP 等 へ の 準 拠 状 況 と 当 初 想 定 し て い た 野 心 度 や
有 意 義 性 が 維 持 さ れ る か 否 か を 確 認 す る 。 な お 、 SPT 達 成 判 定 日 ま で に 中 国 電 力 、
JCR で 本 フ レ ー ム ワ ー ク に 基 づ き 実 施 さ れ た 個 別 ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ リ ン ク ・ ロ ー ン
及 び /又 は ト ラ ン ジ シ ョ ン・リ ン ク・ボ ン ド に 係 る 振 り 返 り を 行 い 、SPT の 達 成 状 況
を 評 価 す る こ と と し て い る 。  
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4-5. CTFH 等およ び SLBP・SLLP 等との 適 合性に 係る 結論  

以 上 の 考 察 か ら 、 JCR は 本 第 三 者 意 見 の 提 供 対 象 で あ る 本 フ レ ー ム ワ ー ク が 、 CTFH
等 お よ び SLBP・ SLLP 等 に 適 合 し て い る こ と を 確 認 し た 。  
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第 4 章 ：グリーンボンド原 則 等 との整 合 性 :  

 

評 価 フェーズ I：グリーン・トランジション性 評 価  gt1(F)   

I . 調達資金の使途 

【評価の視点】 

本 項 で は 、最 初 に 、調 達 資 金 が 明 確 な 環 境 改 善 効 果 を も た ら す グ リ ー ン /ト ラ ン ジ
シ ョ ン プ ロ ジ ェ ク ト に 充 当 さ れ て い る か を 確 認 す る 。次 に 、資 金 使 途 に お い て 環 境・
社 会 へ の 負 の 影 響 が 想 定 さ れ る 場 合 に 、 そ の 影 響 に つ い て 社 内 の 専 門 部 署 ま た は 外
部 の 第 三 者 機 関 に よ っ て 十 分 に 検 討 さ れ 、 必 要 な 回 避 策 ・ 緩 和 策 が 取 ら れ て い る か
に つ い て 確 認 す る 。 最 後 に 、 持 続 可 能 な 開 発 目 標 （ SDGs） と の 整 合 性 を 確 認 す る 。 

 

▶▶▶  評価対象の現状と JCR の評価 

中 国 電 力 が 本 フ レ ー ム ワ ー ク で 資 金 使 途 と し た 適 格 ク ラ イ テ リ ア お よ び プ ロ ジ ェ ク ト

に つ い て は 、 い ず れ も 中 国 電 力 グ ル ー プ の 「『 2050年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 』 へ の 挑 戦 」

の 実 現 に 向 け た 取 り 組 み で あ り 、 環 境 改 善 効 果 が 期 待 さ れ る 。  

 

 

資 金 使 途 に か か る 本 フ レ ー ム ワ ー ク  

グ リ ー ン ／ ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ フ ァ イ ナ ン ス に よ り 調 達 し た 資 金 は 、 以 下 の 適 格
ク ラ イ テ リ ア に 該 当 す る プ ロ ジ ェ ク ト （ 適 格 プ ロ ジ ェ ク ト ） に 対 す る 新 規 投 資 お
よ び リ フ ァ イ ナ ン ス に 充 当 し ま す 。  

リ フ ァ イ ナ ン ス に つ い て は 、フ ァ イ ナ ン ス の 実 行 日 か ら 遡 っ て 36 ヶ 月 以 内 に 支
出 、 出 資 ま た は 運 転 開 始 し た 事 業 を 対 象 と し ま す 。  

適 格 プ ロ ジ ェ ク ト は 、 潜 在 的 に ネ ガ テ ィ ブ な 環 境 面 ・ 社 会 面 の 影 響 に 配 慮 し て
い る も の で あ り 、 当 社 の 定 め る 事 業 導 入 手 順 等 に 従 っ て 、 対 象 設 備 ・ 案 件 に お い
て 設 置 国・地 域・自 治 体 で 求 め ら れ る 設 備 認 定・許 認 可 の 取 得 、環 境 ア セ ス メ ン ト
の 手 続 き お よ び そ の 他 の 環 境 影 響 評 価 活 動 等 が 適 切 に 実 施 さ れ る こ と を 確 認 し た
上 で 進 め ら れ ま す 。  

特 に 、 発 電 所 の 建 設 や 改 修 に あ た っ て は 、 環 境 面 で は 規 模 や 内 容 等 に 応 じ て 環
境 影 響 評 価 法 等 に 基 づ き 環 境 影 響 評 価 等 を 実 施 し 、 環 境 面 へ の 配 慮 事 項 が あ る 場
合 は 適 切 に 計 画 に 反 映 し ま す 。 ま た 、 設 備 面 で は 電 気 事 業 法 等 の 各 種 関 係 法 令 に
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基 づ く 手 続 き を 適 正 に 実 施 し 、 技 術 基 準 を ク リ ア し た う え で 建 設 工 事 に 着 手 し ま
す 。  

な お 、 バ イ オ マ ス 燃 料 を 将 来 的 に 活 用 し て い く た め に は 、 燃 料 の 安 定 調 達 や 持
続 可 能 性 の 確 保 が 重 要 と な り ま す 。 適 格 プ ロ ジ ェ ク ト に て 使 用 す る バ イ オ マ ス 燃
料 は 、 持 続 可 能 性 に か か る 認 証 を 取 得 し た も の を 前 提 に 検 討 し ま す 。  

適 格 ク ラ イ テ リ ア  プ ロ ジ ェ ク ト 概 要  

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー  

 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー（ 太 陽 光・風 力・水 力・
バ イ オ マ ス ） の 開 発 ・ 建 設 ・ 運 営 ・ 改 修 * 

 蓄 電 池 の 導 入 * 

原 子 力  
 原 子 力 発 電 所 の 再 稼 働 等 対 応 ・ 運 営 ・ 改 修  

 最 新 鋭 技 術 に か か る 研 究 開 発  

火 力  

 非 効 率 火 力 発 電 所 の 休 廃 止  

 高 効 率 火 力 発 電 所 の 開 発 ・ 運 営 ・ 改 修  

 火 力 発 電 所 へ の バ イ オ マ ス 混 焼 実 施  

 IGCC/IGFC に か か る 研 究 開 発・実 証（ 大 崎
ク ー ル ジ ェ ン プ ロ ジ ェ ク ト 等 ）  

 CCU/CCS に か か る 研 究 開 発・実 証（ 大 崎 上
島 カ ー ボ ン リ サ イ ク ル 研 究 拠 点 に お け る
カ ー ボ ン リ サ イ ク ル 技 術 開 発 等 ）  

 火 力 発 電 所 に お け る 水 素・ア ン モ ニ ア 混 焼
の 研 究 開 発 ・ 実 証 、 実 装  

電 力 ネ ッ ト ワ ー ク  

 再 エ ネ の 普 及 拡 大 に 貢 献 す る 電 力 ネ ッ ト
ワ ー ク の 強 化 ・ 高 度 化（ ネ ッ ト ワ ー ク 設 備
の 新 設・保 全・更 新 等 、レ ジ リ エ ン ス 強 化 、
次 世 代 化 等 ）  

 需 給 調 整 の 実 現 の た め の 蓄 電 池 ・ 電 動 車 ・
蓄 熱 機 器 等 の 導 入 ・ 活 用 * 

 離 島 の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 に 資 す
る プ ロ ジ ェ ク ト  

そ の 他 事 業 領 域  

 自 社 業 務 用 車 両 の 電 動 化 （ EV 等 導 入 ） * 

 EV・ EV バ ス 等 の 普 及 促 進 及 び 活 用 拡 大 に
資 す る サ ー ビ ス 展 開 及 び 設 備 導 入 * 

 *グ リ ー ン フ ァ イ ナ ン ス の 資 金 使 途 候 補 で す 。  
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【本フレームワークに対する JCR の評 価】 

1. プロジェクトの環境改善効果について 

(1) 資 金 使 途 1： 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー  

資 金 使 途 1 は 、 太 陽 光 、 風 力 、 水 力 、 バ イ オ マ ス の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 事 業 で あ
る 。本 資 金 使 途 は 、「 グ リ ー ン ボ ン ド 原 則 」、「 グ リ ー ン ロ ー ン 原 則 」に お け る「 再 生
可 能 エ ネ ル ギ ー 」、「 グ リ ー ン ボ ン ド ガ イ ド ラ イ ン 」、「 グ リ ー ン ロ ー ン ガ イ ド ラ イ ン 」
に 例 示 さ れ て い る 資 金 使 途 の う ち 、「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー に 関 す る 事 業 」に 該 当 す る 。 

太 陽 光 ・ 風 力 ・ 水 力 発 電 は 、 そ れ ぞ れ 太 陽 光 、 風 力 お よ び 水 力 を エ ネ ル ギ ー 源 と
す る こ と で 化 石 燃 料 を 代 替 し 、 温 室 効 果 ガ ス （ GHG） 削 減 効 果 を 有 す る ク リ ー ン な
エ ネ ル ギ ー で あ り 、化 石 燃 料 等 の 限 り あ る 資 源 に 依 存 し な い 。こ の た め 、2021 年 10
月 に 閣 議 決 定 さ れ た 第 6 次 エ ネ ル ギ ー 基 本 計 画 （ エ ネ 基 ） で も 重 要 な 役 割 を 期 待 さ
れ て い る 。 同 計 画 に よ る と 、 2050 年 の 「 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 宣 言 」、 2030 年 度 の
CO2 排 出 量 46％ 削 減 、更 に 50％ の 高 み を 目 指 し て 挑 戦 を 続 け る 新 た な 削 減 目 標 の 実
現 に 向 け 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 分 野 に お い て は 、 安 定 供 給 の 確 保 や エ ネ ル ギ ー コ
ス ト の 低 減（ S+3E）を 大 前 提 に 、再 エ ネ の 主 力 電 源 化 を 徹 底 し 、再 エ ネ に 最 優 先 の
原 則 で 取 り 組 み 、 国 民 負 担 の 抑 制 と 地 域 と の 共 生 を 図 り な が ら 最 大 限 の 導 入 を 促 す
と し て い る 。  

ま た 、 バ イ オ マ ス 発 電 は 、 エ ネ 基 に お い て 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の な か で も 太 陽 光
発 電 に つ ぐ 割 合 が 設 定 さ れ て お り 、 重 要 な 役 割 が 期 待 さ れ て い る 。 バ イ オ マ ス 発 電
は 、燃 料 に 使 用 す る 木 材 が 成 長 時 に  CO2  を 吸 収 す る た め 、実 質 的 に  CO2  を 排 出 し
な い カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 実 現 で き る 発 電 方 法 で あ る ほ か 、 太 陽 光 発 電 や 風 力 発
電 と 異 な り 、 自 然 条 件 に 左 右 さ れ る 要 素 が 少 な い と い っ た 特 長 を 有 す る 。  

エ ネ 基 に お い て 、再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー は 2030 年 度 の 主 力 電 源 と し て 位 置 付 け ら れ
て お り 、再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 拡 大 は 、日 本 国 の 目 標 で あ る 、2030 年 度 の CO2 排 出
削 減 量 2013 年 度 比 46%減 や 、さ ら に 長 期 的 な 目 標 で あ る 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト
ラ ル を 実 現 に 不 可 欠 で あ る も の と JCR で は 評 価 し て い る 。  

（ 図 20： 第 6 次 エ ネ ル ギ ー 基 本 計 画  概 要 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 引 用 元 ： 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁  第 6 次 エ ネ ル ギ ー 基 本 計 画 ）  
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既 に 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 発 電 量（ 水 力 、太 陽 光 、風 力 、地 熱 、バ イ オ マ ス ）は 、
2020 年 度 時 点 で 全 体 の 発 電 量 の 約 19.8％ 、 そ の う ち 7.9％ が 太 陽 光 発 電 設 備 に よ っ
て 賄 わ れ て お り 、水 力 の 発 電 量 を 上 回 る 大 き な 比 率 を 占 め て い る  。ま た 、太 陽 光 発
電 は 国 土 面 積 当 た り の 設 備 導 入 容 量 が 世 界 一 、 世 界 第 3 位 の 累 積 導 入 量 と な っ て い
る 。以 上 よ り 、太 陽 光 発 電 は 、日 本 の 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 、パ リ 協 定 が 目
指 す 脱 炭 素 社 会 の 構 築 に 向 け て 、 主 力 の 電 源 の 一 つ と な っ て い る 。  

ま た 、 蓄 電 池 へ の 投 資 は 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を 側 面 か ら 支 援 す る プ ロ ジ ェ ク ト
で あ る 。太 陽 光 や 風 力 発 電 と い っ た 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー は 、間 歇 的 (か ん け つ て き )な
エ ネ ル ギ ー 源 (Intermittent Energy Source)と も 呼 ば れ 、 日 射 量 や 風 況 と い っ た 気 象 条
件 に よ っ て 発 電 量 が 変 動 し 、安 定 し た 電 力 供 給 が 難 し い と い っ た 特 性 を 有 し て い る 。
蓄 電 池 は 、 こ の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 発 電 特 性 を 補 う も の で 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 発 電 量 が 多 い と き に エ ネ ル ギ ー を 貯 蔵 し て お き 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 発 電 量 が
減 少 し 、 需 要 を 満 た せ な く な っ た と き に 保 存 し て い た エ ネ ル ギ ー を 電 力 に 変 換 し て
供 給 す る こ と で 安 定 的 な 電 力 供 給 を 可 能 と す る も の で あ る 。 国 際 エ ネ ル ギ ー 機 関
（ IEA）が 公 表 し て い る World Energy Outlook2022 に お い て は 、Net Zero Emission シ
ナ リ オ に お い て 、2021 年 か ら 2030 年 ま で の 間 に 30 倍 に 増 加 し 、容 量 に お い て 780GW
ま で 増 加 す る と 見 込 ま れ て お り 、 今 後 蓄 電 池 に 関 す る 設 備 投 資 は 大 き く 増 加 す る こ
と が 予 想 さ れ る 。 前 述 の 通 り 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 拡 大 に は 、 蓄 電 池 設 備 の 拡 大
は 不 可 欠 で あ る た め 、 中 国 電 力 に よ る 蓄 電 池 へ の 投 資 は グ リ ー ン 適 格 プ ロ ジ ェ ク ト
と し て 適 切 で あ る と JCR で は 評 価 し て い る 。  

(2) 資 金 使 途 2： 原 子 力  

資 金 使 途 2 は 、 原 子 力 発 電 所 の 再 稼 働 等 対 応 ・ 運 営 ・ 改 修 お よ び 最 新 鋭 技 術 に か
か る 研 究 開 発 で あ る 。  

2023 年 2 月 に 制 定 さ れ た「 GX 実 現 に 向 け た 基 本 方 針 」に お い て も 、発 電 時 に CO2 
を 排 出 せ ず 、 出 力 が 安 定 的 で あ り 自 律 性 が 高 い と い う 特 徴 を 持 つ 原 子 力 の 活 用 は 、
安 定 供 給 と カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 実 現 の 両 立 に 向 け 、 安 全 性 を 最 優 先 と し て 行 っ
て い く 旨 が 記 載 さ れ て お り 、 政 府 と し て 原 子 力 の 活 用 は カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 実
現 に 必 要 で あ る と の 認 識 が 示 さ れ て い る 。  

原 子 力 発 電 所 の 再 稼 働 等 対 応 に つ い て は 、 現 在 原 子 力 規 制 委 員 会 で 再 稼 働 に 向 け
て 審 査 が 行 わ れ て い る 島 根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 の 再 稼 働 お よ び 3 号 機 の 稼 働 に 向 け
た 設 備 投 資 や 、 再 稼 働 後 の 定 期 検 査 等 に 係 る 費 用 、 委 託 費 お よ び 原 子 燃 料 サ イ ク ル
に 必 要 な 原 子 燃 料 所 要 資 金（ フ ロ ン ト エ ン ド・バ ッ ク エ ン ド ）が 対 象 と な っ て い る 。
上 記 の う ち 、 再 稼 働 に 向 け た 設 備 投 資 に つ い て は 、 特 定 重 大 事 故 等 対 処 施 設 を 含 む
安 全 対 策 工 事 な ど が 資 金 使 途 と な っ て い る 。  

島 根 原 子 力 発 電 所 2 号 機 お よ び 島 根 原 子 力 発 電 所 3 号 機 で は 、 安 全 対 策 工 事 を 重
点 的 に 行 っ て い る 。 そ の 中 で は 、 地 震 対 策 と し て の 耐 震 補 強 工 事 、 免 震 重 要 棟 お よ
び 緊 急 時 対 策 所 の 建 設 や 、津 波 に 備 え た 防 波 壁 の 15m へ の 嵩 上 げ 等 を 中 心 と し た 地
震 ・ 津 波 対 策 な ど 自 然 災 害 へ の 対 策 に 始 ま り 、 重 大 事 故 発 生 時 の 対 応 と し て 、 発 電
機 や 蓄 電 池 の 設 置 、 外 部 か ら の 電 源 供 給 設 備 の 建 設 、 原 子 炉 の 冷 却 設 備 、 冷 却 水 の
確 保 、 減 圧 手 段 の 確 保 や 、 テ ロ 対 策 と し て 特 定 重 大 事 故 等 対 処 施 設 の 設 置 な ど が 行
わ れ て お り 、 審 査 と 並 行 し て 建 設 が 行 わ れ て い る 。  
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ま た 、 原 子 力 発 電 所 の 稼 働 は 、 立 地 す る 自 治 体 の 同 意 が 不 可 欠 で あ る が 、 中 国 電
力 で は 立 地 す る 島 根 県 お よ び 松 江 市 と の 協 議 を 重 ね 、 工 事 が 先 行 す る 島 根 原 子 力 発
電 所 2 号 機 の 再 稼 働 に 関 す る 「 同 意 」 を 得 て い る ほ か 、 周 辺 自 治 体 か ら も 再 稼 働 に
関 す る 反 対 は 起 き て い な い 。 こ れ に 鑑 み て JCR で は 、 上 記 資 金 使 途 は 既 述 の 通 り 、
「 S＋ 3E」 を 前 提 と し た カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 目 標 達 成 の た め の ト ラ ン ジ シ ョ ン 資
産 と し て 必 要 で あ る と 評 価 し て い る 。  

最 新 鋭 技 術 に 係 る 研 究 開 発 に お い て は 、将 来 技 術 開 発 が 行 わ れ る 次 世 代 革 新 炉（ 革
新 軽 水 炉 、小 型 軽 水 炉 、高 速 炉 、高 温 ガ ス 炉 、核 融 合 炉 等 ）に つ い て の 研 究 開 発 及 び
実 証 試 験 や 実 証 炉 へ の 投 資 が 資 金 使 途 と し て 想 定 さ れ て い る 。 よ り 安 全 性 の 高 い 原
子 力 発 電 設 備 の 建 設 は 、S+3E の 観 点 か ら 重 要 で あ り 、JCR と し て は 、上 記 資 金 使 途
に つ い て も カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 達 成 に 資 す る も の と 評 価 し て い る 。  

(3) 資 金 使 途 3： 火 力   

資 金 使 途 3 は 、 火 力 発 電 所 の ト ラ ン ジ シ ョ ン に 関 す る 取 り 組 み で あ る 。 中 国 電 力
グ ル ー プ の 「『 2050 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 』 へ の 挑 戦 」 に 向 け た ロ ー ド マ ッ プ と し
て 、 火 力 発 電 に 関 し て は 、 非 効 率 火 力 発 電 所 の 休 廃 止 、 高 効 率 火 力 発 電 所 の 運 営 ・
改 修 や バ イ オ マ ス 混 焼 実 施 、 IGCC/IGFC に か か る 研 究 開 発 ・ 実 証 （ 大 崎 ク ー ル ジ ェ
ン プ ロ ジ ェ ク ト 等 ）、 CCU/CCS に か か る 研 究 開 発 ・ 実 証 （ 大 崎 上 島 カ ー ボ ン リ サ イ
ク ル 研 究 拠 点 に お け る カ ー ボ ン リ サ イ ク ル 技 術 開 発 等 ）、火 力 発 電 所 に お け る 水 素・
ア ン モ ニ ア 混 焼 の 研 究 開 発 ・ 実 証 が 記 さ れ て お り 、 こ れ ら ロ ー ド マ ッ プ の 内 容 が 資
金 使 途 と な っ て い る 。 JCR で は 、「 第 2 章 2-1. 中 国 電 力 の 中 長 期 経 営 計 画 と ト ラ ン
ジ シ ョ ン 戦 略 」 で 記 載 し た 通 り 、 こ れ ら の 資 金 使 途 は 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 目
標 達 成 に 資 す る も の で あ る と 評 価 し て い る 。 ま た 、 中 国 電 力 は 火 力 発 電 に お け る カ
ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 目 指 し 、 ロ ー ド マ ッ プ に 沿 っ た 資 金 使 途 に 充 当 を 予 定 し て い
る こ と か ら 、化 石 燃 料 へ の ロ ッ ク イ ン の 可 能 性 も 前 述 の 通 り 小 さ い と 評 価 し て い る 。 

（ 図 5 火 力 発 電  ト ラ ン ジ シ ョ ン 計 画 ） （ 再 掲 ）  

 

（ 引 用 元 ： 中 国 電 力  Energia Change Action Plan 2023）  
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(4) 資 金 使 途 4： 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク   

資 金 使 途 4 は 、 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク に 関 す る 内 容 で あ る 。 主 な 資 金 使 途 と し て 、 再
エ ネ の 普 及 拡 大 に 貢 献 す る 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク の 強 化 ・ 高 度 化 （ ネ ッ ト ワ ー ク 設 備 の
新 設・保 全・更 新 等 、レ ジ リ エ ン ス 強 化 、次 世 代 化 等 ）、需 給 調 整 の 実 現 の た め の 蓄
電 池・電 動 車・蓄 熱 機 器 等 の 導 入・活 用 *お よ び 離 島 の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 に
資 す る プ ロ ジ ェ ク ト が 記 載 さ れ て い る 。 な お 、 こ れ ら は 、 中 国 電 力 グ ル ー プ に お け
る 送 配 電 事 業 を 行 っ て い る 会 社 で あ る 中 国 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク に お け る 資 金 使 途 で あ
る 。「 第 2 章 2-1. 中 国 電 力 の 中 長 期 経 営 計 画 と ト ラ ン ジ シ ョ ン 戦 略 」 で 記 載 し た 通
り 、 送 電 網 の 強 化 や 高 度 化 は 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 拡 大 に 必 要 不 可 欠 な 投 資 で あ
る ほ か 、 蓄 電 池 な ど の 導 入 は 、 発 電 量 が 自 然 環 境 に よ っ て 左 右 さ れ 間 歇 的 エ ネ ル ギ
ー 源 と も 呼 ば れ る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 拡 大 に 必 要 で あ る 。 ま た 、 系 統 が 孤 立 し て
お り 、 エ ネ ル ギ ー を 自 給 す る 必 要 が あ る 離 島 な ど で の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け
た 取 組 み は 、 中 国 電 力 グ ル ー プ 全 体 と し て の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 実 現 に 資 す る
と JCR で は 評 価 し て い る 。  

（ 図 21 中 国 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク  カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 計 画 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 引 用 元 ： 中 国 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク  「 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 計 画 」）  

 

(5) 資 金 使 途 5： そ の 他 事 業 領 域   

資 金 使 途 5 は 、 資 金 使 途 1 か ら 4 に 該 当 し な い 事 業 分 類 と し て 、 中 国 電 力 で 使 用
す る 業 務 用 車 両 の 電 動 化 （ EV 等 導 入 ） お よ び EV・ EV バ ス 等 の 普 及 促 進 及 び 活 用 拡
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大 に 資 す る サ ー ビ ス 展 開 及 び 設 備 導 入 が 対 象 と な っ て い る 。EV・EV バ ス 等 の 普 及 促
進 及 び 活 用 拡 大 に 資 す る サ ー ビ ス 展 開 及 び 設 備 導 入 に つ い て は 、EV カ ー シ ェ ア リ ン
グ サ ー ビ ス や 屋 根 に 太 陽 光 発 電 設 備 を 付 け た ソ ー ラ ー カ ー ポ ー ト に お け る PPA（ 電
力 販 売 契 約 ） サ ー ビ ス な ど が 対 象 と な っ て い る 。  

本 資 金 使 途 は 、「 グ リ ー ン ボ ン ド 原 則 」、「 グ リ ー ン ロ ー ン 原 則 」に お け る「 ク リ ー
ン 輸 送 」 お よ び 「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 」、「 グ リ ー ン ボ ン ド ガ イ ド ラ イ ン 」、「 グ リ ー
ン ロ ー ン ガ イ ド ラ イ ン 」に 例 示 さ れ て い る 資 金 使 途 の う ち 、「 ク リ ー ン な 運 輸 に 関 す
る 事 業 」お よ び「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー に 関 す る 事 業 」に 該 当 す る 。し た が っ て 、JCR
で は 、 上 記 資 金 使 途 は グ リ ー ン フ ァ イ ナ ン ス の 資 金 使 途 と し て 適 切 で あ る と 評 価 し
て い る 。  

2. 環境・社会に対する負の影響について 

中 国 電 力 で は 、 資 金 使 途 の 対 象 と な る プ ロ ジ ェ ク ト に つ い て 、 環 境 ・ 社 会 面 に お
け る 負 の 影 響 を 評 価 し た う え で 行 っ て い る 。 そ の 内 容 は 、 中 国 電 力 の 定 め る 事 業 導
入 手 順 等 に 従 っ て 、 対 象 設 備 ・ 案 件 に お い て 設 置 国 ・ 地 域 ・ 自 治 体 で 求 め ら れ る 設
備 認 定 ・ 許 認 可 の 取 得 、 環 境 ア セ ス メ ン ト の 手 続 き お よ び そ の 他 の 環 境 影 響 評 価 活
動 等 が 適 切 に 実 施 さ れ る こ と を 確 認 す る こ と で あ る 。  

発 電 所 の 建 設 や 改 造 に あ た っ て は 、上 記 の 環 境 影 響 評 価 等 を 必 要 に 応 じ て 実 施 し 、
環 境 面 へ の 配 慮 事 項 が あ る 場 合 は 計 画 を 行 う 。 ま た 、 設 備 面 で は 電 気 事 業 法 等 の 各
種 関 係 法 令 に 基 づ く 手 続 き を 適 正 に 実 施 し 、 技 術 基 準 を ク リ ア し た う え で 建 設 工 事
を 行 う 予 定 で あ る 。 加 え て 、 適 格 プ ロ ジ ェ ク ト に て 使 用 す る バ イ オ マ ス 燃 料 は 、 持
続 可 能 性 に か か る 認 証 を 取 得 し た も の を 前 提 と し て 検 討 を 行 う 予 定 で あ る 。  

JCR で は 、 中 国 電 力 が 定 め た 上 記 手 続 き は 、 こ れ ま で も 適 格 ク ラ イ テ リ ア に 含 ま
れ る 事 業 に 対 し て 行 っ て き た プ ロ セ ス で あ り 、 実 効 性 を 持 っ た 内 容 で あ る と 評 価 し
て い る 。  

ま た 、 特 に ト ラ ン ジ シ ョ ン 戦 略 に 関 す る プ ロ ジ ェ ク ト の 実 行 に 伴 い 、 雇 用 へ の 影
響 や 気 候 変 動 以 外 の 社 会 な ど に 対 す る ネ ガ テ ィ ブ な イ ン パ ク ト を 及 ぼ す 可 能 性 に つ
い て 、 複 数 の 地 元 企 業 に つ い て 発 電 所 の 発 電 停 止 以 降 、 業 務 が 減 少 す る こ と が 予 想
さ れ る も の の 、 こ れ ら 地 元 企 業 へ の 影 響 を 最 小 限 に 留 め る よ う 情 報 提 供 を 行 う と と
も に 、 グ ル ー プ 企 業 と も 協 力 し 必 要 な 対 応 を 行 う 予 定 で あ る こ と を JCR は ヒ ア リ ン
グ に よ り 確 認 し た 。  

さ ら に 、 本 フ レ ー ム ワ ー ク の 下 で 行 わ れ た フ ァ イ ナ ン ス に よ り 、 他 の グ リ ー ン プ
ロ ジ ェ ク ト に 対 し て 著 し い 損 害 を 及 ぼ す こ と は 想 定 さ れ な い (Do No Significant 
Harm Assessment)。  

し た が っ て 、 中 国 電 力 で は 環 境 ・ 社 会 に 対 す る 負 の 影 響 の 特 定 が 適 切 に 行 わ れ 、
そ れ に 対 す る 適 切 な 方 策 が 取 ら れ て い る と JCR で は 評 価 し て い る 。  
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3. SDGs との整合性について 

ICMA の SDGs マ ッ ピ ン グ を 参 考 に し つ つ 、JCR で は 、以 下 の SDGs の 目 標 お よ び
タ ー ゲ ッ ト に 貢 献 す る と 評 価 し た 。  

 

目 標 7： エ ネ ル ギ ー を み ん な に  そ し て ク リ ー ン に  

タ ー ゲ ッ ト 7.2. 2030 年 ま で に 、 世 界 の エ ネ ル ギ ー ミ ッ ク ス に お け る 再 生 可 能
エ ネ ル ギ ー の 割 合 を 大 幅 に 拡 大 さ せ る 。  

 目 標 8： 働 き が い も  経 済 成 長 も  

タ ー ゲ ッ ト 8.4. 2030 年 ま で に 、 世 界 の 消 費 と 生 産 に お け る 資 源 効 率 を 漸 進 的
に 改 善 さ せ 、 先 進 国 主 導 の 下 、 持 続 可 能 な 消 費 と 生 産 に 関 す る 10 年 計 画 枠 組
み に 従 い 、 経 済 成 長 と 環 境 悪 化 の 分 断 を 図 る 。  

 

目 標 9： 産 業 と 技 術 革 新 の 基 礎 を つ く ろ う  

タ ー ゲ ッ ト 9.1. 全 て の 人 々 に 安 価 で 公 平 な ア ク セ ス に 重 点 を 置 い た 経 済 発 展
と 人 間 の 福 祉 を 支 援 す る た め に 、地 域・越 境 イ ン フ ラ を 含 む 質 の 高 い 、信 頼 で
き 、 持 続 可 能 か つ 強 靱 （ レ ジ リ エ ン ト ） な イ ン フ ラ を 開 発 す る 。  
 
タ ー ゲ ッ ト 9.4. 2030 年 ま で に 、 資 源 利 用 効 率 の 向 上 と ク リ ー ン 技 術 お よ び 環
境 に 配 慮 し た 技 術・産 業 プ ロ セ ス の 導 入 拡 大 を 通 じ た イ ン フ ラ 改 良 や 産 業 改 善
に よ り 、持 続 可 能 性 を 向 上 さ せ る 。す べ て の 国 々 は 各 国 の 能 力 に 応 じ た 取 組 を
行 う 。  

 

目 標 11： 住 み 続 け ら れ る 街 づ く り を  

タ ー ゲ ッ ト 11.2. 2030 年 ま で に 、脆 弱 な 立 場 に あ る 人 々 、女 性 、子 供 、障 害 者
及 び 高 齢 者 の ニ ー ズ に 特 に 配 慮 し 、公 共 交 通 機 関 の 拡 大 な ど を 通 じ た 交 通 の 安
全 性 改 善 に よ り 、全 て の 人 々 に 、安 全 か つ 安 価 で 容 易 に 利 用 で き る 、持 続 可 能
な 輸 送 シ ス テ ム へ の ア ク セ ス を 提 供 す る 。  

 

目 標 12： つ く る 責 任 、 つ か う 責 任  

タ ー ゲ ッ ト 12.4. 2020 年 ま で に 、合 意 さ れ た 国 際 的 な 枠 組 み に 従 い 、製 品 ラ イ
フ サ イ ク ル を 通 じ 、環 境 上 適 正 な 化 学 物 質 や 全 て の 廃 棄 物 の 管 理 を 実 現 し 、人
の 健 康 や 環 境 へ の 悪 影 響 を 最 小 化 す る た め 、化 学 物 質 や 廃 棄 物 の 大 気 、水 、土
壌 へ の 放 出 を 大 幅 に 削 減 す る 。  

 

目 標 13： 気 候 変 動 に 具 体 的 な 対 策 を  

タ ー ゲ ッ ト 13.1. す べ て の 国 々 に お い て 、気 候 関 連 災 害 や 自 然 災 害 に 対 す る 強
靱 性 （ レ ジ リ エ ン ス ） お よ び 適 応 の 能 力 を 強 化 す る 。  
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評 価 フェーズⅡ：管 理 ・運 営 ・透 明 性 評 価  m1(F)   

I . 資金使途の選定基準とそのプロセス 

【評価の視点】 

本 項 で は 、 本 評 価 対 象 を 通 じ て 実 現 し よ う と す る 目 標 、 グ リ ー ン プ ロ ジ ェ ク ト の
選 定 基 準 と そ の プ ロ セ ス の 妥 当 性 お よ び 一 連 の プ ロ セ ス が 適 切 に 投 資 家 等 に 開 示 さ
れ て い る か 否 か に つ い て 確 認 す る 。  

▶▶▶  評価対象の現状と JCR の評価 

JCR は 本 フ レ ー ム ワ ー ク に お け る 目 標 、 グ リ ー ン プ ロ ジ ェ ク ト の 選 定 基 準 、 プ
ロ セ ス に つ い て 、 中 国 電 力 社 内 の 専 門 知 識 を も つ 各 部 署 及 び 経 営 陣 が 適 切 に 関 与
し て お り 、 透 明 性 も 担 保 さ れ て い る と 判 断 し て い る 。  

1. 目標 

目 標 に か か る 本 フ レ ー ム ワ ー ク （ 抜 粋 ）  

中 国 電 力 株 式 会 社（ 以 下 、「 当 社 」）は 、以 下 の と お り 、サ ス テ ナ ブ ル・フ ァ イ ナ
ン ス ・ フ レ ー ム ワ ー ク （ 以 下 、「 本 フ レ ー ム ワ ー ク 」） を 策 定 し ま し た 。  

本 フ レ ー ム ワ ー ク の 対 象 は 、 グ リ ー ン ボ ン ド お よ び グ リ ー ン ロ ー ン 、 ト ラ ン ジ
シ ョ ン ボ ン ド お よ び ト ラ ン ジ シ ョ ン ロ ー ン 、 並 び に ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ リ ン ク ・ ボ
ン ド お よ び ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ リ ン ク ・ ロ ー ン で す 。  

当 社 は 、 こ れ ら サ ス テ ナ ブ ル ・ フ ァ イ ナ ン ス に よ る 資 金 調 達 の 活 用 を 予 定 し て
お り 、 当 該 調 達 資 金 を 用 い て 、「 中 国 電 力 グ ル ー プ 『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ
ル 』 へ の 挑 戦 」 に 向 け 、 各 種 施 策 を 遂 行 し ま す 。  

サ ス テ ナ ブ ル ・ フ ァ イ ナ ン ス に よ る 資 金 調 達 は 、 今 後 も 上 記 実 現 に 向 け て 最 大
限 の 取 組 を 進 め て い く 姿 勢 を 約 束 す る と と も に 、 改 め て 、 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 皆
さ ま と の 間 で 対 話 を 重 ね な が ら 脱 炭 素 社 会 に 向 け た 取 組 を 推 進 し て い く 契 機 と な
る も の と も 考 え て い ま す 。  

【本フレームワークに対する JCR の評 価】 

中 国 電 力 で は 、グ ル ー プ 目 標 と し て「『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 』へ の 挑 戦 」
を 掲 げ 、 中 国 電 力 は も ち ろ ん グ ル ー プ 各 社 に お い て も カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け
た 取 組 み を 進 め て い る 。  

本 フ レ ー ム ワ ー ク で 掲 げ ら れ た 資 金 使 途 は 、 上 記 グ ル ー プ 目 標 の 達 成 に 資 す る も
の で あ る と JCR で は 評 価 し て い る 。  

2. 選定基準 

本 フ レ ー ム ワ ー ク に お け る 適 格 ク ラ イ テ リ ア は 、 本 レ ポ ー ト の 評 価 フ ェ ー ズ  I で
記 載 の 通 り で あ る 。 JCR は プ ロ ジ ェ ク ト の 選 定 基 準 が 適 切 で あ る と 評 価 し て い る 。  
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3. プロセス 

プ ロ セ ス に か か る 本 フ レ ー ム ワ ー ク  

【プロジェクトの評価と選定のプロセス】 

資 金 使 途 と す る 適 格 プ ロ ジ ェ ク ト は 、 調 達 本 部  財 務 グ ル ー プ が 適 格 ク ラ イ テ
リ ア に 適 合 す る プ ロ ジ ェ ク ト 候 補 を 選 定 し 、 財 務 グ ル ー プ お よ び 社 内 関 係 部 署 に
て 当 該 プ ロ ジ ェ ク ト が 適 格 ク ラ イ テ リ ア に 適 合 し て い る こ と を 確 認 し た 上 で 、 最
終 決 定 し ま す 。  

  

【本フレームワークに対する JCR の評 価】 

グ リ ー ン フ ァ イ ナ ン ス の 資 金 使 途 の 対 象 と な る プ ロ ジ ェ ク ト の 選 定 に あ た っ て は 、
調 達 本 部 財 務 グ ル ー プ に お い て プ ロ ジ ェ ク ト を 選 定 し た 後 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル
に 関 す る 専 門 部 署 で あ る カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 戦 略
グ ル ー プ や 、 必 要 に 応 じ て 第 三 者 と し て 、 外 部 評 価 機 関 で あ る JCR に 対 し て グ リ ー
ン 性 に つ い て 確 認 を 行 う 。 そ の 後 、 対 象 プ ロ ジ ェ ク ト の 判 断 を 所 管 部 に 確 認 の 上 で
財 務 グ ル ー プ に て 行 い 、 決 裁 権 限 に 基 づ い て 経 営 者 の 決 裁 が 行 わ れ る 。 JCR は 本 フ
レ ー ム ワ ー ク で 定 め る プ ロ ジ ェ ク ト の 選 定 プ ロ セ ス に つ い て 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ
ル 推 進 本 部 や 関 係 各 部 署 及 び 経 営 陣 が 適 切 に 関 与 し て い る と 評 価 し て い る 。  

本 フ レ ー ム ワ ー ク に 関 す る 目 標 、 選 定 基 準 お よ び プ ロ セ ス に つ い て は 本 評 価 レ ポ
ー ト に て 開 示 さ れ る 。 ま た 、 中 国 電 力 は 、 グ リ ー ン フ ァ イ ナ ン ス ま た は ト ラ ン ジ シ
ョ ン ・ フ ァ イ ナ ン ス 実 行 時 に 対 象 プ ロ ジ ェ ク ト 等 に 関 す る 開 示 に つ い て 、 社 債 に お
い て は 開 示 書 類 へ の 記 載 に て 、 ロ ー ン に つ い て は 貸 付 人 と の 契 約 書 類 へ の 記 載 に て
そ れ ぞ れ 開 示 を 予 定 し て い る 。 し た が っ て 、 投 資 家 等 に 対 す る 透 明 性 は 確 保 さ れ て
い る と 考 え ら れ る 。  
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I I. 調達資金の管理 

【評価の視点】 

調 達 資 金 の 管 理 方 法 は 、 資 金 調 達 者 に よ っ て 多 種 多 様 で あ る こ と が 通 常 想 定 さ れ
る 。 本 評 価 対 象 に 基 づ き 調 達 さ れ た 資 金 が 、 確 実 に グ リ ー ン プ ロ ジ ェ ク ト に 充 当 さ
れ る こ と 、 ま た 、 そ の 充 当 状 況 が 容 易 に 追 跡 管 理 で き る よ う な 仕 組 み と 内 部 体 制 が
整 備 さ れ て い る か 否 か を 確 認 す る 。  

ま た 、 本 評 価 対 象 に よ り 調 達 し た 資 金 が 、 早 期 に グ リ ー ン プ ロ ジ ェ ク ト に 充 当 さ
れ る 予 定 と な っ て い る か 否 か 、 加 え て 未 充 当 資 金 の 管 理 ・ 運 用 方 法 の 評 価 に つ い て
も 重 視 し て い る 。  

 

▶▶▶  評価対象の現状と JCR の評価 

JCR で は 、 中 国 電 力 の 資 金 管 理 体 制 が 適 切 に 構 築 さ れ て お り 、 調 達 資 金 の 管 理
方 法 に つ い て は 本 評 価 レ ポ ー ト に お い て 開 示 さ れ る こ と か ら 、 透 明 性 が 高 い と 評
価 し て い る 。  

 

資 金 管 理 に か か る 本 フ レ ー ム ワ ー ク  

【調達資金の管理】 

グ リ ー ン ／ ト ラ ン ジ シ ョ ン・フ ァ イ ナ ン ス に よ り 調 達 し た 資 金 は 、調 達 本 部  財
務 グ ル ー プ が 内 部 管 理 シ ス テ ム お よ び 専 用 の 帳 簿 を 用 い 、 適 格 プ ロ ジ ェ ク ト の 合
計 額 が フ ァ イ ナ ン ス に よ る 調 達 額 を 下 回 ら な い よ う に 管 理 し 、 財 務 グ ル ー プ マ ネ
ー ジ ャ ー が 確 認 し ま す 。  

当 社 の 関 係 会 社 等 が 実 施 主 体 と な る プ ロ ジ ェ ク ト に つ い て は 、 当 社 か ら 当 該 関
係 会 社 等 に 対 し て 投 融 資 を 実 施 す る と と も に 、 充 当 状 況 は 内 部 管 理 シ ス テ ム お よ
び 専 用 の 帳 簿 を 用 い て 管 理 し ま す 。  

未 充 当 資 金 が あ る 場 合 に は 、 現 金 ま た は 現 金 同 等 物 に て 管 理 し ま す 。  

【本フレームワークに対する JCR の評 価】 

グ リ ー ン フ ァ イ ナ ン ス に よ る 調 達 資 金 は 、 調 達 本 部  財 務 グ ル ー プ に お い て 管 理
が 行 わ れ 、 年 度 ご と に 資 金 充 当 の 状 況 に つ い て 財 務 グ ル ー プ の マ ネ ー ジ ャ ー に お い
て 確 認 が 行 わ れ る 。 ま た 、 資 金 使 途 が 中 国 電 力 の 関 連 会 社 等 に お い て 実 施 さ れ る プ
ロ ジ ェ ク ト の 場 合 は 、 子 会 社 に 対 し て 投 融 資 を 行 い 、 そ の 後 充 当 状 況 に つ い て は 中
国 電 力 の 内 部 シ ス テ ム 等 に よ り 把 握 を 行 い 、 専 用 帳 簿 に て グ リ ー ン /ト ラ ン ジ シ ョ
ン ・ フ ァ イ ナ ン ス に よ る 調 達 で あ る こ と が 分 か る 形 で 管 理 が 行 わ れ る 。 な お 、 調 達
資 金 の 全 額 が 充 当 さ れ る ま で の 間 は 、 現 金 ま た は 現 金 同 等 物 に て 管 理 さ れ る 。  
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調 達 資 金 の 管 理 に つ い て は 、財 務 グ ル ー プ の マ ネ ー ジ ャ ー に よ る 確 認 が 行 わ れ る 。
調 達 資 金 の 管 理 に 関 す る 証 跡 と し て 、 資 金 管 理 に か か る 専 用 帳 簿 が 、 調 達 資 金 の 償
還 ま た は 返 済 ま で 保 存 さ れ る 。  

以 上 よ り 、JCR で は 、中 国 電 力 の 資 金 管 理 体 制 が 適 切 に 構 築 さ れ て お り 、調 達 資 金
の 管 理 方 法 に つ い て は 本 評 価 レ ポ ー ト に お い て 開 示 さ れ る こ と か ら 、 透 明 性 が 高 い
と 評 価 し て い る 。   
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I II . レポーティング 

【評価の視点】 

本 項 で は 、 本 評 価 対 象 に 基 づ く 資 金 調 達 前 後 で の 投 資 家 等 へ の 開 示 体 制 が 、 詳 細
か つ 実 効 性 の あ る 形 で 計 画 さ れ て い る か 否 か を 評 価 す る 。  

 

▶▶▶  評価対象の現状と JCR の評価 

JCR で は 、 中 国 電 力 の レ ポ ー テ ィ ン グ に つ い て 、 資 金 の 充 当 状 況 お よ び 環 境 改
善 効 果 の 両 方 に つ い て 、 投 資 家 等 に 対 し て 適 切 に 開 示 さ れ る 計 画 で あ る と 評 価 し
て い る 。  

 

レ ポ ー テ ィ ン グ に か か る 本 フ レ ー ム ワ ー ク  

【レポーティング】 

グ リ ー ン ／ ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ フ ァ イ ナ ン ス に よ り 調 達 し た 資 金 の 全 額 が 充 当 さ
れ る ま で の 間 、守 秘 義 務 の 範 囲 内 、か つ 、合 理 的 に 実 行 可 能 な 限 り に お い て 、調 達
資 金 の 充 当 状 況 お よ び 環 境 改 善 効 果 と し て 当 社 が 定 め る 内 容 の 全 て ま た は 一 部 に
つ い て 、 統 合 報 告 書 ま た は 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト に て 年 次 で 開 示 、 も し く は 貸 し 手 に
対 し て 開 示 （ ロ ー ン の 場 合 の み ） し ま す 。  

フ ァ イ ナ ン ス 期 間 中 、 資 金 充 当 状 況 や イ ン パ ク ト に 重 大 な 変 化 が あ っ た 場 合 に
は 、 そ の 旨 を 開 示 す る 予 定 で す 。  

＜ 資 金 の 充 当 状 況 に 係 る レ ポ ー テ ィ ン グ ＞  

充 当 金 額  
未 充 当 金 の 残 高  
調 達 資 金 の う ち リ フ ァ イ ナ ン ス に 充 当 さ れ た 部 分 の 概 算 額 （ ま た は 割 合 ）  

＜ イ ン パ ク ト ・ レ ポ ー テ ィ ン グ ＞  

 イ ン パ ク ト・レ ポ ー テ ィ ン グ に 際 し て は 、下 記 に 例 示 さ れ た 内 容 の 全 て ま た は
一 部 を 開 示 す る 予 定 で す が 、 資 金 充 当 対 象 と す る プ ロ ジ ェ ク ト に 応 じ て 変 更
す る こ と が あ り ま す 。  

 環 境 改 善 効 果 に つ い て は 、可 能 な 限 り 定 量 的 な 開 示 を 目 指 す も の の 、プ ロ ジ ェ
ク ト の 状 況 や 性 質 等 に よ り 定 量 的 な 開 示 が 困 難 な 場 合 、 定 性 的 な 開 示 の み と
す る こ と が あ り ま す 。  
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適 格 ク ラ イ テ リ ア  イ ン パ ク ト ・ レ ポ ー テ ィ ン グ 項 目 例  

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー  

（ 発 電 設 備 ）  

 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 種 別 の 設 備 容 量 （ kW） 

 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 種 別 の 年 間 CO2 排 出 削
減 量 （ t-CO2/年 ）  

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー  

（ 蓄 電 池 ）  

 導 入 容 量 （ kWh）  

 年 間 CO2 排 出 削 減 量 （ t-CO2/年 ）  

原 子 力 ・ 火 力   プ ロ ジ ェ ク ト 概 要 （ 設 備 ・ 研 究 開 発 等 ）  

 設 備 容 量 （ kW）  

 年 間 CO2 排 出 削 減 量 （ t-CO2/年 ）  

電 力 ネ ッ ト ワ ー ク  

（ 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク の

強 化 ・ 高 度 化 ）  

 

 設 備 投 資 等 の 状 況（ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の
普 及 拡 大 に 資 す る 設 備 投 資 例 も し く は 設
備 投 資 総 額 等 ）  

 中 国 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク 株 式 会 社 サ ー ビ ス
区 域 内 の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 申 込 状 況
（ 接 続 済 容 量 （ kW））  

電 力 ネ ッ ト ワ ー ク  

（ そ の 他 ）  

 プ ロ ジ ェ ク ト 概 要  

 対 象 資 産 の 導 入 件 数 ・ 容 量 等  

そ の 他 事 業 領 域   プ ロ ジ ェ ク ト 概 要  

 対 象 資 産 の 導 入 件 数 ・ 容 量 等  

 年 間 CO2 排 出 削 減 量 （ t-CO2/年 ）  
 

 

【本フレームワークに対する JCR の評 価】 

JCR で は 、 上 記 レ ポ ー テ ィ ン グ に つ い て 、 資 金 の 充 当 状 況 お よ び 環 境 改 善 効 果 の
両 方 に つ い て 、 投 資 家 等 に 対 し て 適 切 に 開 示 さ れ る 計 画 で あ る と 評 価 し て い る 。  

資金の充当状況に係るレポーティング 

中 国 電 力 は 、 債 券 に て 調 達 を 行 う 場 合 は 、 グ リ ー ン フ ァ イ ナ ン ス ま た は ト ラ ン ジ
シ ョ ン ・ フ ァ イ ナ ン ス に よ り 調 達 し た 資 金 使 途 に つ い て 、 社 債 に つ い て は 開 示 書 類
に よ っ て 、ロ ー ン に つ い て は 貸 付 人 へ の 文 書 に よ っ て 開 示 を 行 う 予 定 で あ る 。ま た 、
調 達 後 の 資 金 充 当 状 況 に つ い て 、 本 フ レ ー ム ワ ー ク に 定 め る 内 容 を 年 次 で 中 国 電 力
の 統 合 報 告 書 ま た は ウ ェ ブ サ イ ト 上 で 開 示 を 行 う 予 定 で あ る 。 借 入 金 の 場 合 に お い
て も 、中 国 電 力 が グ リ ー ン /ト ラ ン ジ シ ョ ン ロ ー ン と し て 公 表 す る 場 合 に は 、上 記 方



  

 
58/64 

Copyright © Japan Credit Rating Agency, Ltd. All Rights Reserved.  
 

法 に て 開 示 を 行 う 予 定 で あ る が 、グ リ ー ン /ト ラ ン ジ シ ョ ン ロ ー ン で あ る こ と を 公 表
し な い 場 合 は 、 貸 付 人 へ の 開 示 の み を 行 う 予 定 で あ る 。  

ま た 、調 達 資 金 の 全 額 が 充 当 さ れ た 後 に 大 き な 資 金 状 況 の 変 化 が 生 じ た 場 合 に は 、
ウ ェ ブ サ イ ト 上 な ど で 開 示 を 行 う 予 定 で あ る 。  

環境改善効果に係るレポーティング 

中 国 電 力 は 、 債 券 に て 調 達 を 行 う 場 合 は 、 グ リ ー ン フ ァ イ ナ ン ス ま た は ト ラ ン ジ
シ ョ ン ・ フ ァ イ ナ ン ス の 適 格 事 業 の 環 境 改 善 効 果 に 関 す る レ ポ ー テ ィ ン グ と し て 、
本 フ レ ー ム ワ ー ク に 定 め る 内 容 を 年 次 で 統 合 報 告 書 ま た は ウ ェ ブ サ イ ト 上 に お い て
開 示 を 行 う 予 定 で あ る 。借 入 金 の 場 合 に お い て も 、中 国 電 力 が グ リ ー ン /ト ラ ン ジ シ
ョ ン ロ ー ン と し て 公 表 す る 場 合 に は 、 上 記 方 法 に て 開 示 を 行 う 予 定 で あ る が 、 グ リ
ー ン /ト ラ ン ジ シ ョ ン ロ ー ン で あ る こ と を 公 表 し な い 場 合 は 、貸 付 人 へ の 開 示 の み を
行 う 予 定 で あ る 。 こ れ ら の 開 示 項 目 に は 、 各 適 格 ク ラ イ テ リ ア に お け る 指 標 と し て
発 電 量 ・ CO2 削 減 量 と い っ た プ ロ ジ ェ ク ト に よ る ア ウ ト カ ム や 資 金 使 途 の 対 象 と な
る 研 究 開 発 の 概 要 が 含 ま れ て お り 、 上 記 レ ポ ー テ ィ ン グ 指 標 は 適 切 で あ る と 評 価 し
て い る 。  

以 上 よ り 、 JCR で は 、 中 国 電 力 に よ る レ ポ ー テ ィ ン グ 体 制 は 適 切 で あ る と 評 価 し
て い る 。  
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IV. 組織のサステナビリティへの取り組み 

【評価の視点】 

本 項 で は 、 資 金 調 達 者 の 経 営 陣 が サ ス テ ナ ビ リ テ ィ に 関 す る 問 題 に つ い て 、 経 営
の 優 先 度 の 高 い 重 要 課 題 と 位 置 づ け て い る か 、 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ に 関 す る 分 野 を 専
門 的 に 扱 う 部 署 の 設 置 ま た は 外 部 機 関 と の 連 携 に よ っ て 、 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ フ ァ イ
ナ ン ス 実 行 方 針 ・ プ ロ セ ス 、 グ リ ー ン プ ロ ジ ェ ク ト の 選 定 基 準 な ど が 明 確 に 位 置 づ
け ら れ て い る か 、 等 を 評 価 す る 。  

▶▶▶  評価対象の現状と JCR の評価 

JCR で は 、 中 国 電 力 が カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を は じ め と す る 環 境 に 関 す る 問 題
を 経 営 の 重 要 課 題 と 位 置 付 け 、 環 境 に 関 す る 問 題 に 関 す る 会 議 体 を 有 し て 実 務 ・
経 営 の 観 点 か ら 取 り 組 み を 行 っ て い る ほ か 、 中 国 電 力 社 内 の 実 務 担 当 部 署 や カ ー
ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 関 す る 専 門 家 の 知 見 を 取 り 入 れ つ つ 本 フ レ ー ム ワ ー ク の 内 容
を 策 定 し て い る 点 に つ い て 、 評 価 し て い る 。  

中 国 電 力 で は 、2021 年 2 月 に 中 国 電 力 グ ル ー プ と し て「『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー
ト ラ ル 』 へ の 挑 戦 」 を 公 表 し た 。 こ れ は 、 菅 首 相 （ 当 時 ） が 2020 年 10 月 に 、2050
年 ま で に カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 目 指 す こ と を 宣 言 し た こ と を 受 け て 中 国 電 力 に お
い て も 宣 言 し た も の で あ る 。ま た 、「『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 』へ の 挑 戦 」に
向 け て 、 2022 年 3 月 、「 2030 年 度 ま で に 2013 年 度 比 で 小 売 電 気 事 業 に お け る CO2

排 出 量 半 減 」な ど「 中 国 電 力 グ ル ー プ 環 境 行 動 計 画 」の「 地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進 」に
関 す る 目 標 の う ち ５ つ の 項 目 に つ い て 、 新 規 設 定 あ る い は 見 直 し を 図 っ た 。  

2023 年 4 月 に は 、「『 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 』 へ の 挑 戦 」 を よ り 具 体 化 す
る べ く「 中 国 電 力 グ ル ー プ  カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 戦 略 基 本 方 針 」を 制 定 し 、従 来 の
小 売 電 気 事 業 の み な ら ず 、 発 電 事 業 に お け る CO2 排 出 量 目 標 の 設 定 や 、 顧 客 や 地 域
の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル へ の 取 組 の 支 援 に つ い て も 目 標 と す る こ と を 公 表 し て い
る  。  

中 国 電 力 は 、2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け た 取 組 み を 進 め て い る 中 、前 述
の 通 り 、2022 年 6 月 、中 国 電 力 グ ル ー プ 事 業 の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 強 力 に 推 進
す る と と も に 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 向 け た お 客 さ ま ・ 地 域 社 会 と の 連 携 の よ り
一 層 の 強 化 を 図 っ て い く た め 、 社 長 直 属 の 専 任 組 織 「 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本
部 」 を 設 置 し た 。 さ ら に 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 と 親 和 性 の 高 い 環 境 全 般 に わ
た る 取 り 組 み に つ い て 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル と 一 体 的 に 進 め る た め 、 地 域 共 創 本
部 内 の 環 境 関 連 業 務 を カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 に 移 管 し た 。 カ ー ボ ン ニ ュ ー
ト ラ ル 推 進 本 部 の ト ッ プ で あ る カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 長 は 、 社 長 が 設 定 す
る 責 任 と 権 限 の も と 、 グ ル ー プ と し て カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 強 力 に 推 進 し て い く
こ と が 職 責 で あ り 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 等 を 通 じ て 、 事 業 本 部 等 に 対 し
て 施 策 の 内 容 や 実 施 状 況 等 に つ い て 必 要 な 指 示 ・ 指 導 を 行 う 。  

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 は 、2022 年 6 月 の 組 織 改 正 で 新 た に 発 足 し た 会 議
体 で あ り 、 原 則 と し て 四 半 期 に 1 度 の 頻 度 で 開 催 す る 定 期 開 催 の 他 、 議 長 が 必 要 と
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認 め る 時 に 適 宜 開 催 さ れ て い る 。2022 年 度 の 開 催 回 数 は 、2022 年 6 月 か ら 2023 年
2 月 ま で の 開 催 回 数 は 6 回 を 数 え 、 活 発 な 議 論 が 行 わ れ て い る 。  

カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 は カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 長 が 議 長 と な り 、
会 議 事 務 局 は 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 本 部 内 グ ル ー プ が 担 当 し て い る 。 カ ー ボ
ン ニ ュ ー ト ラ ル 推 進 会 議 で は 、 中 国 電 力 グ ル ー プ に お け る カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に
関 す る 取 り 組 み 状 況 を 一 元 的 に 把 握 ・ 評 価 し 、 推 進 し て い く た め の 議 事 が 議 論 さ れ
て い る 。 ま た 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル と は 別 に 、 全 社 的 な 環 境 に 関 す る 取 り 組 み を
評 価 す る 会 議 体 と し て 、 中 国 電 力 や 全 社 環 境 委 員 会 を 有 し て い る 。 カ ー ボ ン ニ ュ ー
ト ラ ル 推 進 本 部 が カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル の 実 現 に 特 化 し て い る の に 対 し て 、 全 社 環
境 委 員 会 は 、 中 国 電 力 の 環 境 に 関 す る 取 り 組 み 全 て に つ い て 討 議 を 行 う 会 議 体 で あ
る 。  

ま た 、 中 国 電 力 は グ ル ー プ 経 営 ビ ジ ョ ン 「 エ ネ ル ギ ア チ ェ ン ジ 2030」 に お い て 、
SDGs を 参 照 し て 2030 年 度 に 向 け て 中 国 電 力 グ ル ー プ と し て 取 り 組 む 4 つ の「 重 点
課 題 」 を 設 定 し て い る 。  

（ 図 11 重 点 課 題 の 選 定 過 程 ） （ 再 掲 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 引 用 元 ： 中 国 電 力  統 合 報 告 書 2022）  
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上 記 の 重 点 課 題 は 、社 内 外 の ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 意 見 を 踏 ま え て 作 成 さ れ て お り 、
作 成 に は 社 内 だ け で な く 社 外 の 意 見 も 取 り 入 れ ら れ て い る 。 ま た 、 本 フ レ ー ム ワ ー
ク に お い て 適 格 プ ロ ジ ェ ク ト と さ れ て い る も の に つ い て も 、 社 内 の 関 係 各 部 が 擁 す
る 専 門 家 の み な ら ず 必 要 に 応 じ て 社 外 の 専 門 家 の 意 見 を 取 り 入 れ な が ら 取 り 組 み を
進 め て い る 。  

以 上 よ り 、JCR で は 、中 国 電 力 が 環 境 に 関 す る 問 題 を 経 営 の 重 要 課 題 と 位 置 付 け 、
環 境 や カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 関 す る 問 題 に 関 す る 会 議 体 を 有 し て 実 務 ・ 経 営 の 観
点 か ら 取 り 組 み を 行 っ て い る ほ か 、 社 内 の プ ロ ジ ェ ク ト に か か わ る 担 当 部 署 や 外 部
の 専 門 家 の 知 見 を 取 り 入 れ つ つ 本 フ レ ー ム ワ ー ク の プ ロ ジ ェ ク ト を 遂 行 し て い る 点
に つ い て 評 価 し て い る 。  

な お 、中 国 電 力 に つ い て は 、2023 年 3 月 に 公 正 取 引 委 員 会 か ら 、競 争 を 制 限 す る
行 為 が あ っ た と し て 独 占 禁 止 法 に 基 づ く 排 除 措 置 命 令 お よ び 課 徴 金 納 付 命 令 を 受 け 、
ま た 、 中 国 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク と 共 有 す る シ ス テ ム に お い て 中 国 電 力 以 外 の 顧 客 情 報
を 閲 覧 で き る 状 態 に な っ て お り 、 実 際 に 閲 覧 し た 社 員 が い た こ と を 調 査 に よ っ て 公
表 し て い る 。  

上 記 2 案 件 の う ち 、 競 争 を 制 限 す る 行 為 に つ い て 、 中 国 電 力 は 、 主 な 再 発 防 止 策
と し て 社 外 取 締 役 の 増 員 や 指 名 委 員 会 お よ び 報 酬 委 員 会 の 委 員 長 を 社 外 取 締 役 よ り
選 任 す る と い っ た ガ バ ナ ン ス の 強 化 と 、日 々 の 業 務 運 営 に 関 し て 、「 コ ン プ ラ イ ア ン
ス 最 優 先 の 業 務 運 営 の 徹 底 」、「 経 営 層 お よ び 社 員 を 対 象 と し た 定 期 的 な 研 修 の 実 施 」、
「 競 争 法 遵 守 に 向 け た 体 系 的 な 社 内 ル ー ル の 整 備 」、「 法 令 遵 守 状 況 の 点 検 ・ 監 査 」
お よ び 「 内 部 通 報 窓 口 の 活 用 」 を 柱 と す る 体 制 整 備 を 行 っ て お り 、 社 外 取 締 役 の 増
員 以 外 の 再 発 防 止 策 に つ い て は 既 に 実 行 に 移 さ れ て い る 。 ま た 、 社 外 取 締 役 の 増 員
に つ い て も 、 今 後 定 時 株 主 総 会 の 決 議 に よ っ て 行 わ れ る 予 定 で あ る 。 経 営 陣 に お い
て も 、 事 案 の 重 大 性 に 鑑 み 、 代 表 取 締 役 会 長 お よ び 代 表 取 締 役 社 長 の 経 営 ト ッ プ 2
名 が 退 任 す る こ と で 経 営 の 刷 新 を 図 る 予 定 で あ る 。  

不 正 閲 覧 に 関 し て は 、 中 国 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク に お い て 法 令 遵 守 の た め の シ ス テ ム
対 応 を 行 い 、 中 国 電 力 側 か ら 、 他 社 の 顧 客 情 報 を 閲 覧 で き な い よ う に す る ほ か 、 中
国 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク の 内 部 統 制 委 員 会 内 に 法 令 遵 守 検 討 会 議 を 新 設 し 、 メ ン バ ー と
し て 外 部 専 門 家 を 招 聘 す る 予 定 で あ る 。 ま た 、 中 国 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク 各 部 署 に お け
る チ ェ ッ ク 機 能 を 強 化 し 、法 令 遵 守 の 確 実 化 の た め の 体 制 づ く り を 行 う 予 定 で あ る 。 

ま た 、 こ れ ら の 不 適 切 事 案 を 踏 ま え て 、 中 国 電 力 は 「 不 適 切 事 案 再 発 防 止 対 応 本
部 」 を 設 置 し 、 一 連 の 不 適 切 事 案 に 係 る 、 企 業 文 化 等 も 踏 ま え た 根 本 原 因 の 分 析 、
再 発 防 止 策 ・ 改 善 策 の 策 定 お よ び 対 策 の 実 効 性 、 有 効 性 評 価 お よ び 実 施 状 況 の 確 認
を 行 う こ と を 公 表 し て い る 。  

JCR で は 、 上 記 2 案 件 に つ い て 、 中 国 電 力 お よ び 中 国 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク に お け る
当 時 の 法 令 遵 守 体 制 の 脆 弱 性 を 表 し た も の と し て 、 厳 し く 評 価 せ ざ る を 得 な い 。 一
方 、 競 争 を 制 限 す る 行 為 に つ い て 、 経 営 陣 の 退 任 や 社 外 取 締 役 の 増 員 と い っ た 統 治
体 制 の 刷 新 ・ 強 化 が 図 ら れ る こ と 、 業 務 に 関 し て も 、 従 前 の 企 業 風 土 の 大 幅 な 変 革
を 伴 う 再 発 防 止 策 が 採 ら れ 、 実 施 さ れ て い る こ と 、 不 正 閲 覧 に 関 し て は 、 不 適 切 事
象 の 抜 本 的 対 策 の 実 施 が 今 後 予 定 さ れ て い る こ と 、 法 令 遵 守 の 確 実 化 に 向 け た 体 制
の 整 備 等 が 含 ま れ た 再 発 防 止 策 が 策 定 さ れ て い る こ と を 以 て 、 現 時 点 で は 、 こ れ ら
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の 再 発 防 止 策 の 実 効 性 を 注 意 深 く モ ニ タ リ ン グ す る こ と が 必 要 と 考 え つ つ 、 そ れ ら
が 着 実 に 実 施 さ れ 、 新 た な 取 り 組 み が 浸 透 す る こ と を 前 提 に 、 本 フ レ ー ム ワ ー ク の
実 効 性 は 損 な わ れ な い も の と 評 価 し て い る 。   
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評 価 フェーズⅢ：評 価 結 果 （結 論 ）  Green1（T）(F)   

本 フ レ ー ム ワ ー ク に つ い て 、 JCR グ リ ー ン フ ァ イ ナ ン ス 評 価 手 法 に 基 づ き 「 グ リ
ー ン ・ ト ラ ン ジ シ ョ ン 性 評 価 （ 資 金 使 途 ）」 を “gt1(F)”、「 管 理 ・ 運 営 ・ 透 明 性 評 価 」
を “m1(F)”と し た 。こ の 結 果 、「 JCR グ リ ー ン フ ァ イ ナ ン ス・フ レ ー ム ワ ー ク 評 価 」を
“Green 1（ T）(F)”と し た 。本 フ レ ー ム ワ ー ク は 、「 グ リ ー ン ボ ン ド 原 則 」、「 グ リ ー ン
ロ ー ン 原 則 」、「 グ リ ー ン ボ ン ド ガ イ ド ラ イ ン 」「 グ リ ー ン ロ ー ン ガ イ ド ラ イ ン 」、「 ク
ラ イ メ ー ト ・ ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ フ ァ イ ナ ン ス ・ ハ ン ド ブ ッ ク 」 お よ び 「 ク ラ イ メ ー
ト ・ ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ フ ァ イ ナ ン ス に 関 す る 基 本 指 針 」 に お い て 求 め ら れ る 項 目 に
つ い て 基 準 を 満 た し て い る と 考 え ら れ る 。  

 

 
管 理 ・ 運 営 ・ 透 明 性 評 価  

m1(F) m2(F) m3(F) m4(F) m5(F) 

グ
リ
ー
ン
性
評
価 

g t1(F) Green1(T)(F) Green2(T)(F) Green3(T)(F) Green4(T)(F) Green5(T)(F) 

gt2(F) Green2(T)(F) Green2(T)(F) Green3(T)(F) Green4(T)(F) Green5(T)(F) 

gt3(F) Green3(T)(F) Green3(T)(F) Green4(T)(F) Green5(T)(F) 評 価 対 象 外  

gt4(F) Green4(T)(F) Green4(T)(F) Green5(T)(F) 評 価 対 象 外  評 価 対 象 外  

gt5(F) Green5(T)(F) Green5(T)(F) 評 価 対 象 外  評 価 対 象 外  評 価 対 象 外  

 

（ 担 当 ） 梶 原  敦 子 ・ 梶 原  康 佑  
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本評価に関する重要な説明 
 

1. JCR クライメート・トランジション・ファイナンス・フレームワーク評価の前提・意義・限界 

日本格付研究所（JCR）が付与し提供する JCR クライメート・トランジション・ファイナンス・フレームワーク評価

は、クライメート・トランジション・ファイナンス・フレームワークで定められた方針を評価対象として、JCR の定

義するグリーン/トランジション・プロジェクトに充当される程度ならびに当該トランジション・ファイナンスの資金

使途等にかかる管理、運営および透明性確保の取り組みの程度に関する、JCR の現時点での総合的な意見の表明です。

したがって、当該方針に基づき実施されるトランジション・ファイナンスの資金使途の具体的な環境改善効果および

管理・運営体制・透明性評価等を行うものではなく、当該方針に基づくトランジション・ファイナンスにつきクライ

メート・トランジションファイナンス評価を付与する場合は、別途評価を行う必要があります。 

また、JCR クライメート・トランジション・ファイナンス・フレームワーク評価は、当該方針に基づき実施された
トランジション・ファイナンスが環境に及ぼす効果を証明するものではなく、環境に及ぼす効果について責任を負う
ものではありません。トランジション・ファイナンスにより調達される資金が環境に及ぼす効果について、JCR は借
入人または借入人の依頼する第三者によって定量的・定性的に測定されていることを確認しますが、原則としてこれ
を直接測定することはありません。 

2. 本評価を実施するうえで使用した手法 

本評価を実施するうえで使用した手法は、JCR のホームページ（https://www.jcr.co.jp/）の「サステナブルファイナ
ンス・ESG」に、「JCR グリーンファイナンス評価手法」として掲載しています。 

3. 信用格付業にかかる行為との関係 

JCR クライメート・トランジション・ファイナンス・フレームワーク評価を付与し提供する行為は、JCR が関連業
務として行うものであり、信用格付業にかかる行為とは異なります。 

4. 信用格付との関係 

本件評価は信用格付とは異なり、また、あらかじめ定められた信用格付を提供し、または閲覧に供することを約束
するものではありません。 

5. JCR クライメート・トランジション・ファイナンス・フレームワーク評価上の第三者性 

本評価対象者と JCR の間に、利益相反を生じさせる可能性のある資本関係、人的関係等はありません。 
 

 

 

■留意事項   
本文書に記載された情報は、JCR が、借入人および正確で信頼すべき情報源から入手したものです。ただし、当該情報には、人為的、機械的、または
その他の事由による誤りが存在する可能性があります。したがって、JCR は、明示的であると黙示的であるとを問わず、当該情報の正確性、結果、的
確性、適時性、完全性、市場性、特定の目的への適合性について、一切表明保証するものではなく、また、JCR は、当該情報の誤り、遺漏、または当
該情報を使用した結果について、一切責任を負いません。JCR は、いかなる状況においても、当該情報のあらゆる使用から生じうる、機会損失、金銭
的損失を含むあらゆる種類の、特別損害、間接損害、付随的損害、派生的損害について、契約責任、不法行為責任、無過失責任その他責任原因のいか
んを問わず、また、当該損害が予見可能であると予見不可能であるとを問わず、一切責任を負いません。JCR クライメート・トランジション・ファイ
ナンス評価は、評価の対象であるトランジション・ファイナンスにかかる各種のリスク（信用リスク、市場流動性リスク、価格変動リスク等）につい
て、何ら意見を表明するものではありません。また、JCR クライメート・トランジション・ファイナンス評価は JCR の現時点での総合的な意見の表明
であって、事実の表明ではなく、リスクの判断や個別の債券、コマーシャル・ペーパー等の購入、売却、保有の意思決定に関して何らの推奨をするも
のでもありません。JCR クライメート・トランジション・ファイナンス評価は、情報の変更、情報の不足その他の事由により変更、中断、または撤回
されることがあります。JCR クライメート・トランジション・ファイナンス評価のデータを含め、本文書に係る一切の権利は、JCR が保有しています。
JCR クライメート・トランジション・ファイナンス評価のデータを含め、本文書の一部または全部を問わず、JCR に無断で複製、翻案、改変等をする
ことは禁じられています。 

JCR クライメート・トランジション・ファイナンス・フレームワーク評価：クライメート・トランジション・ファイナンス・フレームワークに基づき
調達される資金が JCR の定義するグリーン/トランジション・プロジェクトに充当される程度ならびに当該トランジション・ファイナンスの資金使途
等にかかる管理、運営および透明性確保の取組みの程度を評価したものです。評価は 5 段階で、上位のものから順に、Green1 (T) (F)、Green2 (T) 
(F)、Green3 (T) (F)、Green4 (T) (F)、Green5 (T) (F)の評価記号を用いて表示されます。 

■サステナブルファイナンスの外部評価者としての登録状況等   
・ 環境省 グリーンボンド外部レビュー者登録 
・ ICMA (国際資本市場協会に外部評価者としてオブザーバー登録) 
・ UNEP FI ポジティブインパクト金融原則 作業部会メンバー 
・ Climate Bonds Initiative Approved Verifier (気候債イニシアティブ認定検証機関) 

■その他、信用格付業者としての登録状況等 
・ 信用格付業者 金融庁長官（格付）第 1 号 
・ EU Certified Credit Rating Agency 
・ NRSRO：JCR は、米国証券取引委員会の定める NRSRO（Nationally Recognized Statistical Rating Organization）の 5 つの信用格付クラスのうち、以下の

4 クラスに登録しています。(1)金融機関、ブローカー・ディーラー、(2)保険会社、(3)一般事業法人、(4)政府・地方自治体。米国証券取引委員会規則
17g-7(a)項に基づく開示の対象となる場合、当該開示は JCR のホームページ（https://www.jcr.co.jp/en/）に掲載されるニュースリリースに添付してい
ます。 

■本件に関するお問い合わせ先 
情報サービス部  TEL：03-3544-7013 FAX：03-3544-7026 
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＜参考資料＞ 
クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針との整合性確認シート 

2023 年 4 月 28 日 
株式会社日本格付研究所 

評価対象企業：中国電力株式会社 
 

以下は、金融庁・経済産業省・環境省が公表したクライメート・トランジション・ファイナンスに関する
基本指針で推奨される事項についての、本件の適合状況を確認したものである。 

同基本指針では、文末表現として「べきである」、 「望ましい」、「考えられる」又は「可能である」の三
種類の表現を用いているが、それぞれについては以下のような定義の元で使用をしている。  
ー 「べきである」と表記した項目は、トランジションと称する金融商品が、備えることを期待する基本的

な事項である。  
ー 「望ましい」と表記した項目は、トランジションと称する金融商品が、満たしていなくても問題はないと

考えられるが、本基本指針としては採用することを推奨する事項である。  
ー 「考えられる」又は「可能である」と表記した項目は、トランジションと称する金融商品が、満たしてい

なくとも問題はないと考えられる 
 
要素１：資金調達者のクライメート・トランジション戦略とガバナンス 
a) トランジション・ファイナンスを活用した資金調達は、トランジション戦略の実現または実現への動機

付けを目的とすべきである。トランジション戦略はパリ協定の目標に整合した長期目標、短中期目
標、脱炭素化に向けた開示、戦略的な計画を組み込むべきである。 

適合状況：〇 
中国電力は、2020 年 1 月にグループ経営ビジョン「エネルギアチェンジ 2030」を掲げ、その中で
2030 年度における非財務目標として再生可能エネルギー新規導入量を 30 万～70 万 kW と置く
ことを発表した。また、2021 年 2 月には中国電力グループとして『「2050 年カーボンニュートラル」へ
の挑戦』を公表している。 
また、『「2050年カーボンニュートラル」への挑戦』に向けて、2022年3月、「2030年度までに2013
年度比で小売電気事業における CO2 排出量半減」など「中国電力グループ環境行動計画」の「地
球温暖化対策の推進」に関する目標のうち 5 つの項目について新規設定あるいは見直しを図った。 
2023 年 4 月には、「『2050 年カーボンニュートラル』への挑戦」をより具体化するべく「中国電力グル
ープ カーボンニュートラル戦略基本方針」を制定し、従来の小売事業のみならず、発電事業における
CO2 排出量目標の設定や、顧客や地域のカーボンニュートラルへの取組の支援についても目標とする
ことを公表している。 
本フレームワークに関する KPI および SPT は、中国電力グループ環境行動計画の 2030 年度目標
と合致しており、中国電力のトランジション戦略とリンクしている。 
中国電力の『「2050 年カーボンニュートラル」への挑戦』の目標については、電気事業低炭素社会協
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議会（ELCS）の長期ビジョン「2050年カーボンニュートラルの実現に向けた我が国の電気事業者の
貢献について」に整合している。この長期ビジョンは、2021 年 10 月に見直しが行われた「パリ協定に
基づく成長戦略としての長期戦略」などを踏まえて策定されている。また、政府において 2021 年 10
月に策定された「第 6 次エネルギー基本計画」および経済産業省において 2022 年 2 月に策定・公
表された「電力分野のトランジション・ロードマップ」における 2050 年までの電力分野の脱炭素化に向
けたトランジション・ロードマップにも整合していると JCR では評価している。 
2030 年度の小売電気事業における CO2 排出量を 2013 年度比半減という中国電力の目標につ
いても、「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」、「第 6 次エネルギー基本計画」および「電力
分野のトランジション・ロードマップ」に整合していると JCR では評価している。また、IPCC の 1.5℃目
標に関するレポートにおいても、2030 年における CO2排出量の半減は 1.5℃目標を達成するための
CO2 削減に対する経路とも整合的である。 

 
b) トランジション戦略には、想定される気候関連のリスクと機会に対応するとともに、パリ協定の実現

に寄与する形で事業変革をする意図が明確に含まれるべきである。 
なお、事業変革としては、炭素、温室 効果ガスの大幅な削減を達成する燃料転換や革新的技
術の導入、製造プロセスや製品の改善・変更、新しい分野の製品やサービスの開発、提供等、既
存のビジネスの延長にとどまらず、様々な観点からの変革が考えられる。 

適合状況：〇 
中国電力は 2019 年 6 月に TCFD に賛同しており、IEA が公表するシナリオ（1.5℃シナリオ及び
4℃シナリオ）をベースにシナリオを策定し、想定される気候関連のリスクと機会の特定を行っている。 
2030 年度までの CO2 排出量半減に向けた具体的な取り組みは以下の通りである。 
・再生可能エネルギー新規導入量 30 万～70 万 kW 
・経年火力発電所の休廃止 
・最新鋭の三隅発電所 2 号機の稼働開始および火力発電所におけるバイオマス混焼 
・現在原子力規制委員会にて審査が行われている島根原子力発電所 2 号機の再稼働や 3 号機
の稼働開始 
2050 年カーボンニュートラルに向けて、上記に加えて再生可能エネルギーの更なる導入、水素・アン
モニア発電に加えて石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）＋CCUS/カーボンリサイクル等の脱炭
素電源の活用を見込んでいる。 

 
c) トランジション戦略の実行では、事業変革による雇用や商品・サービスの安定供給など気候変動

以外の環境及び社会に対して影響を及ぼす場合も想定される。その場合、資金調達者は、事業
変革の気候変動以外の環境及び社会への寄与も考慮することが望ましい。 
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適合状況：〇 
中国電力のトランジション戦略の実行に伴って、雇用への影響や気候変動以外の社会などに対する
ネガティブなインパクトを及ぼす可能性については、発電所の発電停止以降、発電所のメンテナンス等
に関わる複数の地元企業の業務が減少することが予想されるものの、これら地元企業への影響を最
小限に留めるよう情報提供を行うとともに、グループ企業とも協力し必要な対応が行われる予定であ
る。 

 
 
d) トランジション戦略の構築に当たっては、気候変動関連のシナリオを参照すべきである。なお、トラ

ンジションへの経路は資金調達者のセクター（業種）ごと、また事業地域ごとに考えなければなら
ない。 また、一般的に資金調達者は、トランジションの経路を考えるに当たってそれぞれ異なる出
発地点や経路にあると考えられる。 

適合状況：〇 
中国電力では想定される気候関連のリスクと機会の特定を行った。TCFD 提言に基づく情報開示で
は、IEA等の公表データを参照しつつ1.5℃シナリオおよび4℃シナリオにおける機会とリスクを認識し、
供給側における電源の脱炭素化と需要側における電化の拡大が起こると想定して目標の設定を行っ
ている。 

 
e) トランジション戦略・計画に関しては、その実効性に対して高い信頼性が必要である。したがって、

中期経営計画等の経営戦略、事業計画と連動したトランジション戦略・計画が望ましい。 
適合状況：〇 
中国電力では、2020 年 1 月にグループ経営ビジョン「エネルギアチェンジ 2030」を掲げており、その行
動計画である「Action Plan」において、2030 年度までに 2013 年度比で小売電気事業および発
電事業における CO2 排出量半減を取り組みに掲げている。これは、『「2050 年カーボンニュートラル」
への挑戦』に向けて、2022 年 3 月に見直された「中国電力グループ環境行動計画」における 2030
年度までに小売電気事業における CO2 排出量半減（2013 年度比）の目標と同様であるほか、
発電事業についても 2023 年 4 月に新たにカーボンニュートラルに関する戦略目標として掲げられた目
標であり、両輪によって取り組みを進めてゆく予定である。 
 

 
f) トランジションは長期に亘る戦略・計画となるため、前提としていた外部環境等に大きな変化が生

じた場合には、内容を変更・修正することが考えられる。 
適合状況：〇  
中国電力では、政府の「2050 年カーボンニュートラル」目標を念頭に『「2050 年カーボンニュートラ
ル」への挑戦』を掲げており、グループの環境行動計画を見直すなど、外部環境の変化に応じて戦略
を柔軟に変更している。 
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g) 資金調達者がトランジション戦略の構築に着手した段階では、本基本指針において「望ましい」 

及び「考えられる/可能である」と記載されている項目に関して将来的に実行することとし、その計画
を示すことも選択肢として考えられる。 

適合状況：〇 
本基本指針において「べきである」とされている事項はすべてその要件を満たしている。また、「望ましい」 
及び「考えられる/可能である」とされた事項については、ほぼ全ての項目についてその要件を満たしてい
るか、将来的に実行が想定されている。 

 
 
h) 資金調達者は、トランジション戦略の実効性を担保するために、取締役会等による気候変動対

応の監視、及び取組を評価・管理するための組織体制を構築すべきである。 
適合状況：〇 
2022 年 6 月、中国電力グループ事業のカーボンニュートラルを強力に推進するとともに、カーボンニュ
ートラルに向けたお客さま・地域社会との連携のより一層の強化を図っていくため、社長直属の専任組
織「カーボンニュートラル推進本部」を設置した。さらに、カーボンニュートラル推進と親和性の高い環境
全般にわたる取り組みについて、カーボンニュートラルと一体的に進めるため、地域共創本部内の環境
関連業務をカーボンニュートラル推進本部に移管した。カーボンニュートラル推進本部のトップであるカ
ーボンニュートラル推進本部長は、社長が設定する責任と権限のもと、グループとしてカーボンニュートラ
ルを強力に推進していくことが職責であり、カーボンニュートラル推進会議等を通じて、事業本部等に
対して施策の内容や実施状況等について必要な指示・指導を行う。 
中国電力では、社長を環境マネジメント推進体制の最高責任者としている。中国電力ではカーボンニ
ュートラル推進本部長を委員長とする、全社環境委員会を有しており、気候変動問題、有害物質対
策、環境マネジメントなどをはじめとする全社・グループとしての環境問題に関する方針・計画や、取り
組みに関する重要事項の審議を原則年 2 回開催している。また、その実施状況は社長に報告され
る。また、取締役会は、社長から「中国電力グループ環境行動計画」の実施状況などについて年 2 回
報告を受け、環境マネジメントの推進体を監督する役割を有している。 
カーボンニュートラル推進会議は、2022 年 6 月の組織改編で新たに発足した会議体であり、原則と
して四半期に 1 度の頻度で開催する定期開催の他、議長が必要と認める時に適宜開催する。
2022 年度の開催回数は、2022 年 6 月から 2023 年 2 月までの開催回数は６回を数え、活発
な議論が行われている。 
カーボンニュートラル推進会議はカーボンニュートラル推進本部長が議長となり、会議事務局は、カーボ
ンニュートラル戦略グループが担当する。カーボンニュートラル推進会議では、中国電力グループにおけ
るカーボンニュートラルに関する取り組み状況を一元的に把握・評価し、推進していくための議事が議
論される。 
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i) トランジション戦略はファイナンスを必要とする企業自身による構築を基本とするが、一企業に留まら

ずサプライチェーンの温室効果ガス削減の取組に対するファイナンスであれば、当該取組全体又は
その中核となる企業等の戦略を活用して、その中で自らの戦略を構築、説明することも考えられ
る。 

適合状況：〇 
中国電力の『「2050 年カーボンニュートラル」への挑戦』では、自社のカーボンニュートラルに向けた取り
組みだけでなく、顧客の脱炭素化に向けた取り組みについても事業を通じて支援していく方針を公表
している。 

 
j) トランジション戦略は、統合報告書やサステナビリティレポート、法定書類、その他投資家向けの資

料等（ウェブサイトでの開示を含む。）によって事前に開示すべきである。 
適合状況：〇 
トランジション戦略は、中国電力のウェブサイトおよび統合報告書等において公表されている。 

 
k) トランジション戦略やその実行を担保するガバナンスに関する項目の開示方法は、気候関連財務

情報開示タスクフォース（TCFD）の最終報告書（TCFD 提言）などのフレームワークに整合し
た形で開示されることが可能である。 

適合状況：〇 
気候変動問題がもたらす影響に関して分析を行い、以下について開示が行われている。 
・TCFD に対する賛同 
・TCFD 提言に沿った情報開示(シナリオ分析など) 
・ 

 

l) トランジション戦略の実行により、気候変動以外の環境および社会に影響が及ぶことが想定される
場合には、資金供給者がその効果を適切に評価できるよう、対応の考え方等も併せて説明し、戦
略全体として、持続可能な開発目標（SDGs）の達成への寄与についても開示することが望まし
い。 

適合状況：〇 
中国電力では「エネルギアチェンジ 2030」において、４つの重点課題を特定しており、気候変動の緩
和以外にも、エネルギーの安定供給確保、地域社会との協働・共創、あらゆる人々の活躍の推進に
向けて取り組みを行っている。 

 
m) トランジション戦略・計画は長期にわたるものとなること等により、戦略・計画の策定時に前提とし

ていた外部環境の大きな変化等に伴い、トランジション戦略・計画を変更する必要が生じることも
あり得る。その際には、変更内容について、その理由とともに適時に開示すべきである。 
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適合状況：○ 
中国電力では、政府が 2020 年 10 月に「2050 年カーボンニュートラル」を宣言したことを受けて
2021 年 2 月に『「2050 年カーボンニュートラル」への挑戦』を掲げており、年次の「Action Plan」で
戦略の更新等を実施する等、外部環境の変化に応じて戦略を変化させている。 

 
n) ガバナンスに関しては、トランジション戦略の実行を監視、及び取組を評価管理するための組織体

制に加え、構成する組織・経営者の具体的な役割や、審議内容が経営に反映されるプロセスに
ついても開示することが望ましい。 

適合状況：〇 
中国電力では、カーボンニュートラルに取り組む部署として、2022 年 6 月にカーボンニュートラル推進
本部が発足している。カーボンニュートラル推進本部は地域共創本部時代からの環境戦略の策定等
の環境管理業務に加え、中国電力グループ事業のカーボンニュートラル化と中国地域のカーボンニュー
トラル化を通じた地域の発展への貢献を基本的な役割としてその遂行に取り組んでいる。カーボンニュ
ートラル推進本部のトップであるカーボンニュートラル推進本部長は、社長が設定する責任と権限のも
と、グループとしてカーボンニュートラルを強力に推進していくことが職責であり、カーボンニュートラル推進
会議を通じて、事業本部等に対して施策の内容や実施状況等について必要な指示・指導を行う。 

 
o) 資金調達者がトランジション戦略に関して客観的評価が必要と判断する場合には、外部機関に

よるレビュー、保証及び検証を活用することが望ましい。 
適合状況：〇 
日本格付研究所（JCR）によるレビュー等を想定している。 

 
p) トランジション戦略に関しては、特に以下の事項に関してレビューを得ることが有用と考えられる。  

ー シナリオと短期・中期・長期目標（目標に関しては要素３を参照すること。）の整合性  
ー 資金調達者のトランジション戦略により目標が達成するとの信頼性  
ー トランジション戦略の管理プロセスとガバナンスの適切性 

適合状況：〇 
JCR は、上記三項目について確認し、本評価レポートを提供している。 

 
要素 2：ビジネスモデルにおける環境面のマテリアリティ（重要度） 
a) トランジション戦略の実現において、対象となる取組は、現在及び将来において環境面で重要とな

る中核的な事業活動の変革に資する取組であるべきである。 
適合状況：〇 
電力は、国民生活や経済生活に欠かせないものである。 
経済産業省によれば、2019 年度の最終消費エネルギーあたりの CO2 排出量のうち電力由来の間
接排出は 4.0 億トン、38％を占めている。一方で、電力の CO2 排出係数は、電力を使用する産業
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のスコープ 2 や家庭部門の CO2 排出量の増減に直結することから、他部門への波及効果が他の業
種に比して大きい。 
電力部門における CO2 排出削減の取り組みについては、2022 年 2 月に経済産業省からカーボンニ
ュートラルに向けたトランジション・ロードマップが示され、今後 2050 年カーボンニュートラル実現に向け
た CO2 排出量削減の取り組みの加速が期待される。 
中国電力では、その具体的な取り組みとして 2030 年度までに 2013 年度比で小売電気事業およ
び発電事業における CO2 排出量半減および『「2050 年カーボンニュートラル」への挑戦』を掲げ、「エ
ネルギアチェンジ 2030」の年度ごとの取り組みである「Action Plan」においても脱炭素化に向けた取
り組みを取り上げるなど取り組みを加速している。 

 
b) 環境面で重要となる事業活動を特定する際には、その判断に影響を及ぼす可能性のある気候

変動関連のシナリオを複数考慮することが望ましい。 
適合状況：〇 
中国電力では想定される気候関連のリスクと機会の特定を行った。TCFD 提言に基づく情報開示で
は、IEA 等の公表データを参照しつつ 1.5℃シナリオおよび 4℃シナリオにおける機会とリスクを認識
し、供給側における電源の脱炭素化と需要側における電化の拡大が起こると想定して目標の設定を
行っている。 

 
c) マテリアリティの考慮に関して、サステナビリティ報告に係る基準設定主体などが提供する既存のガ

イダンスを適用することも可能である。 
適合状況：× 
重点課題の策定に際して、上記の既存のガイダンスは使用していない。 

 
d) 資金調達者は、気候変動が自社の事業活動において、環境面で重要となることを示すべきであ

る。 
適合状況：〇 
中国電力は、自社が特定した４つの重点課題において、「気候変動の緩和」をその一つとして挙げて
いる。 

 
e) 環境面で重要となる事業活動を特定する際に使用した気候変動関連のシナリオに関しては、当

該シナリオを選定した理由（地域や業種の特性等）を含め、その内容を説明することが望まし
い。 

適合状況：〇 
中国電力では想定される気候関連のリスクと機会の特定を行った。TCFD 提言に基づく情報開示で
は、IEA 等の公表データを参照しつつ 1.5℃シナリオおよび 4℃シナリオにおける機会とリスクを認識し、
供給側における電源の脱炭素化と需要側における電化の拡大が起こると想定して目標の設定を行っ
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ている。 

 
要素 3：科学的根拠のあるクライメート・トランジション戦略（目標と経路を含む） 
a) 資金調達者は、トランジション戦略を構築する際、科学的根拠のある目標に基づくべきである。 
適合状況：〇 
中国電力が掲げた『「2050 年カーボンニュートラル」への挑戦』の目標については、ELCS の長期ビジョ
ン「2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた我が国の電気事業者の貢献について」に整合してい
る。この長期ビジョンは、2021 年 10 月に見直しが行われた「パリ協定に基づく成長戦略としての長期
戦略」などを踏まえて策定されている。また、政府において 2021 年 10 月に策定された「第 6 次エネ
ルギー基本計画」および経済産業省において 2022 年 2 月に策定・公表された「電力分野のトランジ
ション・ロードマップ」における 2050 年までの電力分野の脱炭素化に向けたトランジション・ロードマップ
にも整合していると JCR では評価している。 
2030 年度の小売電気事業における CO2 排出量を 2013 年度比半減という中国電力の目標につ
いても、「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」、「第 6 次エネルギー基本計画」および「電力
分野のトランジション・ロードマップ」に整合していると JCR では評価している。また、IPCC の 1.5℃目
標に関するレポートにおいても、2030 年における CO2 排出量の半減は 1.5℃目標を達成するための
CO2 削減に対する経路とも整合的である。 

 
b) 目標は、2050 年の長期目標に加え、中間目標（短中期目標）を含み、長期間、一貫性のあ

る測定方法で定量的に測定可能であるべきである。 
適合状況：〇 
中国電力では『「2050 年カーボンニュートラル」への挑戦』を掲げており、中間目標においては小売電
気事業において 2030 年度に 2013 年度比で CO2 排出量半減を掲げている。この数値は定量的
であり、測定可能である。 

 
c) 排出量の削減は、排出原単位又は絶対値のいずれの形式も取り得るが、環境面のマテリアリティ

を踏まえて、サプライチェーン排出量に関する国際的基準である「GHG プロトコル」におけるすべての
スコープをカバーする目標とすべきである。 
なお、Scope ３については、資金調達者のビジネスモデルにおいて重要な削減対象と考えられる
場合において、実践可能な計算方法で目標設定されることが望ましい。 
またこの際、必要に応じて削減貢献も併せて示すことが可能である。 

適合状況：〇 
中国電力の CO2 の排出削減対象は、小売電気事業における CO2 排出量であるため Scope1 およ
び Scope3 であり、Scope2 は含まれていないが、中国電力の CO2 排出量のうち Scope2 の占め
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る割合は、Scope1 および Scope3 と比して僅少である。 
 
d) 科学的根拠のある目標とは、パリ協定の目標の実現に必要な削減目標であり、地域特性や業

種の違いを考慮しつつ、設定されるべきである。その際、以下のような軌道を参照することが考えら
れる。 

ー 国際的に広く認知されたシナリオ 
  （国際エネルギー機関（IEA）の持続可能な開発シナリオ（SDS）などが該当）  

ー Science Based Targets Initiative（SBTi）などで検証されたもの  
ー パリ協定の目標と整合的な各国の温室効果ガスの削減目標（Nationally Determined 
Contributions: NDC）や業種別のロードマップ、パリ協定の実現に向けて業界等が定めた科学
的根拠のある計画等 

適合状況：〇 
中国電力では想定される気候関連のリスクと機会の特定を行った。TCFD 提言に基づく情報開示で
は、IEA等の公表データを参照しつつ1.5℃シナリオおよび4℃シナリオにおける機会とリスクを認識し、
供給側における電源の脱炭素化と需要側における電化の拡大が起こると想定して目標の設定を行っ
ている。 
また、『「2050 カーボンニュートラル」への挑戦』は ELCS の長期ビジョン「2050 年カーボンニュートラル
の実現に向けた我が国の電気事業者の貢献について」に整合している。この長期ビジョンは、2021 年
10 月に見直しが行われた「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」などを踏まえて策定されて
いる。また、政府において 2021 年 10 月に策定された「第 6 次エネルギー基本計画」および経済産
業省において 2022 年 2 月に策定・公表された「電力分野のトランジション・ロードマップ」における
2050 年までの電力分野の脱炭素化に向けたトランジション・ロードマップにも整合していると JCR では
評価している。 
2030 年度の小売電気事業における CO2 排出量を 2013 年度比半減という中国電力の目標につ
いても、「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」、「第 6 次エネルギー基本計画」および「電力
分野のトランジション・ロードマップ」に整合していると JCR では評価している。また、IPCC の 1.5℃目
標に関するレポートにおいても、2030 年における CO2排出量の半減は 1.5℃目標を達成するための
CO2 削減に対する経路とも整合的である。 

 
e) 短中期（３～ 15 年）目標については、上記のような軌道を参照、あるいはベンチマークとして

計画された長期目標に向けた経路上にあるように設定されるべきである。 
適合状況：〇 
中国電力では、『「2050 年カーボンニュートラル」への挑戦』を掲げており、その短中期の目標として小
売電気事業において 2030 年度までに 2013 年度比で CO2 排出量半減という目標を定めている。 

 
f) 様々な事項（当該企業の出発点、実績、設備投資等のタイミング、経済合理性、コストベネフィ
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ット分析、目標達成に必要な技術が既に実装化されているかどうか等）を考慮して、短中期の目
標が設定されると考えられるため、経路が常に同一傾斜の線形であるとは限らず、非線形となるこ
とも考えられる。 

適合状況：〇 
中国電力の『「2050 年カーボンニュートラル」への挑戦』に登載されている具体的取り組みでは、
2050 年のカーボンニュートラルに向けて各年代で実用化される技術を踏まえてロードマップが策定され
ている。それぞれの技術の実用化の時点が異なるため、CO2 排出削減の経路は同一線形の傾斜とは
ならないことが想定される。 

 
g) 資金調達者は、定めた短中期・長期目標について、基準年次等を含めて開示すべきである。 
適合状況：〇 
短中期目標である2030年度の小売電気事業におけるCO2排出量半減目標の基準年次は2013
年度と定められている。 

 
h) 長期目標が科学的根拠に基づいていることを示すために、目標設定に当たって使用した手法又

は軌道については、その理由（地域や業種の特性など）を含めて説明すべきである。特に、業界
等が定めた計画や業種別ロードマップ等を参照した際には、それらが科学的根拠に基づいているこ
とを説明に含むべきである。 

適合状況：〇 
日本の政策やパリ協定、ELCS の長期ビジョン、経済産業省のトランジション・ファイナンスに関する電
力分野のロードマップと整合的である。 

 
i) 長期目標に向けた経路とその経路上にある短中期目標とトランジション戦略との整合性について

は、投資計画（要素４を参照）等を踏まえて説明することが考えられる。 
適合状況：〇 
中国電力の『「2050 年カーボンニュートラル」への挑戦』に向けた投資では、原子力発電所の早期稼
働に向けた安全対策投資を中心に行われる。原子力の安全対策投資については、総額 6,800 億
円程度が見込まれている。 
また、金額としては未定ながらも、太陽光発電や風力発電、バイオマス発電、バイオマス燃料導入拡
大など、再生可能エネルギーの積極的な導入、非効率石炭フェードアウト、大崎クールジェンでの実証
試験の成果の活用、アンモニアや水素の活用など脱炭素技術の開発、および再生可能エネルギー導
入拡大のためのネットワーク設備高度化など、2050 年カーボンニュートラルに向けたロードマップに示し
た施策に取り組んでいくことを確認している。 

 
j) 目標と軌道に関しては、以下の事項に関してレビューを得ることが特に有用と考えられる。 
ー 長期目標が科学的根拠に基づいた目標であるか 
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  ➡ パリ協定に整合したことが説明されているか 
ー 短中期の目標設定において、気候変動のシナリオ分析に基づいた温室効果ガスの算定予測がな

されているか 
  ➡ 国際的に広く認知されたシナリオ等を活用あるいは参照しているか 
ー 目標に活用した指標に関する実績値が一貫性のある測定方法により定量的に測定されているか 
  ➡  長期目標の達成に向けた短中期目標を実現するための具体的な温室効果ガス削減策を

有しているか 
適合状況：〇 
JCR は、本意見書において上記項目に関し、すべて満たされていることを確認した。 

 
要素４：実施の透明性 
a) 資金調達者は、トランジション戦略を実行するに当たり、基本的な投資計画について可能な範囲

で透明性を確保すべきである。 
適合状況：〇 
中国電力の『「2050 年カーボンニュートラル」への挑戦』に向けた投資では、原子力発電所の早期稼
働に向けた安全対策投資を中心に行われる。原子力の安全対策投資については、総額 6,800 億
円程度が見込まれている。 
また、金額としては未定ながらも、太陽光発電や風力発電、バイオマス発電、バイオマス燃料導入拡
大など、再生可能エネルギーの積極的な導入、非効率石炭フェードアウト、大崎クールジェンでの実証
試験の成果の活用、アンモニアや水素の活用など脱炭素技術の開発、および再生可能エネルギー導
入拡大のためのネットワーク設備高度化など、2050 年カーボンニュートラルに向けたロードマップに示し
た施策に取り組んでいくことを確認している。 

 
b) 投資計画には、設備投資（Capex）だけでなく、業務費や運営費（Opex）が含まれる。その

ため、研究開発関連費用やM&A、設備の解体・撤去に関する費用についても投資計画の対象
となる。投資計画には、トランジション戦略の実行に向けて、必要な費用、投資を可能な限り織り
込むことが望ましい。 

適合状況：〇 
投資計画にトランジション戦略の実行に関する投資が織り込まれている。 

 
c) 投資計画により、想定される気候関連等の成果（アウトカム）とインパクトについて、可能な場合

には定量的な指標が用いられ、算定方法や前提要件とともに示されることが望ましい。定量化が
難しい場合には、定性的な評価として外部認証制度を利用することも考えられる。 

適合状況：〇 
SPT の達成状況について、中国電力の統合報告書上において CO2 排出削減に関する数値を年次
で開示する予定である。また、その数値について第三者機関による検証を受ける予定である。 
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d) 具体的には、想定される気候関連等の成果とインパクトの対象には、温室効果ガス排出削減な

ど気候変動の緩和に関する項目だけでなく、いかにトランジション戦略に「公正な移行」への配慮を
組み込んでいるかを示すことが望ましい。 

適合状況：○ 
中国電力のトランジション戦略の実行に伴って、雇用への影響や気候変動以外の社会などに対する
ネガティブなインパクトを及ぼす可能性については、発電所の発電停止以降、発電所のメンテナンス等
に関わる複数の地元企業の業務が減少することが予想されるものの、これら地元企業への影響を最
小限に留めるよう情報提供を行うとともに、グループ企業とも協力し必要な対応が行われる予定であ
る。 

 
e) トランジション戦略の実行に伴い、雇用への影響や気候変動以外の環境や社会などに対してネガ

ティブなインパクトを及ぼす可能性がある場合には、その効果を緩和するための対策に対する支出
についても投資計画に追加することが望ましい。 

適合状況：△ 
中国電力のトランジション戦略の実行にともなって、複数の地元企業について発電所の発電停止以
降、業務が減少することが予想される。この業務の減少については、2050 カーボンニュートラルに向け
たロードマップに記載されている施策によって一定程度軽減されると考えられる。 

 
f) 投資計画に含まれる各投資対象により生じる成果と目標が整合すべきである。 
適合状況：〇 
中国電力では、原子力発電所の早期稼働に向けた安全対策投資が行われ、その費用は総額
6,800 億円程度が見込まれている。 
また、金額としては未定ながらも、太陽光発電や風力発電、バイオマス発電、バイオマス燃料導入拡
大など、再生可能エネルギーの積極的な導入、非効率石炭フェードアウト、大崎クールジェンでの実証
試験の成果の活用、アンモニアや水素の活用など脱炭素技術の開発、および再生可能エネルギー導
入拡大のためのネットワーク設備高度化などが予定されている。 
いずれも中国電力のトランジション戦略である『「2050 年カーボンニュートラル」への挑戦』に向けた取り
組みである。 

 
g) トランジション・ファイナンスは、トランジション戦略の実行を金融面から支援するものであり、新規の

取組に対する資金が望ましい。ただし、資金使途特定型のトランジション・ファイナンスにおいて、合
理的に設定されたルックバック期間（既に開始されているプロジェクト等について、リファイナンスを充
当する対象期間）に対するリファイナンスは対象となると考えられる。 
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適合状況：○ 
資金使途特定型のファイナンスについては、新規投資または実施から 36 か月以内に行われた投資が
対象となっている。これは、電力事業では長期間にわたる投資が一般的であり、適切に定められている
と JCR では評価している。 

 
h) 投資計画は、実践可能な範囲で各投資対象の金額、成果とインパクトを紐付けて開示すること

が望ましい。 
適合状況：△ 
中国電力のトランジション戦略について、原子力発電所に関する投資額は明らかになっているが、その
他のトランジション戦略の金額は未定である。個別に成果とインパクトを紐づけることについても、再生
可能エネルギーの新規導入量以外については現時点では開示されていない。 
今後、具体的な取り組みが進むにつれて、開示が行われることが想定されている。 

 
 
i) 資金調達後には、当初の計画と実際の支出、成果、インパクトの差異について説明することが望ま

しい。また、差が生じている場合には、その理由を説明することが望ましい。 
適合状況：〇 
中国電力は、KPI のパフォーマンスについて、中国電力のウェブサイト上において、CO2 排出削減の進
捗に関する毎年のレポーティングの開示を予定している。 
また統合報告書等において、『「2050 年カーボンニュートラル」への挑戦』について記載されており、今
後の取り組み状況についても適切に開示が行われる予定である。 

 
j) 資金使途を特定した債券で、リファイナンスを含む場合には、資金調達者は、フレームワーク等にお

いて定めたルックバック期間とその理由等について説明すべきである。 
適合状況：○ 
資金使途特定型のファイナンスについては、新規投資または実施から 36 か月以内に行われた投資が
対象となっている。これは、電力事業では長期間にわたる投資が一般的であり、適切に定められてい
ると JCR では評価している。 

 
k) ローンを活用する場合、伝統的にローンは借り手と貸し手の相対関係に基づく取引であるなど商

慣行の違いはあるものの、トランジション・ファイナンスにおいて透明性や信頼性を担保するために
は、可能な限り上記に関して開示することが望ましい。ただし、守秘義務や競争上の観点から一
般に開示することが困難な場合には、情報を一般に開示せず、貸し手や外部評価機関のみに報
告することも考えられる。 

適合状況：○ 
資金使途不特定型のファイナンスについては、SPT の達成状況等についてウェブサイトにて開示が行わ
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れる予定である。また、資金使途特定型のファイナンスにおいても、中国電力がグリーン/トランジション
ファイナンスと公表する場合には、公表を行う。 

 
l) 資金調達者が中小企業であり、資金供給者や外部評価機関に対する報告内容と同じ内容を一

般に開示することが困難である場合には、本項h)からj)について記載を概要にとどめる等、開示内
容を簡素化することが考えられる。 

適合状況：対象外 
中小企業には該当しない。 

 


